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伊丹市男女共同参画計画基本理念 

「男女(一人ひとり)が対等な存在として個性や能力を発揮でき、 

まちづくりの主役としてつながりつつ共に輝く」 

伊丹市総合計画（第5次）の体系から 

将来像 「みんなの夢 まちの魅力 ともにつくる 伊丹」 

基本目標 市民が主体となったまちづくりの実現 

基本方針２．多様性を認め合う共生社会 

基本施策３）男女共同参画の推進 

 

日本国憲法第14条第1項 

「すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治

的、経済的又は社会的関係において、差別されない」 

日本国憲法第24条第2項 

「配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に

関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければならない」 

男女共同参画社会基本法第3条 

「男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差

別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男

女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない」 

第３次男女共同参画基本計画「第1部基本的な方針」から 

「男女共同参画社会の実現は、女性にとっても男性にとっても生きやすい社会を作ることであり、

政府一体となって取り組むべき最重要課題である。その目指すべきは、①固定的性別役割分担意

識をなくした男女平等の社会、②男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる

社会、③男女が個性と能力を発揮することによる、多様性に富んだ活力ある社会、④男女共同参

画に関して国際的な評価を得られる社会である」 

 

「女性差別撤廃条約」第1条から 

「『女子に対する差別』とは、性に基づく区別、排除又は制限であつて、政治的、経済的、社会的、

文化的、市民的その他のいかなる分野においても、女子（婚姻をしているかいないかを問わな

い。）が男女の平等を基礎として人権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使することを害し又

は無効にする効果又は目的を有するものをいう」 

 



 

（写） 

 

2013（平成25）年10月23日 

伊丹市長 藤 原 保 幸 様 

伊丹市男女共同参画施策市民オンブード 

高 田 昌 代 

来 田 純 子 

永 原 明 子 

 

「伊丹市男女共同参画計画」の進捗状況に関して（報告） 

伊丹市男女共同参画施策市民オンブードは、「伊丹市男女共同参画施策市民オンブー

ド設置要綱」第11条の規定に基づき、平成24年度における「伊丹市男女共同参画計画」

の進捗状況について、別紙のとおり報告します。 

 伊丹市においては、本報告書を踏まえて「計画」の実現へ向けた一層の努力を要請し

ます。 



 

 

はじめに 
 16 年目を迎えた伊丹市男女共同参画施策市民オンブードは、昨年度から継続しているオ

ンブード２名と新しいオンブード１名とで、計画の進捗状況及び男女共同参画施策につい

て、市民の立場から調査を行いました。 

 昨年設定した３つの視点、１つ目の視点は『住民に情報が届いているか』２つ目の視点

は『子育て、介護は両性で担っているか』３つ目の視点は『市の施策に両性の意志が反映

されているか』に加え、今年度は４つめの視点『市役所は市民のモデルとなっているの

か』を取り入れて検証しました。 

 昨年からの視点の継続した理由は、いくつもの課題が残っていたからで、その進展の検

証が必要だと思ったことでした。さらに今年度、４つめの視点『市役所は市民のモデルと

なっているのか』を検証した理由は、さまざまな施策に対し、「市役所という企業」やそ

こで就業している職員が実際に実施できないのであれば、その施策は「遠吠え」に過ぎず、

市民に実施するようにとは言いにくいものではないかと考えたからです。 

新聞報道などで取り上げられているように、東日本大震災後の被災地の電話相談（平成

23 年 2 月 8 日から 3月 27 日まで実施した「パープルダイヤル」）に、「震災のストレス

で配偶者の暴力がひどくなった」、「住居が被災したため身を寄せているなど、避難場所

で暴力を受けている」という相談が寄せられるなど、配偶者間暴力（ＤＶ）は深刻です。 

ＤＶは子どもの成長にも悪影響を及ぼし、親の暴力を目撃することで心理的な外傷を負う

ことや、ＤＶ加害をしている親だけでなく被害を受けている親からの暴力にも発展してし

まうなど、ＤＶと児童虐待が同時発生することが多くあります。子どもへの虐待はその事

象だけの問題ではなくこの背後にはＤＶも含めた、男女共同参画という社会全体の問題な

のです。 

その解消のためには子育てや介護は両性で担うべきですし、市の施策に両性の意志を取

り入れる事が必要です。今までの男性だけに偏る方法ではなく、両性が共同で参画し、お

互いが尊重し合える様に、性別に関係なく個人の能力が発揮できる社会を実現しなければ

なりません。伊丹市が、男女共同参画計画を推進し、男女が性別にかかわることなく、そ

の人個人の能力が発揮でき、自分らしく生きていくことができる街にするために重要なこ

とは、自分たちの課で出来ることは何かを考え、計画し、実行し、確認し、分析する事で

す。その上で良かったものは継続し、活用が少なかったもの、効果が薄かったものはなぜ

そうなのかを検証する、当たり前のサイクルを回していただきたいと思っています。  

さらには、住民からの要望を待っているだけでなく、市からの“攻めの姿勢”でより一

層積極的かつ効果的に情報発信を行い、市の施策を多くの住民が活用できるような努力を

期待したいところです。財政面の苦慮もあることと推察しますが、有能な市職員ならびに

市民の「知恵」を駆使して、目先のことではなく、次世代のことを見据えた使途も考慮い

ただきたいと思っています。          

伊丹市男女共同参画施策市民オンブード 

高 田 昌 代 

来 田 純 子 

永 原 明 子 
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①市民への広報・啓発活動★ ②男女共同参画の視点に立った制度・慣行の見直し ③人権尊重の視点に立った性教
育 ④メディアにおける男女の人権の尊重 ⑤法律・制度への理解促進のための取り組み

①学校・幼稚園・保育施設での男女平等教育などの推進★ ②男女平等の視点に立った進路指導、職業観教育★ ③
子どもの自尊感情やコミュニケーション能力を高める教育 ④教職員へのきめ細やかな研修の実施と PTA・保護者
などへの啓発

①男女共同参画の視点に立った家庭教育の推進 ②男女共同参画の視点に立った社会教育の推進★ ③男女共同参
画に関する地域における学習機会の提供★ ④多様な選択を可能にする「キャリア教育」の推進

①労働基準法、男女雇用機会均等法などの周知と定着 ②雇用の場での男女平等を推進するための啓発 ③企業のポ
ジティブ・アクションの取り組みの推進★ ④雇用の場でのセクシュアル・ハラスメント防止対策

①昇進・昇格や職域の拡大など働く女性へのチャレンジ支援★ ②就労・再就職支援、起業支援など働きたい女性へ
のチャレンジ支援★ ③多様な働き方に対応した条件の整備 ④農業や商工業など自営業における女性の評価と、生
活の場における男女共同参加 ⑤困難を抱える若者への支援 

①保育サービス・児童くらぶなどの充実 ②「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」に関する啓発★ ③
男性にとっての男女共同参画の推進★ ④企業における取り組みへの評価★ 

①年代や性差に応じた生涯にわたる健康の保持増進 ②妊娠や出産などに関する女性の主体的な意思決定に関する
啓発 ③母子保護の向上、母子保護の充実 ④健康を脅かす問題への配慮 ⑤医療・福祉従事者への男女共同参画に
ついての研修

①高齢者・障がい者（児）が安心して暮らせるそれぞれへの介護環境の整備 ②介護者が安心して暮らせる環境の整
備 ③高齢者・障害者（児）の自立や社会参画への支援 ④ひとり親の家庭に対する支援 

①子育て相談体制、情報提供の充実 ②多様な子育て支援サービスの充実 ③食環境・住環境など、子育てをめぐる
生活環境への取り組み ④子ども達の居場所づくりへの取り組み ⑤子育ての不安を解消する小児医療の充実

①配偶者等からの暴力対策の推進★

①児童虐待や子どもへの性犯罪を防ぐ取り組み ②高齢者虐待防止への取り組み ③学校･地域ぐるみでの安全対策
の推進

①市民生活におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策 ②さまざまなハラスメントに対する防止対策 ③性犯
罪・売買春・ストーカー行為などへの対策

①さまざまな地域活動における男女共同参画の推進★ ②女性リーダーの養成とネットワークづくりへの支援★
③市民活動などへの育成・支援 ④防災における男女共同参画の推進★ ⑤地域における「たまり場」づくり 

①男女共同参画推進拠点機能の充実★

①行政委員会・審議会などの委員への女性の登用促進 ②女性職員・教員の管理職への登用促進、職域の拡大 ③仕
事と育児・介護の両立支援への率先した取り組み ④行政従事者への男女共同参画についての研修の充実 ⑤職員、
庁内組織のネットワーク化への取り組み ⑥県や近隣自治体との連携 

①推進本部を中心とした庁内の連携による推進による推進体制の充実 ②市民参画による進ちょく管理 ③市民、市
民団体、企業などとの連携と協働★ ④市民への意識・実態調査の実施と施策への反映 

①多文化共生への取り組み ②国際社会での男女共同参画に関する情報の収集と提供 ③国際交流の推進、NGO・
NPOへの支援 ④地球環境保全の視点に立った認識と取り組み 

①ユニバーサルデザインの普及啓発 ②安心・安全の視点に立った都市計画の推進 ③男女共同参画の視点に立った
公共施設などの整備の推進

１ 固定的な男女の役割分担にとらわれず、一人ひとりの人権を

尊重する教育・啓発の推進 

３ 男女共同参画を推進する生涯学習の充実

２ 男女平等を推進する学校教育などの充実

６ 男女の仕事と育児・介護の両立のための雇用環境の整備 

５ 男女の働く意欲を支え、多様かつ柔軟な働き方が選択できる

条件の整備 

４ 雇用の場での男女の均等な機会と待遇の確保への取り組み 

９ 安心して子どもを生み育てられる環境の整備 

８ 高齢者・障がい者（児）、ひとり親の家庭などが孤立せず、安

心して暮らせる環境の整備 

７ 生涯を通じた男女の心と体の健康づくり 

12 子どもや高齢者の安全を守る取り組みの推進 

11 セクシュアル・ハラスメントなどへの防止対策の推進 

10 配偶者・パートナーからの暴力（ドメスティック・バイオレン
ス）防止対策の推進 

15 地域の国際化と国際社会への貢献 

14 ユニバーサルデザインの推進による男女共同参画の環境整備 

13 市民の連携による男女共同参画の推進 

18 男女共同参画に向けた拠点の充実 

17 市の率先した取り組みの推進 

16 市民との協働による推進体制の確立 
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平成２５年度ヒヤリングに際しての視点 

 
視点１ ｢住民に情報が届いているか｣ 

 
♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

昨年 24年度に行われた事業でとても良かった点は、女性に対する暴力防止と子どもへの
虐待防止に向けた啓発を市民に向けて積極的に発信されたことです。 
例えば、女性に対する暴力防止の啓発は、本庁、女性・児童センター、ことば蔵、リー

タ、きららホールなどに協力を呼び掛け、デートＤＶ・ＤＶ防止パネル展を実施。また、

パープルリボンツリーを設置して｢女性への暴力反対への思い｣を共有するなど住民向けに

積極的に啓発しました。（同和・人権推進課）子どもへの虐待防止に向けた啓発は、児童虐

待通告先を記した啓発用マグネットを、自治会を通して全戸配布。平成 24年度児童虐待防
止緊急強化事業とし、市バスの車体に啓発広告を掲示。オレンジリボン運動は、児童虐待

防止の意味のため背景のオレンジ色に「たみまる」のイラストが人目を引き大変良かった

と思います。今後は自治会で使用する回覧板のバインダーに通告先の電話番号を載せ虐待

防止啓発仕様にし、平成 25年度末から共用を目指すなど積極的に市民に情報を届ける姿勢
が見受けられました。（こども福祉課） 
公民館講座の一覧表を自治会に回覧し、市民への広い告知として効果があったこと（公

民館）子ども・若者に関する相談窓口の周知のために広報伊丹の紙面で紹介。また、市内

だけでなく県や近隣市の相談機関と関連講座等を紹介したことや、医師会に働きかけて相

談窓口が掲載されたＡ４のチラシを心療内科など 169 か所に設置してもらうなど（こども
若者企画課）、多くの市民が目にできるように積極的な努力をされていることを頼もしく思

いました。 
 
…あと一歩欲しいところ 

事業は一生懸命されているのにもう少し工夫が欲しい点として、相談事業（子育て相談・

子どもの教育相談、介護相談など）において、各相談窓口に住民がスムーズにたどり着き

やすいよう市民の立場に立った視点の一覧表を作成していただきたい。相談内容から各相

談窓口へつないでくれる、例えば相談対象者(子ども)→相談内容(夜泣きについて)→相談

窓口といったフローチャート式の｢相談窓口一覧表｣を作成してはどうでしょうか。現状は、

すくすく育児相談・幼児の相談・子育て相談・家庭児童相談などといった相談名称ごとに

掲載されており、自分の悩みはどこに話していいのかが分かりにくい状態です。そもそも、

他人に相談することはハードルが高く、特に初めて相談を利用する人は｢こんなことを他人

に相談してもいいのか｣とためらいながら、勇気をもって電話をかけたり窓口に出向いたり

します。例えば、子育てでは乳幼児、幼児、学童期などと成長段階によって相談内容も変
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わってきます。発育の問題、心の問題、母親自身の体の悩みなどもあります。できれば自

分の悩みに対応してくれるところに１回目の電話でつながりたいのが利用者の気持ちです。

せっかくの多くの相談事業がさらにうまく利用されるように利用者目線で書かれた｢相談

窓口一覧表｣を希望します。 

また、講座などの開催時に、一時保育・介護サービス・手話通訳・要約筆記(その場で話

されていることを文字で伝える通訳)サービスを実施してくれることを知らない人がまだ

まだ多いです。諸事情で全てに対応することは難しいと思いますが、各サービスについて

講座案内チラシや広報誌に｢必要な際は一度ご相談ください｣などとしてほしいです。社会

から孤立しやすい層が外に出て社会とつながるきっかけになることは、男女共同参画社会

の基本理念にもつながります。 
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視点２ 子育て、介護は両性が担っているか。 

 
♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★子育て支援センター「むっくむっくルーム」での子育て中の父親へのアプローチ 
 子育て支援センター「むっくむっくルーム」の参加者は、平日は母親が中心ですが土曜

日には父親が子どもと共に来て時間を過ごすことが徐々に増えています。担当課では、こ

の現象を男性はお休みの日くらいは子どもを見てほしいという母親の要望を察して行われ

ていると分析されています。この機会を捉えて父親が育児を行うことに興味関心を向けら

れるようなむっくの担当者による声掛けなどの働きかけは、第三者からの賞賛を浴びた父

親が、自分の子どもの育児を当たり前のように担うきっかけ作りとなっていることが推測

されます。（子育て支援課） 
★「みんなで遊ぼう広場」のボランティアは、両性で担っている 
「みんなで遊ぼう広場」のボランティアは、大学生や高齢者の男性ボランティアも多く、

活発に活動されているようです。この活動が他の子育てボランティアと比較して男性の割

合が多いのは、屋外の活動が多いことが要因ではあると思われます。しかし、男性が育児

にかかわる第一歩として、このようなボランティアの場があることは、今後の発展につな

がると考えます。 
★公民館の子育てボランティアに男性ボランティアの道筋 
 これまで公民館の子育てボランティアと言えば「女性」のイメージでしたが、男性のボ

ランティアが入るようになってきたことは、それを受け入れる土壌ができていることだと

評価できます。男性の子育てボランティアの道筋が続くように期待します。 
 

…あと一歩欲しいところ 

★就労者にとって、使いづらい病後児保育、必要な病児保育、適切な保育サービス 
 伊丹市では病児保育を行っていません。病後児保育を 2 園で行っています。病後児保育
を行っている保育所は便利なところとは言えず、入所証明を出してもらえる医師が指定さ

れています。うち１園は指定医の診療所は遠く事前登録が必要です。２園とも利用可能証

明書の発行の手続きについては前日の受診でも可能ですが指定された小児科での受診が必

要なためいずれにしても親の負担は大きいと思われます。平成 25年 9月末現在で 8人延べ
15人の利用であり、利用件数は少ないです。この理由は、子どもは病気にならないからか、
親が仕事を休める現状が整っているからなのか、使いづらいのかなどの理由の把握が必要

です。さらに、病後児という定義はあいまいで、病児と病後児の線引きは難しいこと、子

どもが病気であっても休める状況にある親ばかりではない社会が現実にあることから、「女

性の就労と子育てに関する調査」（2009年厚生労働省）の結果からも子育て支援では病児保
育が必要であることが指摘されています。子どもが病気の場合、休めない親として子ども

への対応をどのようにしているか実態を把握し、両性が子育ても仕事もできるような取り
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組みの検討が必要です。子どもが病気の時に子どもの看病をしたくない親などどこにもい

ません。しかし親は就業継続やさまざまな事情で休めない状況があり、苦渋のなかにいる

親の気持ちを汲み取った対応が必要と考えます。 
★保育所の待機児童がある原因には、市立幼稚園の融通のなさがあるのでは 
 保育所の待機児童解消は緊急の課題です。この解消についての対応が適切になされてい

ないと思われます。これは、公立幼稚園が定員割れする一方、預かり保育が充実している

私立幼稚園は 150 人もが入園できないほどの希望者がいることから推測されます。私立の
預かり保育は就業する親にとって、保育園の代替えとして十分機能していると認識し利用

しています。費用については、年齢によっては幼稚園＋預かり保育の方が保育園より安価

です。待機児童となるがゆえに就業を諦めざるを得ない、多くの女性のために、市立幼稚

園の対応の見直しは重要な課題です。 
★児童くらぶは足りていない。就学後の子どもの安全は守れているのか 
 小学校下校後の子どもの生活は安全で安心できるものでなければなりません。女性の就

業率の高さや社会の経済事情などから保育所入所希望者に連動して児童くらぶ入所希望者

は現時点では全員入所できています。しかし児童くらぶの退所時間が適切かどうかには疑

問が残るところです。就学前までと就学してからというのは、3 月 31 日までは保育園で 4
月 1 日からは児童くらぶに通うという、子どもにとっても親にとっても 1 日しか変わらな
いことです。しかし、終了時間は原則、保育園では 19 時までなのに、児童くらぶでは 17
時までです。児童くらぶでも 18時までの延長がありますが、希望する児童 5名以上の利用
者がいなければ認められていません。親にとって、どこに住んでいてどこの児童くらぶに

属するかによって不公平があり、延長できない子どもは二重保育か、たったひとりで家に

いるという安全とは言えない状況にあるのが実態です。取り組みには財政面の課題がある

とは思いますが、次世代を担う子どもや納税者である親たちのために、惜しまない対応を

期待します。 
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視点３ 「市の施策に両性の意志が反映されているか」 

 

伊丹市は男女共同参画施策の計画の中で『女性管理職の割合を 2016 年 20%』、『審議会

等の女性の占める割合を 2016 年 40%』、『女性の占める割合が 0 の審議会がない』と目標

を設定して取り組んでいます。 

そもそもなぜ女性をふやさないといけないのか、女性の視点を取り入れるその意味を理

解しなければいけません。伊丹市としても積極的に女性を登用する方向は、今の男性中心

の社会として動いている社会に、多様な視点が入りよりきめ細やかな市民サービスを提供

出来ることにつながります。本市自らが一事業所として率先して行政内部での男女共同参

画を進め、他の事業所にモデルを示すことが求められています。そのために職員一人ひと

りが男女共同参画についての認識を深め、その推進役としての自覚を持ち、伊丹市役所を

男女共同参画の職場にするために努力されることを望みます。 

男女共同参画の視点に立った施策の立案・策定等に当てられるよう、今まで以上に研修

や学習会の充実は必須です。 

 
♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

人事研修課によると、女性管理職の割合 20.3%（目標 20％）副主幹試験受験者数に占め

る女性の割合 46.7％（平成 25 年 4 月 1 日現在）女性の合格者数も増加しています。キャ

リアデザイン研修（職員）、ミドルリーダー研修（教員）への参加を促し、研修を通じて

管理職への昇任についての意識付けを図っている事が増加につながりました。（基本目標

Ⅵ） 

同和・人権推進課主催の『男女共同参画推進研修』を新任課長の必修研修に位置づける

よう企画し、また新規採用職員研修の人権研修の中でも男女共同参画推進についての内容

が、平成 24 年度より盛り込まれました。今後も継続して是非徹底していただきたいと思

います。（基本目標Ⅵ） 

 

…あと一歩欲しいところ 

★審議会等への女性の登用が 32.2%(平成 25 年 4 月 1 日現在)になり、0.3%アップしました。

充て職の委員も多くあり飛躍的に女性登用率を向上させるのは難しいですが、引き続き取

り組みの継続が必要です。 

 

  ●平成 25年 4月 1日現在、女性委員等が増えたところは以下のとおりです 

        ・自治会研修の女性参加割合 43 名、22.1%   

      ・自治会女性会長の割合 19.9% 

           ・伊丹市環境審議会委員 女性比率 27% 

           ・伊丹市環境マネジメントシステムの市民監査会議 女性比率 29% 
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● 女性ゼロ審議会等  

地方自治法（第 202 条の３）に基づく審議会等 

地方自治法（第 180 条の 5）に基づく委員会等 

女性の登用報告実績による。（平成 25年 4月 1日現在） 

・伊丹市教育環境審査会（定員５人） 

  ・監査委員      （定員２人） 

  ・農業委員会     （定員１２人） 

 

● 女性委員ゼロが解消された審議会等 

・ 図書館協議会 

・ 公務災害補償等認定委員会 

・ 予防接種健康被害調査委員会 
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視点４ ｢市役所は市民のモデルとなっているのか｣ 

 
市役所が施行される事業であるならば、まずは自分たちがどのくらい実行できているの

か、実行できていないのであれば何が問題なのかを考えるという主旨でこの視点を取り入

れました。市の施策に対する思いや考えが、｢市の職員として働いている時の顔｣そして｢一

市民としての顔｣と、立場が変わると違うものになるのではなく、一市民としてその事業は

自分にどう影響するのか、という視点で事業内容を考えていただきたいです。個々の生活

の上で、働くこととプライベートは切り離せません。女性も男性も共に助け合って気持ち

よく働き続けることができ、心身共に健康な生活を送るためにも、自分が取得できる権利

の種類、介護休暇や育児休暇などの制度の利用方法は職員全員が周知しているでしょうか。 

また、育児や介護があるために効率よく仕事をしている人が定時に帰宅できるような｢職

場の雰囲気づくり｣も必要です。企業や世の中の変化を待っているだけではなく、市役所が

市民のモデルとなって頑張っていただきたいです。 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

平成 25 年度の男女共同参画推進研修では｢男性が育児できる職場環境づくり｣で、今の子

育ての現状を踏まえ、育児休業制度を取得したいが取得できない人がいた場合にどうした

らよいかをグループ討議しました。｢仕事の会話があってもプライベートな会話はやりにく

い｣という意見も出ましたが、｢取得対象者に制度を説明し、あとはフォローするからと声

掛けをする｣という声もありました。制度の取得は個人の自由です。しかし、制度の周知が

不十分、あるいは知っていても上司や同僚に迷惑かけるのでは…と取得できない職場環境

は問題です。｢勤続年数が長い人が休んでも大丈夫というシミュレーションをすれば職場内

に安心感が生まれるのでは？｣｢職場の様々な事情もあり取りにくい状況ではあるが、管理

職として取りやすい環境づくりを心掛けたい｣という意見もありました。今後の変化を期待

いたします。 

 
…あと一歩ほしいところ 

上記のように育児休業制度取得における問題が見えたのは良かったですが、伊丹市の平

成 24 年度の男性の育児休業取得率は低く 3.7％でした。育児休業が取りやすい職場にはな

っていません。休暇の間は無給となる制度の問題もありますが、取得しやすいように一覧

表を作成するなど夫婦間で話し合えるようにしてはどうでしょうか。(基本目標Ⅵ) 

また、昨年も提言いたしましたが、男女平等を推進する学校教育などの充実として、学

校指導課が行う学校説明会や進路説明会に両性が共に参加しやすい環境を考えてほしいで

す。 

例えば、小学校新１年生向けの学校説明会は、保護者へ説明をしている間に子どもの一

日入学をするという形態であるのと、土曜日は職員が休業日であるため土曜日の実施は実
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現不可能とのことでした。学校指導課の職場では子どもを持つ親として説明会、懇談会が

平日でも休暇を取得して出席するように推奨されています。課内だけではなく市役所全体

でも推奨してはいかがでしょうか。（基本目標Ⅰ） 

また生涯を通じた男女の心と体の健康づくりとして、健康政策課が小学校での煙草の禁

煙講座を実施し 22 日は禁煙の日として広報にも掲載されています。しかし、伊丹市役所は

敷地内禁煙を検討されていません。市民に禁煙を勧めていても説得力にやや欠けてしまい

ます。市役所庁内で 10年前と今とでは喫煙、禁煙はどう変わったのか、他市庁はどうかな

どを調査し健康増進法の法律においても考慮すべき課題だと思います。また、10 代の喫煙

率についても同様に調べ、実施されている禁煙講座でのうまくいった評価や今後の目標を

考えることが望まれます。（基本目標Ⅲ） 
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基本目標Ⅰ：男女共同参画への意識づくり 

【基本課題１】固定的な男女の役割分担にとらわれず、一人ひとりの人権を尊重する教

育・啓発の推進 

【基本課題２】男女平等を推進する学校教育などの充実 

【基本課題３】男女共同参画を推進する生涯学習の充実 

 
【固定的な男女の役割分担にとらわれず、一人ひとりの人権を尊重する教育・

啓発の推進】 
 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★視聴覚目録をテーマ別にリストアップし、ことば蔵(図書館)にも設置しました。 

男女共同参画に関する図書・視聴覚(ＤＶＤなど)は人権教育室や人権啓発センターにも置
いていることを市民は知る機会が少ないです。所有している視聴覚教材目録として、それ

までは購入順に列記されていた冊子を、今年度は｢テーマごと｣にリストアップし利用しや

すいように工夫されたことが評価できます。ただし、冊子は学校（教員向け）やＰＴＡ室

などの設置だけで、市民誰でも借りられることはＰＲ不足です。今回のヒアリング後、こ

とば蔵(図書館)にも設置依頼し置いていただいたそうです。 
このように市民目線で、どうしたら市民が利用する機会が増えるのかを考えることも、

男女共同参画の市民への意識作りの一端を担うことにつながると思います。(人権教育室) 
★男女共同参画に関する書籍の展示回数を増加予定です。 
男女共同参画に関する書籍を展示し、貸出数は 30冊。30代、40代の方が手に取ってい

たそうです。昨年は 12 月だけだった展示回数を、今年度は 6 月、12 月と増やすことでよ
り市民に関心をもっていただくきっかけとし、理解を深めてもらおうと努力をされていま

す。(図書館) 
★啓発紙の自治会での回覧をしました。 

啓発紙「女と男のなぜ？！」を作成し自治会で回覧したことは、不特定多数の市民の意

識を高めることに効果的と考えます。(同和・人権推進課) 

 
…あと一歩欲しいところ 

★ＤＶインフォメーションを広報伊丹の欄外に！ 
できなかった理由として、｢技術的にはできそうだが、多数の掲載依頼がある中でＤＶ相

談を特別に毎号掲載して扱うには広報課単独で決定するのではなく、伊丹市として全面的

に出していくかを全庁的に考えないとできない｣という回答でした。広報課としての本音を

教えていただけたことに感謝いたします。しかし、平成 24年 4月の内閣府男女共同参画局
の｢男女間における暴力に関する調査報告書｣によると、女性の 3 人に 1 人が配偶者から暴
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力被害を受けたことがあるという実態があります。被害者の内の 3 割程度しか、相談場所

を知らないこともあり、国も相談場所の啓発を積極的にやっています。同和・人権推進課

などと連携し、ぜひ実現していただきたいです。(広報課) 

★男女共同参画広報誌である com-com の事業目的を明確にしてほしい！  

今年で 6年目を迎える com-com は、発行部数を 2,000 部から 4,000 部に増刷されました

が、発行部数を増やす事が目標ではないはずです。発行が目的ならば、費用対効果を考え

ることも含め、多くの市民へ男女共同参画の理解を深める広報紙として相応しい内容どう

か、市民編集委員と一緒にじっくり検討するべきです。（同和・人権推進課） 

★視聴覚教材の情報のさらなる一元化を！！ 

市が所有している人権関係の書籍とＤＶＤは、公民館の視聴覚ライブラリー、人権教育

室、女性・児童センター等で所有。先にもあげたように、人権教育室の書籍についてはテ

ーマごとにリストアップして借りやすいような冊子がありますが、人権教育室で市内各所

の施設の所有数は把握されていないようです。市が所有している人権関係の書籍等は、他

の施設（女性・児童センター、公民館など）にもリストを提出してもらい、今ある冊子に

まとめて掲載したらどうでしょうか。市民により知ってもらい、利用してもらうことでそ

の知識が一人ひとりの力となっていく。そのためには、まずは情報の一元化をお願いしま

す。(人権教育室) 
 
【男女平等を推進する学校教育などの充実】 
 

…あと一歩欲しいところ 

★学校説明会や進路説明会には、両性共に参加しやすい環境を！ 

現状は、学校説明会と進路説明会は平日に行われています。よって、平日に働いている

保護者は休みを取って行くようにしています。前もってわかっているからお休みをとれる

のでは、というのも理解できますし、年に何度もないその日ぐらいは、子どものことはき

ちんとするためにお休みを取得することは大切だ、というのも理解できます。学校指導課

の職場では、子どもを持つ親として説明会、懇談会が平日でも休暇を取得して出席するよ

うに推奨されています。課内だけはなく、市役所全体でも推奨してはいかがでしょうか。 

ただし、現実はそれ以外にも懇談、参観日、その他の学校行事も平日にされることが多

く、１年に１～２回の休みを取れば足りるということではないと考えます。働いている親、

特に母親が休みを取るのに｢これだから女性は扱いにくい｣と職場から言われてしまう可能

性はぬぐいきれません。また、パートで働いている場合には職を逸することにつながる現

状もあります。理解ある職場、休んでもフォローできるくらい人数の多い職場では休めま

すが、お休みがとりにくい職場もあります。｢仕事にも行かなければならない、子どもの学

校行事等にも行きたいが、いずれかを選択しなければならない｣と葛藤をしている人もいる

のではないでしょうか。 
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学校のことは子どもが主役です。しかし、子ども自身は、働いている親、そうでない親

であるというのは選ぶことができません。どのような親でも学校行事等に参加しやすい環

境を考えるのは、子どもにとって有効であるという視点があってほしいです。これには企

業努力も必要ですが、学校側も両性共に働いている親が増えている現状を踏まえて説明会

だけでも土日祝日に開催するなど、両性共に参加しやすいように、何らかの工夫や努力が

ほしいです。(学校指導課) 

★すべての児童・生徒に、実践的な育児、介護の授業を！ 

命の授業として、妊婦体験、幼児とのふれあい体験、赤ちゃんの沐浴の授業が一部の学

校において実施されています。男女平等を推進し、男女の固定的役割分担をなくしていく

ためには、子どものころからの教育と体験は必須だと考えます。｢たまたまその学校の、そ

の学年だったから学ぶことができた｣ということではなく、伊丹市の住民であるすべての子

どもに学習の機会が得られるようにしてほしいです。子どもが大人になった際に実践でき

るような教育を望みます。実践的な心に残る体験は子どもにとって必要です。(学校指導課) 

 

 
【男女共同参画を推進する生涯学習の充実】 
 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★公民館の講座の一覧表を自治会で回覧しました。 

講座の一覧表を自治会の回覧で回すようにし、申し込みの効果がありました。一部の興

味がある人だけの参加とならないように、いろんな人の目に留まることが大切です。 
また、ボランティア養成の「子育てサポーター養成講座」を実施し、今年初めて男性の

ボランティアが誕生し一時保育をしています。固定的性別役割ではなく、やりたいという

意欲的な方が学んだことを発揮することにつながったことがいいと思います。(公民館)(基
本目標Ⅴに重複) 
★ＤＶ防止セミナーをさまざまな人に向けて開催しました。 

ＤＶ防止セミナーを伊丹市人権・同和教育研究協議会企業部会、伊丹市人権啓発推進委

員、病院（医療関係者には夜に講座）にし、市立伊丹病院からは職員全員が持っておきた

いと、ＤＶのリーフレットの追加依頼がきました。今後も広く情報が行き届くことが大切

だと感じたそうで、引き続き日々変わっていく世の中の情勢を踏まえ、様々なセミナーや

講座を積極的に取り組まれることを期待します。特にＤＶ、児童虐待、体罰、セクハラな

どは知識がないとそれに気づかないことが多いので、多くの人がきちんと学ぶ機会を提供

していただきたいです。(同和・人権推進課) 
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…あと一歩欲しいところ 

★すべての講座において、連続講座であっても毎回アンケートを取ってほしい。 

連続講座であっても１回しか参加できない人、またその場で質問ができない人でもアン

ケートには書ける人がいます。また、主催者側にとってアンケートはその講座の目的達成

度や今後の課題を考えるもととなります。講座のたびにアンケートを取って企画、内容、

満足度などを振り返り、また参加者が今後求める講座なども把握することで、よりよい講

座を企画、実行できます。(公民館) 

★出前講座のタイトルを工夫することや、一覧表の作成をしてほしい。 

これは同和・人権推進課に限らず、｢住民からの出前講座の要望があればどこにでもいき

ます！｣という前向きな回答を他からもいただきました。しかし、担当課が要望を待ってい

ても要望がない場合は１年を通じて講座が開催されないものもあります。興味を引くよう

なタイトルや内容がわかりやすい講座一覧表を工夫してほしいです。また同様に、講座や

イベントのチラシ、相談カードなどの設置場所も｢どうすれば手に取ってもらえるか｣｢必要

な人は誰か、どこの設置が有効か｣を考えることで、多くの人に情報が行き届き、それに参

加してもらうことで市民レベルでの男女共同参画の意識作りにつながります。市内各所へ

の設置の工夫も必要です。(同和・人権推進課) 

 

基本目標Ⅰ
＜成果目標＞

項目 担当課 計画当初 H23年分報告 H24年分報告
成果目標
（H28年度）

市民意識調査における「伊丹市男女共
同参画計画」の認知度

同和・人権推進課
40.3%

(H22年度）
- -

60%
(次回調査時)

保健教育の授業参観を行った学校数 保健体育課
15校

(H22年度）
16校

(H23年度）
16校

(H24年度）
20校

女性・児童センターの年間利用者数 同和・人権推進課
129,246人
(H22年度）

135,542人
（H23年度）

133,448
(H24年度）

130,000人

女性・児童センター（働く女性の家・女
性交流サロン）講座等参加者数

同和・人権推進課
3,406人
(H22年度）

3,919人
(H23年度）

3,578人
(H24年度)

4,000人

男女共同参画関係まちづくり出前講座
実施回数

同和・人権推進課
4回

(H22年度）
4回

(H23年度）
4回

（H24年度）
10回  
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コラム①｢自分の力を信じて一歩前へ！」 
 
固定的性別役割分担意識をご存知ですか？男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである

という意識のことです。この｢男性だからやるべきもの｣｢女性だからやるべきもの」という

役割に対する考えは、男性側から言われてそうなっているわけではなく、女性自身が潜在的

にそう思っていることもあります。例えば、育児・家事・介護などの役割は男性もできます

が、多くの女性は自分だけがやることに何となく平等ではない不満を感じながらも｢一緒に

やってほしい｣と、声にも出さずにやってしまいます。声を上げて家庭内での役割分担をう

まく実行していたとしても、周りで足を引っ張る人がいます。｢そんなこと息子にはやらせ

なくていい｣｢夫にやらせるなんて…｣など。これは女性も口にします。あるいは、責任ある

任務を担うことをためらい、｢一歩前に出ないほうが楽に生きられる｣と無意識に男性の後ろ

に下がることもあるかもしれません。このような性別役割分担は、いつまで繰り返されるの

でしょうか？ 

色んなパターンがありますが、｢女性も一歩前に出る｣｢意見を声に出す｣という姿勢は重要

です。男女が共に生きやすく多様性を認め合う世の中に変えていくためには、誰もが持って

いる自分の力を信じて前へ出ていくことです。自分自身で能力をひっこめてはもったいな

い。女性自身が女性の力をもっと信じれば、自分の役割は周りや慣習が決めるのではなく自

分で選択していけると考えます。 

 

-14-



基本目標Ⅰ

施策内容 事業名 平成24年度の目標・プラン
H24年度に行った主な
取り組み及び成果

平成24年度の取組に
ついての課題

平成25年度の目標・プラン
所
属

・男女共同参画週間に特
集記事を掲載する
・DVについて周知を図る

・6月15日号「広報伊丹」で男
女共同参画について、特集
記事を掲載した。
・11月1日号「広報伊丹」でDV
について特集記事を掲載し
た。
・1月1日号「広報伊丹」で「男
女共同参画推進事業所表
彰」を取り上げ写真付きで掲
載した。

・DVの相談窓口についての
周知は、毎月1日号記事以
外には、紙面スペースの関
係や他の相談窓口との兼ね
合いもあり難しい。

　「広報伊丹」をはじめ、ケーブルテ
レビなどの広報媒体を活用し、より分
かりやすく、市民参画を呼び掛けるよ
うな情報発信を心掛ける。
【広報紙】
・6月15日号「広報伊丹」で、「男女共
同参画週間」「パネル展」「男女共同
参画推進事業所表彰」「市民オン
ブード決定」などの記事を掲載する。
・11月1日号「広報伊丹」で、市民
フォーラムについての記事を掲載す
る。
【ケーブルテレビ】
・5月20日号
「『人権擁護の日』特設相談所を開
設」記事を読み上げ、啓発。
・6月18日号
「ゲストコーナー」に男女共同参画施
策市民オンブードの永原明子さん

広
報
課

(921305)
男女共同
参画情報
紙発行事
業

・男女共同参画推進委員
会で啓発紙を作成し自治
会回覧を試みる。
・チラシだけでなく、様々
な媒体を利用してＰＲす
る。
・「com-com」の増刷

・啓発紙を作成、25年5月に
自治会回覧(6,320部）
・たみまるを利用しミモザの日
のＰＲを実施
・オンブード報告書の概要版
を研修会等で配布
・フォーラムのポスターを手作
りし、コミュニティ掲示板に掲
示。新しい層へ参加を呼びか
けた。
・「com-com」を2,000部×2号
から4,000部×2号に増刷

・パネル展示の機会を増や
したが、展示物を充実させる
必要があると感じた。
・フォーラムの広報伊丹掲載
依頼のタイミングが悪く、講
師の写真を使用してもらえ
ずPR不足になってしまっ
た。

・広報伊丹掲載依頼時期を意識し、
事業が一度に複数掲載されることで
男女共同参画の文字が目立つように
工夫する。
・啓発紙をイベントで配布、またパネ
ル化し展示に生かす。推進委員会で
第2号を作成。
・「com-com」の継続実施。
・ホームページの充実。

同
和
・
人
権
推
進
課

1-1-2
男女共同参
画に関する図
書や視聴覚
資料の充実
を図る

(921108)
視聴覚教
材貸出事
務

　毎年整備しているさまざ
まな人権に関する教材の
中に、男女共同参画に関
する図書やビデオ等の視
聴覚資料を購入し、充実
を図っていく。

　研修ビデオ7本新刊30冊を
新規購入。これらの内、ＤＶＤ
では暴力･デートＤＶ・ジェン
ダーについて議論する場面
のある「あなたの偏見、わたし
の差別」、書籍では男女共生
教育の教材として「わたし出
会い発見ＰＡＲＴ８」などにより
充実を図った。また、教材目
録を関係機関に配布して積
極的な活用について啓発し
た。（女性問題に関する教材
貸出数　計16回）

　視聴覚教材目録の活用の
仕方について工夫する必要
がある。

　さまざまな人権に関する教材の中
に、男女共同参画に関する図書やビ
デオ等の視聴覚教材を購入し、充実
を図っていく。また、視聴覚教材目録
について、平成25年度より購入順に
列記していたものをテーマごとに変
え、利用者が活用しやすいものに変
更する。

人
権
教
育
室

(92130７)
女性・児
童セン
ター管理
運営

・男女共同参画に関する
様々な情報を整理分類し
施設利用者に提供する。
・男女共同参画・女性問
題等の図書を中心に、各
分野における多様なニー
ズにあった資料を充実。
・「本の企画展」、講座の
テーマにそった本の展示
をする。
・視聴覚教材として、多様
な生き方が学べるＤＶＤ等
の充実。
・他市施設の情報の分
類。

・男女共同参画関連や、利用
者のニーズに合わせてＤＶ・
チャレンジ支援等の図書の充
実を図った。
・企画展、フォーラム（ラスタ）・
講座のテーマにあった図書の
展示をする。
・アニメーション『パパ、ママを
ぶたないで』を「はじめて男女
共同参画講座（ＤＶ）で上映。
・本の企画展：「男女共同参
画週間、「女性に対する暴力
をなくす運動」等を実施
・他市男女参画関連施設の
情報を棚に分類。
・伊丹市連合婦人会の協力で
上映会を実施。
・ドキュメンタリー上映会：」ゆ
らりゆらゆら」「ダンシング・ウィ
ズ・ライブス」「外泊」等

・限られた予算を効果的に
使って、利用者のニーズを
取り入れた図書・資料の収
集。
・伊丹市・他施設の情報や
行政資料のファイリング、情
報相談に関連する資料が未
整備。
・女性交流サロンの利用に
おいて男性が少ない。図書
の貸出、上映会等で利用者
数増加を図りたい。

・引き続き、男女共同参画、女性問
題等の図書を充実する。
・不足している資料が目的にあえば
利用者の要望を取り入れる。
・24年度末に購入したDVD等視聴覚
資料を講座や上映会に有効的に活
用する。⇒8月に「ベアテのニッポン
だいすきアジア大好き！」を男女共
同参画基礎セミナーで利用。
・図書の貸し出し、上映会等に男性
の利用率を上げる。
・伊丹市の情報や行政資料のファイ
リング、情報相談に関連する資料の
収集・整理、男女共同参画に関する
パネル展を実施し、講座等参加者だ
けでなく、施設利用者に向けた啓発
を行う。

同
和
・
人
権
推
進
課

　幅広い視野に立ち、男
女共同参画に関する書籍
を収集する。

　平成24年度の男女共同参
画関連図書購入実績：冊数
205冊、金額334,191円

　収集した書籍を12月に展
示したが、短期間だったた
め閲覧者が少なかった。

　引き続き幅広い視野に立った男女
共同参画に関する書籍を収集する。
また、展示回数を2回（6月・12月）に
増やす。

図
書
館

【基本課題1】固定的な男女の役割分担にとらわれず、一人ひとりの人権を尊重する教育・啓発の推進
①市民への広報・啓発活動

1-1-1
広報紙、情報
紙、インター
ネッ ト 、テレ
ビ、ラジオな
ど様々な媒体
を活用し、本
計画の周知
や男女共同
参画への理
解を深める広
報・啓発を行
う

1-1-2
男女共同参
画に関する図
書や視聴覚
資料の充実
を図る
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(921112)
人権文化
市民講
座・啓発
事業
(921117)
地域に学
ぶ体験学
習支援事
業

　男女共同参画の視点を
入れた啓発事業を実施す
る。

　男性介護者の支援をしてい
るＮＰＯ法人スマイルウェイ代
表の西山良孝さんをお招き
し、男性が介護の現場で孤立
しがちな現状や、介護全体の
問題を男性の視点でも見つ
め直す必要性を訴えられた。

　特になし
　引き続き、男女共同参画の視点を
入れた啓発事業を実施する。

人
権
啓
発
セ
ン
タ
ー

(921104)
「伊丹市
人権教
育・啓発
推進に関
する基本
方針」の
推進

①「白書」の内容をあらゆ
る機会を通して啓発する。
②伊同教の広報紙である
「ひかり」に男女共生部会
での取り組みを掲載する。

　「白書の概要版」を作成し、
同和・人権推進課と連携を図
りながら、あらゆる機会に配布
するなど啓発に努めた。
　「ひかり」第40号において、
伊同教研究大会における男
女共生分科会の内容を掲載
した。

　今後も「白書」の内容が多
くの市民に届くよう啓発方法
を工夫していく必要がある。

　「白書」の内容をあらゆる機会を通
して啓発する。
　伊同教の広報紙である「ひかり」に
男女共生部会での取り組みを掲載
する。

人
権
教
育
室

1-2-4
地域や職場
などにおける
慣行のうち、
男女で活動
選択におい
て中立的でな
いものについ
て、広くその
見直しを呼び
かける

・男女共同参画推進委員
会で啓発紙を作成する。
・課長研修で「ジェン
ダー」を取り上げる。

・男女共同参画推進委員会
で、固定的性別役割分担意
識についての意見交換やア
ンケート調査を行い、啓発紙
「女と男のなぜ?！｣を作成し
た。
・課長研修「ジェンダーと職
場」を実施し、43人の参加が
あった。

・課長研修のアンケート結果
で19％が固定的性別役割
分担意識について「賛成」も
しくは「どちらかといえば賛
成」という結果があり、継続し
た啓発の必要性がわかっ
た。

・男女共同参画推進委員会を通じ
て、広く市民に発信する。
・啓発紙を様々な場面で活用し、固
定的性別役割分担意識の変革を働
きかける。
・課長級研修を継続する。

同
和
・
人
権
推
進
課

1-3-5
児童･生徒の
発達段階を
ふまえながら
体系的な性
教育の充実
を図るととも
に、授業参観
な ど を 通 じ
て、保護者へ
の啓発を行う

　学習指導要領に則った
カリキュラムを検討し、性
教育の充実を図る。授業
参観等を通して、保護者
への啓発を図る。

　性教育について、学習指導
要領に則り、児童生徒の発達
段階に沿った時期と内容を検
討し、推進した。命の尊厳の
理解を通して、自他を尊重し
合う態度を育成することに効
果があった。また、授業参観・
講演会などを実施することに
より、保護者、地域への啓発
活動も行った。

　引き続き、各校の実態を踏
まえたカリキュラムの」検討を
行い、教育的ニーズに応じ
た性教育の充実を図る。

　学習指導要領に則ったカリキュラム
を検討し、性教育の充実を図る。授
業参観等を通して、保護者・地域へ
の啓発を図る。

保
健
体
育
課

　「男女平等に関する表現
指針」に則った表現を努
める。

　広報紙などを作成する際に
は、表現やイラストなどに差別
表現がないか、といった視点
を持つようにしている。

　職員の異動もあるため、広
報課職員全員で「男女平等
に関する表現指針」に則っ
た記事・番組作成に努める。

　5月20日に実施する平成25年度の
PTA広報担当者向けの出前講座で
「刊行物等作成にあたっての男女平
等に関する表現指針」の一部を抜粋
し、男女平等に関する表現方法を説
明する。

広
報
課

 「指針」の見直しについて
資料の収集を行う。

・他市の資料等の収集を行っ
た。
・他課からの相談に応じた。

・改訂の課題整理までには
至らなかった。

・改訂に向けて課題を整理する。

同

和

・

人

権

推

進

課

(921111)
人権文化
市民講
座・啓発
事業

　人権を視点に入れたパ
ソコン教室を実施する。

　人権を視点に入れたパソコ
ン教室を実施した。

　特になし
　引き続き、人権を視点に入れたパ
ソコン教室を実施する。

人

権

啓

発

セ

ン
タ
ー

　学校において男女に関
わりなく、ＩＣＴ機器の活用
について学習する機会を
提供する。

　男女に関わりなく、各教科
等においてＩＣＴ機器の活用
について学習する機会を提
供した。

　ＩＣＴ機器の活用について
学習する機会の充実

　学校において引き続き、男女に関
わりなく、ＩＣＴ機器の活用について
学習する機会を提供する。

学
校
指
導
課

　児童・生徒のメディア・リ
テラシーを向上させるた
め、教員対象の研修会を
実施する。

　情報教育研修会等におい
て、新たなメディアとのつきあ
い方について教員等が児童
生徒に指導できるよう、研修を
実施した。それにより「ネットい
じめ」や「ネット依存」等の未
然防止につながるメディア･リ
テラシー向上に資する学習機
会を提供することにつながっ
た。

　ネット利用に係るトラブル
が複雑化する中、被害者に
も加害者にもならないメディ
ア・リテラシーを児童生徒に
指導できるよう、教員のスキ
ルを高めていく。

　各学期に実施するシステム管理担
当者会において、情報モラル指導に
関する研修を実施する。また、教職
員自身の情報セキュリティに対する
意識の向上をめざし、全教職員に対
しｅーラーニングを実施する。

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

1-4-7
学校教育や
生涯学習の
機会を通じ
て、メディア･
リテラシー向
上のための学
習・研修機会
を提供する

1-1-3
「伊丹市人権
教育・啓発推
進に関する基
本方針」に基
づき、男女の
人権の尊重
について教
育･啓発を行
う

1-4-6
市の行政文
書や広報番
組の放送は、
市の「男女平
等に関する表
現 指 針 」 に
則って行うよう
努 め る 。 ま
た、必要に応
じて同指針の
見直しを行う

②男女共同参画の視点に立った制度・慣行の見直し

③人権尊重の視点に立った性教育

④メディアにおける男女の人権の尊重
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(231105)
講座等生
涯学習活
動支援事
業

　パソコン相談室を継続実
施。パソコン操作等の相
談に市民が気軽に参加で
きる場を設ける。

　パソコン相談室を継続実
施。
・市民ボランティアスタッフが
パソコン操作についての疑問
にこたえる。気軽に参加でき
る相談窓口として、市民に好
評であった。年間22回実施。

　特になし。
　引き続き、パソコン相談室を実施
し、ICTの活用の促進を目指す。年
間22回実施予定。

公
民
館

(921307)
女性・児
童セン
ター管理
運営

　メディアの受け手である
市民が、情報に流され
ず、情報を主体的に読み
解っていく能力の向上を
支援する。

①まちづくり出前講座「ビデオ
で考えるジェンダーってなあ
に？」をリテラシー学習として
実施。
②情報活用講座、パソコンヘ
ルプデスクを継続して実施。
・情報相談における表現指針
の周知
・リテラシー関連資料の充実
・研究団体、活動団体との
ネットワークづくり

・情報活用講座・パソコンヘ
ルプデスクの講座は、熟年
世代のIT活用能力を高める
ために有用である。インター
ネットに直接つなぐ設備がな
いので講座内容に工夫がい
る。
・子どもの携帯・ネット環境を
考える学習機会の提供。

①メディアにおける様々な分野でのリ
テラシー学習の必要性があることから
25年度も引き続き講座を実施する予
定。
リテラシー講座等⇒「コマーシャルと
コミュニケーション」（4/25実施）
②継続していく事業等は、
・講座の実施：情報活用講座、パソコ
ンヘルプデスク、
・情報相談における表現指針の周知
・リテラシー関連資料（学校教育にお
ける図書等）の充実
・研究団体、活動団体とのネットワー
クづくり

同
和
・
人
権
推
進
課

(921101)
イ ン タ ー
ネット掲示
板モニタリ
ング

　市長部局と教育委員会
が協力してモニタリング研
修を行う。また、小学校教
員や保育士、幼稚園教諭
を対象とした研修を行い、
取り組みを充実させる。

　「伊丹市人権教育・啓発推
進に関する基本方針」に基づ
き、取り組みを推進する。
市職員を対象に月1回人権啓
発センターにおいてインター
ネット掲示板モニタリング研修
会を開催した。また、夏季休
業中に小・特別支援学校教
員を対象に研修会を開催し
た。

　小学校教員や保育士、幼
稚園教諭の研修会を計画し
ていたが、小・特別支援学
校教員を対象としたモニタリ
ング研修のみとなった。

　市長部局と教育委員会が協力して
モニタリング研修を行う。また、夏季
休業中に幼稚園教諭を対象とした研
修を行い、取り組みを充実させる。

人
権
教
育
室

①ﾒﾃﾞｨｱにおける性の表
現の実態に関する資料の
充実。
②性の話を子どもに伝
え、親子でいのちの大切
さを体験する。
③大人対象のｾｸｼｬﾚﾃｨｰ
に関する事業として講座
を実施する。
・情報相談に関するﾘﾃﾗ
ｼｰの周知。
・性に関するﾘﾃﾗｼｰ関連
資料の充実。
・研究団体・活動団体との
ﾈｯﾄﾜｰｸ作りに努める。
・「性の商品化」に繋がる
書き込みを把握する。

・伊丹市連合婦人会と協同保
育の共催で「いのちのおはな
し」を同じ内容で3回実施。
協同保育の親子だけでなく他
の3歳児親子の参加が前年度
より多くみられた。
・はじめての男女共同参画10
回ｼﾘｰｽﾞの中で「あかちゃん
はどこからくるの？に答える」
講座を実施し周知に努めた。

・性の話を親子ですることで
いのちの大切さを共有・確
認出来た。3歳児親子のﾀｲﾐ
ﾝｸﾞを逃すことなくもっと多く
の参加を出来るよう広報の
方法を検討したい。
・ﾒﾃﾞｨｱにおける性の商品化
に関する資料・情報を分類、
整理し閲覧の仕方を考え
る。

①ﾒﾃﾞｨｱにおける性の表現の実態に
関する資料の充実とともに、性の話を
子どもに伝えていくために大人対象
のｾｸｼｬﾘﾃｨｰに関する事業を25年度
も実施する予定である。
継続して実施していく事業等は、
・講座の実施（いのちのおはなし、あ
かちゃんはどこからくるの？等）
・情報相談におけるリテラシーの周知
・性に関するリテラシー関連資料の
充実
・研究団体、活動団体とのネットワー
クづくり
②「性の商品化」につながる書き込
みを、引き続き、把握に努める。

同
和
・
人
権
推
進
課

(213105)
青少年健
全育成・
環境浄化
事業
(213106)
青少年健
全育成関
係広報啓
発事業

・有害図書追放「白ポスト」
運動の推進
・有害環境総点検活動の
実施

・市内１６箇所に白ポストを設
置し、有害図書11,620冊回収
した。毎月の回収状況を少年
補導委員に報告し、協力を依
頼している。
・青少年を守り育てる県民スク
ラム運動に協力し、環境実態
調査を少年補導委員の協力
のもと11月～12月にかけて市
内全域で実施した。図書販類
売店、ビデオレンタル店、カラ
オケハウス、がん具取扱店、
インターネット・まんが喫茶、
携帯電話ショップを訪問し、
県の青少年愛護条例が遵守
されているかの確認、指導を
おこなった。

有害図書、ＤＶＤ等の回収
について、一定の成果を挙
げた。しかし、インターネット
経由の手立てがうてていな
いのが現状である。

インターネット関連情報に対する方
策を検討する。

少
年
愛
護
セ
ン
タ
ー

1-5-9
女性の権利
や男女共同
参画に関連
の深い法律
や制度につ
いて、啓発資
料の整備や
学習機会の
提供を行う

(921307)
女性・児
童セン
ター管理
運営

　男女共同参画につい
て、さまざまな視点から学
ぶ講座の中に法律・制度
を学ぶ機会を効果的に組
み込、法令の普及啓発を
図る。

　はじめての男女共同参画10
回シリーズの中で「わかりやす
い法律相談の受け方」の講座
を組み込み、開催周知に努
めた

　チラシの内容や広報の仕
方等を工夫することで、新た
な利用者層を開拓する。

・男女参画週間に、教育、啓発の推
進の一環として企画。
6月24日『女性の一生と法律』

同
和
・
人
権
推
進
課

⑤法律・制度への理解促進のための取り組み

1-4-8
インターネット
等様々なメ
ディアにおけ
る性の商品化
について、実
態の把握に
努め、防止に
向けた啓発を
行う
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1-5-10
女性のための
法律相談を
実施する。相
談弁護士は
男女共同参
画の視点を
踏まえて選定
する

(921306)
女性のた
めの法律
相談事業 　継続実施する。法テラス

等関係機関の紹介や連
携に努める。

　DV相談室とも連携し、72コ
マ実施を行った。法テラス等
関係機関の紹介なども実施し
た。

　限られたコマ数を有効に
活用する必要がある。

　継続実施する。法テラス等関係機
関の紹介や連携に努める。DV相談
室とも連携を続ける。

同
和
・
人
権
推
進
課
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2-1-1
「男女共生教
育基本方針」
に基づき、指
導方法の研
究や教材の
点検、作成な
ど に 取 り 組
み、男女共生
教育の推進
を図る

　道徳の時間や各教科等
において、男女共生教育
の視点に立った指導方法
の研究や教材の点検、作
成などに取り組み、男女
共生教育の推進を図る。

　男女共生教育の視点に
立った指導方法の研究や教
材の点検を行い、道徳の時間
や各教科等において男女共
生教育の推進を図った。

　道徳教育担当者会や各教
科担当者会等の充実

　道徳の時間や各教科等において、
男女共生教育の視点に立った指導
方法の研究や教材の点検、作成など
に取り組み、男女共生教育の推進を
図る。

学
校
指
導
課

2-1-2
「新保育の道
しるべ」に基
づき、男女平
等の保育を
推進する

(211214)
公立保育
所通常保
育事業
(211215)
私立保育
所通常保
育事業委
託等事業

・国の「保育所保育指針」
及び本市の「新保育の道
しるべ」に基づいた質の高
い保育の提供。
・公立保育所と公立幼稚
園の交流を通して保育の
質を高める。

・幼稚園及び私立保育所に
参加を呼びかけた実地指導
を実施し保育の質を高めあっ
た。
・保育士及び幼稚園教諭各２
名ずつ人事交流を行い、幼
保一体施設の運営等につい
て研究等を行った。
・上記に掲げる人事交流とは
別に、保育士と幼稚園教諭が
それぞれ幼稚園及び保育所
の体験実習を行った。
・男性保育士を採用した。

・質の高い保育の提供
・これまで培ってきた幼保の
文化を乗り越えた本市の特
色ある保育の実施

・保育の質を高める研修を効果的に
実施する。
保育士全体研修（２回程度）、新人・
２年目保育士研修（６月）、副所長・
リーダー研修（２回）、５年目以下の
保育士を対象に各園で実地指導（各
園２回）
・保育士及び幼稚園教諭の人事交
流（１年間）。
・上記交流とは別に幼保交流実習を
実施。
・男性保育士の採用に努める。

保
育
課

2-2-3
固定的な男
女の役割分
担にとらわれ
ず主体的に
進路の選択
ができるよう、
進路指導の
充実やキャリ
ア教育の推
進に努める

実態に即した進路学習
ノートの改訂を行うととも
に、効果的な活用法の研
究を行う。

進路学習ノートを通じて、生
徒たちが主体的に進路選択
ができるように改訂した。

　進路指導の充実
実態に即した進路学習ノートの改
訂を行うとともに、効果的な活用法の
研究を行う。

学
校
指
導
課

2-2-4
「トライ・やる
ウィーク」にお
ける活動事業
所の選択に
あたっては、
男女の固定
的な役割分
担にとらわれ
ず、生徒の主
体性を尊重し
た選択が行え
るよう留意す
る

　男女の固定的な役割分
担にとらわれず、生徒一
人ひとりの適性を考慮し、
見通しをもった事業所選
択が行えるよう計画的に
指導を行う。

　「トライ・やるウィーク」におけ
る活動事業所の選択にあたっ
ては、男女の固定的な役割分
担にとらわれず、生徒の主体
性を尊重した選択が行えるよ
う計画的に指導した。中学２
年生1,827人

　生徒一人ひとりの適性等
に応じた事業所選択の指導
の充実

　「トライ・やるウィーク」における活動
先事業所の選択にあたっては、男女
の固定的な役割分担にとらわれず、
生徒一人ひとりの適性を考慮し、見
通しをもった事業所選択が行えるよう
指導する。

学
校
指
導
課

2-2-5
高校におい
て、インター
ンシップなど
の取り組みに
より生徒の職
業意識を高
める

卒業生や職業人等によ
る講話、職業調べ学習や
発表会を実施し、インター
ンシップの効果を高めるよ
う努める。

希望者のみを対象に行い、
少数の生徒であるが職業生
活に必要な知識を得られた。

望ましい勤労観・職業観の
育成

卒業生や職業人等による講話、職
業調べ学習や発表会を実施し、夏休
みを利用するなど、インターンシップ
の効果を高めるよう努める。

学
校
指
導
課

2-3-6
子どもの自尊
感情の育成
や暴力によら
ないコミュニ
ケーション能
力の向上に
ついて取り組
む

　各教科等において、自
己肯定感の育成や人と人
とのふれあいを大切にし
たコミュニケーション能力
の育成を図る。

　各教科等において、自己肯
定感の育成や人と人とのふれ
あいを大切にしたコミュニケー
ション能力の育成を図った。

　よりよい人間関づくりに資
するコミュニケーション能力
の育成の充実

　各教科等において、自己肯定感の
育成や人と人とのふれあいを大切に
した暴力によらないコミュニケーショ
ン能力の育成を図る。

学
校
指
導
課

【基本課題2】男女平等を推進する学校教育などの充実
①学校・幼稚園・保育所での男女平等教育の推進

②男女平等の視点に立った進路指導・職業観教育

③子どもの自尊感情やコミュニケーション能力を高める教育
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(211214)
公立保育
所通常保
育事業
(211215)
私立保育
所通常保
育事業委
託等事業

　人権研修を実施し、研
修を通して人権意識を高
める。

・伊同教の全体研修及び就
学前部会の研修に参加した。
・人権全体研修「子どもの人
権・健全育成や子育て支援に
ついて」（講師：伊丹市人権教
育指導員鈴木隆一氏）を10月
31日に実施。

　男女共同参画をはじめと
する全ての人権意識の向
上。

・伊同教主催の研修会等に参加。
・人権に係る全体研修会の実施（11
月）。

保
育
課

(211608)
人権教育
研修会推
進事業

　講師を招聘した人権教
育研修会推進事業を実施
し、参加者が自分の人権
感覚を見直すと同時に、
学校園での今後の指導に
役立てる。

　人権教育研修会において、
兵庫教育大学大学院　新井
肇教授を講師として講演会を
実施した。教職員の人権感覚
を磨くことの重要性について
学んだ。また、初任者研修に
おいて、服務に関する研修を
実施し、職場における男女共
同参画についての研修をし
た。

　男女共生教育についての
実践的な研修を通して、学
校園での指導に役立てる。

　経年研修において、男女共生の視
点を交えた教職員対象の研修を継
続的に実施し、教職員の人権感覚を
磨く。

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

2-4-8
職務分担など
が男女の固
定的な役割
分担によらな
いよう働きか
けるとともに、
学校運営に
男女共同参
画の視点が
生かされるよ
う教職員の意
識改革を図る

・校園長会において校務
分掌に男女の区別や差が
ないように周知。
・各校園の校務分掌の決
定において、男女の性差
に関係なく適材適所に留
意した配置を行い、職場
をより活性化させるよう校
園長に指導。

・校園長会において校務分掌
に男女の区別や差がないよう
に周知した。また、各校園の
校務分掌の決定において、
男女の性差に関係なく適材
適所に留意した配置を行い、
職場をより活性化させるよう校
園長に指導した。

・各校園において、職員の
意識改革は進んできている
が、各々の実態や、業務遂
行の効率を考慮しながらも、
男女の性差に偏ることなく、
適材適所の配置に継続して
努めていく必要がある。

　各校園において、各々の実態や、
業務遂行の効率を考慮し、男女の性
差に偏ることなく、より適材適所の配
置が進むよう校園長会や所属長ヒア
リング等において指導していく。

職
員
課

(211214)
公立保育
所通常保
育事業
(211215)
私立保育
所通常保
育事業委
託等事業

　固定概念にとらわれない
保育の充実に努める。

・園だよりや掲示物の内容は
固定概念にとらわれない観点
での表現に努めた。
・日頃の保育や保護者とのや
りとりの中で男女平等意識を
知らせた。

特にありません。

・園だよりや掲示物の内容は固定概
念にとらわれない観点での表現に努
める。
・日頃の保育や保護者とのやりとりの
中で男女平等意識を知らせていく。

保
育
課

　男女共同参画の視点を
取りいれた活動の情報提
供

　PTA連合会で実施している
講義において、男女共同参
画の視点を取り入れるよう働
きかけ、広報セミナーにおい
て実施された。

　男女共同参画の視点を取
り入れた講義・活動等を継
続して行うよう情報提供をす
る。

　学校園だよりやホームページ等をと
おして、男女共生教育や男女共生
参画を推進する取り組みの状況を保
護者に知らせることにより、意識の啓
発に努める。

学
校
指
導
課

2-4-10
多くの保護者
が参加しやす
いPTA活動と
なるよう働き
かけるなど、Ｐ
ＴＡ活動に男
女共同参画
の視点が生
かされるよう
啓発する

(230608)
PTA関係
家庭教育
推進事業

　男女共同参画の視点を
取りいれた活動の情報提
供

　PTA連合会で実施している
講義において、男女共同参
画の視点を取り入れるよう働
きかけ、広報セミナーにおい
て実施された。

　男女共同参画の視点を取
り入れた講義・活動等を継
続して行うよう情報提供をす
る。

　広報セミナーにおいて男女共同参
画の視点から講義を行ってもらう等、
PTA活動においても配慮するよう情
報提供を行う。

社
会
教
育
課

3-1-1
世代を超えた
市民・地域ぐ
るみでの家庭
教育を支援
する

(213102)
家庭・子
ども支援
地域ネット
ワーク事
業（すこや
かネット事
業）

　家庭・ＰＴＡ・地域・学校
園等と行政が連携し、子
育てを行う協議会を支援
する。

　各ネットごとに「あいさつ一
声運動」「早寝・早起き・朝ご
はん運動」などの「共同実践
事業」及び地域における「交
流連携事業」を実施した。ま
た、「交流・連携事業」につい
ては、他のネットにも積極的に
参加を呼びかけた。

　交流連携事業の充実及び
ネット間の連携

　家庭・ＰＴＡ・地域・学校園等と行政
が連携し、子育てを行う協議会を支
援する。

家
庭
教
育
課

④教職員へのきめ細やかな研修の実施とPTA・保護者などへの啓発

2-4-9
学校園、保育
施設での男
女共生教育
や男女共同
参画を推進
する取り組み
の状況を、参
観や懇談会、
保護者だより
などを通じて
保護者に知ら
せ、意識の浸
透を図る

【基本課題3】男女共同参画を推進する生涯学習の充実
①男女共同参画の視点に立った家庭教育の推進

2-4-7
教職員や保
育士に対し
て、男女共生
教育や男女
共同参画に
ついての研
修や啓発を
実施するとと
もに、手法な
どを工夫し、
研修内容の
充実を図る
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3-1-2
男性の子育
て参加の促
進など、男女
共同参画の
視点に立った
家庭教育を
推進する

(212102)
草の根家
庭教育推
進事業

　すべての保護者に学習
機会を提供する。

　父親の子育て参加を促す内
容を取り入れた家庭教育パン
フレットを作成し、4カ月健診
時に保護者へ配布し、啓発を
図った。
・4ヶ月健診時･･･月2回、延べ
24回.参加者数1,881人家庭
教育ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ「子どもは社会
の宝です」の配布とビデオ「新
米ママ＆パパに贈るﾒｯｾｰｼﾞ」
上映。
・3歳児健診時･･･月2回、延
べ24回.参加者数1,899人「3
歳児からの家庭教育のしお
り」の配布。
・就学前･･･小学校1日入学時
参加者数3,842人（保護者の
児童）配布資料

　パンフレット内容の充実
　すべての保護者に学習機会を提供
する。

家
庭
教
育
課

(921307)
女性・児
童セン
ター管理
運営

　引き続き、市民・団体へ
の情報提供をし、講座受
講後のネットワークを更に
繋げていきたいと考える。

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ
・心理学を学んでみよう！
（価値観の違いを理解する事
で、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが楽になる方
法を学んだ）

単発講座より、連続講座の
方が、受講者同士のｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝがより取りやすかっ
た。
　次の講座に繋げていく内
容を検討する必要がある。

心理学を実践しよう！
7月3・10・17日(3回）決定
2月（3回）日時未定
　行動を起こすことで自信につなげ、
コミュニケーションの場を広げる

同
和
・
人
権
推
進
課

(220701)
生涯学習
センター
管理運営
事業
(220801)
北部学習
センター
管理運営
事業

　男女共同参画を視野に
いれた講座等の充実

　ラスタホール・きららホール
においては、幅広い年齢層や
男性向けの講座を企画実施
した。

　男女共同参画の視点を取
り入れた講座やイベントを継
続して行い、生涯学習施設
として多くの市民の方が利
用しやすい施設を目指す。

　生涯学習施設において、男女共同
参画の視点を取り入れた講座やイベ
ントを継続して行う。

社
会
教
育
課

(231103)
公民館事
業推進委
員会活動
事業
(231105)
講座等生
涯学習活
動支援事
業

　男女共同参画は公民館
の重点課題の1つでもあり
多様な目線で男女共同参
画をとらえた講座を実施
する。今年度は、男性の
家事・育児への参画を
テーマにする。

・市民講座「男の超かんたん
料理教室」を実施。
・市民講座「パパとキッズのプ
レイルーム」を実施。
・市民アカデミー「八重の桜だ
より～大河ドラマのウラ・オモ
テ～」を実施。

　講座終了後の男性同士の
交流やネットワークづくりを
働きかける必要がある。

　男性の家事・育児や地域への参加
を促進する講座の実施。特に、今年
度は市民講座「パパとキッズのプレイ
ルーム」を重点的に取り組み、パパ
同士のネットワークづくりを促す。

公
民
館

3-2-4
講座などの開
催時には一
時保育や介
護サービス、
手話通訳・要
約筆記サー
ビスを実施す
るなど、多く
の市民が参
加しやすいよ
う配慮を行う

(921307)
女性・児
童セン
ター管理
運営

　乳幼児のいる親等が参
加しやすい環境づくりを進
めるため、一時保育付講
座を増やす。
　介護サービス、手話サー
ビスに関しては、需要があ
れば都度対応出来るよう、
検討したい。

　一時保育の需要は沢山あっ
た。しかし、介護・手話サービ
スの需要は無かった。
　女性対象講座に対し、一時
保育を実施（16件　計56回）。
引き続き需要があれば検討し
ていきたい。

　介護・手話サービスの必要
のある人が受ける講座内容
で、検討する必要もある。

　一時保育の実施等多くの市民が参
加しやすい環境づくりを進める。

同
和
・
人
権
推
進
課

3-3-5
出前講座等
の活用を促
すなど、地域
における男女
共同参画に
ついての啓
発活動を推
進する

　男女共同参画推進委員
等を通して、地域での啓
発活動を推進する。

　伊丹市人権推進委員、女性
児童センター登録グループ、
伊同教企業部会などに出前
講座を実施。男女共同参画
推進委員にも出前講座の活
用を働きかけ、団体との協働
により男女共同参画研修会を
実施した。

　出前講座の要望はまだま
だ少なく、PRの必要がある。

　男女共同参画推進委員等を通し
て、地域での啓発活動を推進する。

同
和
・
人
権
推
進
課

3-2-3
男女共同参
画の拠点施
設や、社会教
育、生涯学習
施設におい
て、男女共同
参画の推進
に関する情報
提供や学習
機会を提供
する

③男女共同参画に関する地域における学習機会の提供

②男女共同参画の視点に立った社会教育の推進
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3-4-6
固定的な男
女の役割分
担にとらわれ
ず主体的に
職業等の選
択ができるよ
う、キャリア教
育の推進に
努める

(921307)
女性・児
童セン
ター管理
運営

・固定的な男女の役割分
担にとらわれず仕事と生
活の調和のある暮らしを
考えるイベント・講座の実
施。
・職業レファレンス、ハロー
ワーク情報等を有効活用
しながら、チャレンジ相談・
労働相談等に活用するな
ど連携を図りたい。

①「ぐるっと一日だんじょきょう
どうさんかく」
男女の固定的な役割分担を
見直す講座、「オンブ―ドと語
ろう～学校・地域・家庭では？
～」を同時開催、全館イベント
実施。
②「わたし流ワーク＆ライフ」
自分の生き方を見直し、ワー
クライフバランスを考え、キャリ
アライフプランを作成(3回講
座）。
③「なりたい自分をみつけよ
う！」
色々な働き方がある中で、物
の見方・考えかたを知り、自分
らしい生き方を見つける

①全館イベントとして実施し
ているが、定員があるので
講座・催物の数は多いが集
客が難しい。
②女性のためのチャレンジ
支援講座として実施した。男
性にも適していたが、講座
が3月末であったので参加し
にくい時期であった。

・「ぐるっと一日だんじょきょうどうさん
かく」（名称検討中）を10月20日実
施。
･なりたい自分をみつけよう！
（色々な働き方がある中で、物の見
方・考えカを知り、自分らしい生き方
を見つける）9月4・11日(2回)
・職業レファレンス、ハローワーク情
報等を有効活用しながら、チャレンジ
相談・労働相談等の活用、連携を図
りたい。

同
和
・
人
権
推
進
課

④多様な選択を可能にする「キャリア教育」の推進
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基本目標Ⅱ：男女が対等に働ける環境づくり 

【基本課題 4】雇用の場での男女の均等な機会と待遇の確保への取り組み 

【基本課題 5】男女の働く意欲を支え、多様かつ柔軟な働き方が選択できる条件の整備 

【基本課題 6】男女の仕事と育児・介護の両立のための雇用環境の整備 

 

【雇用の場での男女の均等な機会と待遇の確保への取り組み】 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★労働部門の男女共同参画推進委員が誕生する 

平成 24 年度から、男女共同参画推進委員会が設置され、労働部門の委員も入ることにな

りました。具体的には、伊丹商工会議所と伊丹市労働者福祉協議会からの推薦者です。推

進委員が、被雇用者の立場にたった男女雇用機会均等や待遇確保への取り組みが推進され

ることを、今後の活動として期待します。（同和・人権推進課） 

 

…あと一歩欲しいところ 

★チラシを置く以外の取り組みがない 

 実施事業には、チラシの作成の取り組み以外が見られません。その上、チラシを積極的

に配布している様子も読み取れません。積極的にこの取り組みをしているとは思えないの

が実情です。画一的なことではなく、実態から必要な取り組みを考え、計画・実施を望み

ます。（商工労働課） 

 

【男女の働く意欲を支え、多様かつ柔軟な働き方が選択できる条件の整備】 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★女性の自立に向けた試みがされていました 

商工会議所では、「女性創造塾」と女性の起業家の組織「伊丹企業家交流会ソレイユ」の

交流会が実施されました。また、女性・児童センターでは「女性のためのチャレンジ支援

講座」が行われています。女性の自立に繋げる試みは評価できます。しかし、実施に対す

る検証が行れていなかったことが残念です。効果や改善点を把握する必要があります。（商

工労働課・女性・児童センター） 

 

…あと一歩欲しいところ 

★まずは実態把握が必要です 

 男女の労働の実態把握がなされていません。問題を解決していく際には、まずは実態の

分析が必要です。労働調査の必要性を認識する必要があります。（商工労働課） 

-23-



 - 22 -

 

【男女の仕事と育児・介護の両立のための雇用環境の整備】 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★企業から推薦される男女共同参画推進委員が誕生する 

前述していますが、労働部門の男女共同参画推進員委員が、男女の仕事と育児・介護の

両立のための雇用環境の整備が推進されることを、今後の活動として期待します。 

 

…あと一歩欲しいところ 

★企業表彰の見直しの評価を検討 

 平成 22年から男女共同参画を推進している企業に対し表彰する取り組みをしていますが、

企業にとって、また市民にとってその効果の評価がなされていません。感覚的に企業にと

ってメリットがあるように思えないというところがあるようなので、「やりっぱなし」では

なく、評価し必要なら見直すことが必要です。（同和・人権推進課） 

 

基本目標Ⅱ
＜成果目標＞

項目 担当課 計画当初 H23年分報告 H24年分報告
成果目標
（H28年度）

「いたみ女性チャレンジひろば」年間利
用者数

同和・人権推進課 1,235人
(H22年度)

1,017人
（H23年度）

898人
(H24年度）

1,300人

女性・児童センター登録グループ数 同和・人権推進課
72グループ
(H22年度）

64グループ
(H23年度）

98グループ
(登録69+一般26)

(H24年度）
90グループ

若者就労支援事業参加者数（一般） 商工労働課
133人
(H22年度）

191人
(H23年度)

99人
H24年度

200人

保育所入所定員 保育課 2,230人 2,230人 2,250人 2,385人

児童くらぶ待機児童数 家庭教育課 0 0 0 0

ファミリーサポート男性会員数（協力会員・両方会員） 子育て支援課 39人
(H22年度)

38人
(H23年度)

36人
H24年度

64人

市民意識調査における「ワーク・ライ
フ・バランス」という語の認知度

同和・人権推進課 38.3%
(H22年度)

- － 50%
(次回調査時)  
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コラム ② 
「育児休業 3年は社会にとっての影響は？」 
 
 安倍政権が、育児休業法を 1年（夫婦ともがとれば 1年 2か月）から 3年に延長する
ことを伺わせています。育児休業期間が延長することは、男女共同参画の側面からどの

ような影響があるでしょうか。個人の場合、社会の場合に分けて考えてみましょう。 
 個人の影響としては、子どもにゆっくり関わることができる、希望する時期に保育

園に入園できるまで待てる、夫が育児休業を取得する機会が増えるなどの良き面が

あるかと思いますが、一方で、変化の激しい現代社会では 3 年もブランクがあって

は仕事が分りにくく、スムーズさに欠け、復帰が難しく、不利になる可能性も高い。

また、給与が出されなければ、家計が逼迫する。また、3年という数字が、3歳児神

話にとらわれやすくなり、現在の家事・育児の負担が母親により一層偏ることもあ

るでしょう。 

 社会的には、0、1、2、3歳児の保育所入所者数が減り、保育所不足が解消する、

夫が育児休業を取得する機会が増えて、ワークライフバランスが推進する、一度キ

ャリアを中断した層の雇用を保障できることがありますが、実質的なところは保育

所不足の解消だけかもしれません。一方で、女性の採用を控える企業が増えたり、

解雇、退職勧告が増加したりします。そのために労働人口が減少すると同時に、家

事・育児の負担が女性に偏っていきやすくなることが考えられます。また、先にと

った育児休業期間中に次子を妊娠し、長期間休業することもありますから、影響に一層

拍車をかけることになります。 

 実際に育児休業 3年が導入された折りには、思いもよらない影響が出てくるかもしれ
ません。それが個人にも社会にも幸せをもたらす影響であることを願わずにいられませ

ん。   
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基本目標Ⅱ　男女が対等に働ける環境づくり

施策内容 事業名 平成24年度の目標・プラン
H24年度に行った主な
取り組み及び成果

平成24年度の取組に
ついての課題

平成25年度の目標・プラン
所
属

4-1-1
労働基準法
や「男女雇用
機会均等法」
などについて
関係機関と連
携しながら、
事業主・労働
者双方へ周
知、啓発を行
い、雇用の場
の男女共同
参画を推進
する

広報紙を使った啓発を行
う。

10/1号　建設業退職金共済
制度、雇用調整助成金制度、
兵庫県最低賃金制度
11/15号　小規模企業共済制
度
2/1号　伊丹市中小企業共済
制度、改正育児・介護休業法
2/15号　パートタイム労働法
3/1号　障がい者法定雇用
率、高齢者雇用安定法

広報を媒体とした啓発に努
めたが、それに伴う効果が
測定できない。
より効果的な周知･啓発の
方法を検討･模索してみる
必要がある。

労働法関係の啓発を広報紙を用い
て行う。

商
工
労
働
課

4-1-2
労働相談を
活用して、女
性雇用のた
めの相談を行
うとともに、窓
口に周知に
努める

(324202）
労働相談
事業

チラシの設置

労働相談のチラシを作成し、
市内各施設に配置した。

平成24年6/15号広報に労働
相談の案内記事を掲載した。

広報紙掲載による労働相談
への相談件数には目立った
変化がなかった。

今年度もわかりやすいチラシを作成
し市内公共施設等に配置する。

商
工
労
働
課

　男女共同参画推進委員
等を通して、啓発の機会
を設ける。

　商工会議所を通じて表彰事
業所の推薦をいただき、事前
ヒアリングの際、PRを行った。

　より多くの事業所へ働きか
ける機会が必要。

　男女共同参画推進委員の委員を
増員し事業所への働きかけを行う。

同
和
・
人
権
推
進
課

広報紙等を用いた啓発の
実施

4-1-1のとおり 4-1-1のとおり 4-1-1のとおり

商
工
労
働
課

4-4-4
セクシュアル・
ハラスメントに
関する雇用
管理上の配
慮などについ
て関係機関と
連携 し な が
ら、事業主・
労働者双方
へ周知、啓発
を行い、雇用
の場の男女
共同参画を
推進する

チラシ等の配布、広報紙
への掲載

労働相談のチラシ作成時に
セクハラの相談も該当する旨
を明記した。

件数の中にはパワハラに該
当するものが数件あった。

同和･人権推進課と調整の上、さらに
啓発を行いたい。

商
工
労
働
課

4-4-5
出前講座の
活用などによ
り、事業所と
連携したセク
シュアル・ハ
ラスメン ト防
止、及び発生
してしまった
場合の対応
について情
報提供や啓
発を行う

　伊同教企業部会等への
働きかけを行う。

・伊同教企業部会では、DV
防止セミナーを実施。
・事業所表彰のヒアリングの
際、出前講座についてPRし
た。

・セクシュアル・ハラスメント
についての事業所からの出
前講座要望はなく、さらに
PRの必要性を感じた。

・男女共同参画推進委員会を通じ
て、事業所へのセクシュアル・ハラス
メント防止の研修等のよびかけを行
う。

同
和
・
人
権
推
進
課

【基本課題4】雇用の場での男女の均等な機会と待遇の確保への取り組み
①労働基本法、男女雇用機会均等法などの周知と定着
②雇用の場での男女平等を推進するための啓発

④雇用の場でのセクシャル・ハラスメント防止対策

③企業のポジティブ・アクションの取り組みの推進
4-3-3
ポジティブ・ア
クションの趣
旨などについ
て関係機関と
連携 し な が
ら、事業主・
労働者双方
へ周知、啓発
を行い、雇用
の場の男女
共同参画を
推進する
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(921311）
女性のた
めのチャ
レンジ支
援事業
(921307)
女性・児
童セン
ター管理
運営

・女性の職業意識や能力
の向上を図りながら、女性
の就業及び起業を支援す
る。
・女性の意欲と能力向上
を図るための講座の開
催。

（夢を実現した人をﾊﾟﾈﾗｰに
向かえｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰと一緒に
夢の考え方、実現の仕方を学
ぶ）
・ﾊﾟｿｺﾝｽｷﾙをGETして！(6
回)(ﾊﾟｿｺﾝのｽｷﾙに加えて自
分の目標を明確にしつつﾋﾞｼﾞ
ﾈｽﾏﾅｰを学び、ﾄｰﾀﾙ的な支
援が出来た）
・働くことと自分らしく生きるこ
とを考える機会を提供でき
た。

資格・技術UPに繋げること
が出来た。
又トータル的な社会参加す
るという意味での学習が出
来た。

･多様な働き方（ﾀｲﾄﾙ仮）
「働く」を形にした人の話を参考に、
起業や再就職を支援する。

同
和
・
人
権
推
進
課

(321102)
伊丹起業
家交流会 交流会の開催

女性の起業家で組織されて
いる「伊丹起業家交流会ソレ
イユ」と女性創業塾参加者と
の交流会を４回実施した。

参加者が少なかった。
女性創業塾卒業者フォローアップ交
流会を4月・7月・10月・1月の年4回
開催する。

商
工
労
働
課

5-1-1
働く女性のス
テップアップ
のための資格
や技術の習
得につながる
学習機会を
提供するとと
もに、起業講
座や起業相
談など起業支
援事業への
女性の参加
を促進する

（324101）
求職者就
労支援講
座（セミ
ナー・IT
講座）

セミナーを複数回企画と
し、ＩＴ講座はニーズの多
い中級に特化した。

左記の通り実施した。

過去に比べて受講者数の
大幅減となった。
ターゲットやニーズの動向
について再分析する必要が
ある。

受講者が受講しやすい時間帯、曜
日等を検討し、受講者数の増加を図
る。

商
工
労
働
課

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営

・多様な働き方を選択する
ときの法制度について講
座を実施。
・学習の機会、情報提供
を行っていく。

①在宅ﾜｰｸと内職の違いを理
解し、自分に出来る事の気づ
きが出来た
②労働問題等の専門講師に
労働法等についても語っても
らった。
③講座を通して多様な働き方
と自分らしく生きることを考え
る機会を提供出来た。
・仕事の探し方や今抱えてい
る不安や疑問を解消するきっ
かけとする事が出来た。
④女性弁護士による法律相
談を受けるための講座。

①在宅ﾜｰｸという働き方
（在宅ワークと内職の違いを
理解し、自分に出来る事の
気づきが出来た）
・法制度に関しては、パート
タイム・派遣労働法、多様な
働き方を講座の中で知った
が、きちんと時間をかけて取
り組めていない。

・多様な働き方を選択するときの法制
度について継続して学習の機会、情
報提供を行っていく。
・法律セミナー
「女性の一生と法律」6月24日実施予
定。

同
和
・
人
権
推
進
課

広報紙等による啓発を行
う

4-1-1のとおり
経営者や労働者にどのよう
に伝わっているかの効果測
定が出来ない。

手段や媒体の再検討を行い、関係
機関と連携し、より効果的な啓発に
努める。

商
工
労
働
課

5-3-5
ＮＰＯやワー
カーズ・コレク
ティブなどコ
ミュニティ・ビ
ジネスへの取
り組みについ
て情報提供
など支援を行
う

（911204）
市民まち
づくりプラ
ザ事業 団体がより円滑にコミュニ

ティビジネスに取り組める
よう、講座等を通じて支援
を行う。

ＮＰＯの設立運営相談が計６
６件あり、社会起業講座にも６
１名の参加者があった。

ＮＰＯ等は団体によって、規
模や経営状況がさまざまな
ため、多様なニーズに的確
に対応する必要がある。

まちづくり推進課とまちづくりプラザと
連携し、助言・資料提供を行う。

ま
ち
づ
く
り
推
進
課

5-4-6
農業分野に
おける家族経
営協定の啓
発と普及の促
進を図る

新たな締結には至らな
かったため、引き続き啓発
を行う。

新たな締結には至らなかっ
た。

家族経営協定締結のメリット
を周知すること。

パンフレット等を活用し、引き続き普
及・啓発を行っていく。

農
業
政
策
課

（321102）
商工会議
所補助事
業

共済ニュースを通じての
啓発を行う。

具体的な実施はなかった。
引き続き課題について分析
し実施に向けて検討する。

同左

商
工
労
働
課

研修会のさらなる効果的
な手法の導入の検討

農会長会で市民が作る男女
共同参画情報誌com-comを
配布。

一般農家までの情報伝達。
農会長会を通じて農家に啓発すると
ともに、効果的な手法を検討する。

農
業
政
策
課

【基本課題5】男女の働く意欲を支え、多様かつ柔軟な働き方が選択できる条件の整備
①昇進・昇格や職域の拡大など働く女性へのチャレンジ支援
②就労・再就職支援、起業支援など働きたい女性へのチャレンジ支援

5-4-7
自営業にお
ける家族事業
者や、農業団
体、商工関
係、経営者団
体などに、研
修会などの啓
発を行い、男
女共同参画
の推進を図る

5-1-1
働く女性のス
テップアップ
のための資格
や技術の習
得につながる
学習機会を
提供するとと
もに、起業講
座や起業相
談など起業支
援事業への
女性の参加
を促進する

5-3-4
パートタイム
労働法や派
遣労働、テレ
ワークなど多
様な働き方に
関する法制
度等につい
て周知、啓発
を行う

③多様な働き方に対応した条件の整備

④農業や商工業など自営業における女性の評価と、生活の場における男女共同参加
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5-4-8
実態調査など
を通して、男
女の労働の
実態把握に
努める

商工会議所等と連携し、
可能な調査、実態把握の
方法について見当してい
きたい。

未実施

調査のコストと比較し、調査
結果をどのように製作に活
かすかのPDCサイクル確立
が困難（市内の雇用環境に
限定した施策が困難）であ
るため、検討を要する。

同左

商
工
労
働
課

5-4-9
女性の経営
への参画や
起業活動の
推進を図るた
め、研修会等
を実施し活動
を支援する

（321103）
地域特性
に応じた
商業展開
の推進 企業支援事業への

女性参加の促進を図る。
なし 継続して研究検討する。 同左

商
工
労
働
課

5-5-10
社会生活を
営む上で、困
難を抱えた子
ども・若者に
対し、関係機
関と連携し、
切れ目のな
い支援を行う

（211503）
若者自立
支援相談

ハンドブックを活用した相
談窓口の案内。相談の実
態把握。

相談実態調査を6～11月に実
施。相談件数は17件であっ
た。

支援を必要とする方への情
報提供の方法。

困難を有する若者支援の研修会を
実施（7月18日）

こ
ど
も
若
者
企
画
課

6-1-1
多様な保育
サービスの充
実を図るた
め、保育所・
認定こども園
の整備を推
進するととも
に、待機児童
を解消し、保
育サービスの
充実に努める

（211203）
病後児保
育委託事
業
（211209）
公立保育
所延長保
育事業
（211210）
私立保育
所一時保
育事業費
補助事業
（211211）
私立保育
所延長保
育事業費
補助事業
（211212）
私立保育
所休日保
育事業費
補助事業
（211201）
認定こど
も園の運
営
（211216)
認定こど
も園の整
備

・民間の認可保育所の誘
致
・（仮称）神津認定こども園
の整備
・私立幼稚園の認定こども
園化の支援。

・「伊丹　森のほいくえん」の
開設支援（定員５０名・延長保
育・一時保育）
・「神津こども園」の建設及び
運営準備（定員２０名増）
・「(仮）認定こども園　いずみ
保育園」の開設支援（定員４５
名・延長保育）

保育所待機児童の解消
・民間認可保育所の誘致等
・子ども・子育て関連３法の施行（平
成２７年度）に向けて準備を進める。

保
育
課

6-1-2
事業者などに
対して企業内
保育所の設
置への働きか
けを行う

（211202）
民間活力
等のよる
保育所整
備

認可外保育施設の認可
保育所への移行に係る相
談に対応する。

認可外保育施設から認可保
育所の移行の相談に応じまし
たが移行はありません。

保育所待機児童の解消

・民間認可保育所の誘致等を優先し
て行う。
・認可外保育施設の認可保育所へ
の移行について相談に応じる。

保
育
課

6-1-3
開設場所、施
設・設備、指
導員の資質、
保育内容など
の改善に努
め、児童くら
ぶの充実を
図る

（211401）
児童くら
ぶ事業

延長保育の実施、指導員
の資質向上

①延長保育の実施
　17くらぶ中、15くらぶにおい
て、17時から18時の1時間、
延長保育を実施した。
②指導員研修
　保育指導の研修及び全体
研修（普通救命講習会、ﾈｲ
ﾁｬｰｹﾞｰﾑ、遊び、心のｹｱ、人
権など）を実施した。

指導員の資質の更なる向上
延長保育の実施、指導員の資質向
上、保育時間の拡充

家
庭
教
育
課

【基本課題6】男女の仕事と育児・介護の両立のための雇用環境の整備
①保育サービス・児童くらぶなどの充実

⑤困難を抱える若者への支援
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6-1-4
育 児 フ ァ ミ
リーサポート
センター事業
についてさら
に広報し、活
用を推進す
る。高齢者を
含む男性会
員の獲得に
努める

（212214）
育児ファミ
リーサ
ポートセン
ター事業

ファミリーサポートセンター
が主催する公開講座や交
流会などの事業参加者に
対して登録を促す。
育児ファミリーサポート便り
に会員の声を載せること
によりＰＲに努める。

・会員数は、2,270名と71名増
加した。
・協力会員宅での支援活動
時、家族が協力する場面があ
る。

年々登録者は増加傾向に
あるが、占める割合は低い。
今年度の依頼会員のニー
ズはなく、今後も動向に注
意し、周知に努める。

日曜、祝日の交流会・公開講座・イ
ベントなどで引き続き啓発を行う。

子
育
て
支
援
課

　男女共同参画事業所表
彰を通じて先進的な取組
みを紹介する。

　表彰事業所の取組みにつ
いて、広報伊丹、市民フォー
ラム、伊丹商工会議所会報
「商工ジャーナル」において
紹介した。

　さらなる周知・啓発の機会
が必要。

　男女共同参画推進委員を通じて、
様々な取り組みについての周知・啓
発に努める。

同
和
・
人
権
推
進
課

広報紙等を用いた啓発の
実施

4-1-1のとおり 4-1-1のとおり 4-1-1のとおり

商
工
労
働
課

6-3-6
男性にとって
の男女共同
参画の意義
や、生活自立
のための知
識・技術など
について、情
報提供や啓
発を行う

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営

・男性が参加しやすいﾃｰ
ﾏや時間帯を考慮した講
座の開催。・男性の社会
参加・自立支援を継続し
て実施する
・家事・育児・介護への参
画という男性にとっての新
たなﾁｬﾚﾝｼﾞを支援し家庭
生活の担い手として自立
出来るよう支援する。

男性の自立支援講座

男の料理講座
（だんじょきょうどうさんかくｲﾍﾞ
ﾝﾄに抱込む形で、集団でする
役割分担を知り、他の人達の
試食分も作るという経験の少
ない料理体験をしてもらった）

新しい分野への啓発とし
て、男性介護講座を25年度
実施予定である。

・男女共同参画意識の浸透と自立意
識の確立をめざした男性対象講座の
開催。
・男性の地域活動への参画支援や
日常生活自立支援につながる事業
の展開に努める。

同
和
・
人
権
推
進
課

（921308）
男女共同
参画推進
市民
フォーラム
事業

　男女共同参画推進委員
会等の活用。

　男女共同参画推進委員会
において、固定的な男女の役
割分担意識について話し合
い、啓発紙として作成した。

啓発紙の効果的な活用方
法を検討する。

　H25.5月自治会回覧（6320部）、パ
ネル化して展示。様々な行事や講座
で配布、使用するなど、固定的性別
役割分担意識の見直しのきっかけと
して活用する。

同
和
・
人
権
推
進
課

伊丹市次世代育成支援
行動計画「愛あいプラン」
後期計画について協議会
で進捗管理を行う。

進捗管理を行った。
既に事業を実施している所
属以外の事業実施所属の
増加。

進捗管理及び既に事業を実施して
いる所属以外にも事業に取り組んで
もらえるよう依頼していく。

こ

ど

も

若

者

企

画

課

6-3-8
男性に対する
心の健康を
視野に入れ
た情報の提
供や、自殺予
防等のための
相談を行う

事業の委託により、いつで
も相談できる体制の確保
に努める。

いたみ健康・医療相談ﾀﾞｲﾔﾙ
24の利用者の男女比は約1:4
ストレス・メンタルヘルスに関
する相談数は1,360件

ストレス・メンタルヘルスに関
する相談が増加傾向であ
る。今後の動向の確認と対
応方法の検討が必要な事
例が発生する可能性があ
る。

引き続き、いつでも相談できる体制
の確保に努める。

健
康
政
策
課

HPなどを利用した周知
HPなどを利用した周知を行っ
た。

HPなどを利用した周知に努
める必要がある。

HPなどを利用した周知を行ってい
く。

こ
ど
も
若
者
企
画
課

広報紙等を用いた啓発の
実施

4-1-1のとおり 4-1-1のとおり 4-1-1のとおり

商
工
労
働
課

6-4-10
女性の登用
や「仕事と生
活 の 調 和
（ワーク・ライ
フ ・ バ ラ ン
ス）」など、男
女共同参画
に積極的に
取り組む事業
所 を 取 り 上
げ、市民に広
報する

（212601）
男女共同
参画推進
事業所表
彰 　表彰事業所の一層の広

報を通じて、事業所のイ
メージアップを図り、あわ
せてワーク・ライフ・バラン
ス推進への事業所及び市
民への啓発に努める。

　第3回男女共同参画事業所
表彰を実施し、フジコー㈱、
エフアイエス㈱の2社を市民
フォーラムの会場にて、表彰
結果を広報伊丹、商工ジャー
ナルで紹介、パネル展等で広
報し、啓発に努めた。

　表彰事業所の具体的な取
り組みを、より広く啓発する
ことで他の事業所へも広げ
たい。

　引き続き事業所表彰を続け、パネ
ル展等の掲示において、より具体的
な取り組みを紹介する。

商
工
労
働
課

6-3-7
男性の仕事と
育児・介護等
家庭生活との
両立に関して
啓発を行う。
働き方の見直
しや固定的な
男女の役割
分担の見直し
を進める

6-2-5
「仕事と生活
の調和（ワー
ク・ライフ・バ
ランス）」や
「育児・介護
休業法」につ
いて労使双
方に周知、啓
発を行う

6-4-9
次世代育成
支援対策推
進法につい
て事業者に
周知し、同法
に基づく事業
主行動計画
の策定及び
公表を働きか
ける

③男性にとっての男女共同参画の推進

④起業における取り組みへの評価

②「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」に関する啓発
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6-4-11
入札資格審
査申請と同時
に各事業所
における男女
共同参画の
推進状況に
ついてのアン
ケートを実施
するとともに、
入札時の評
価方法につ
いて調査研
究をする

25、26年度の本登録の時
期においてアンケート調
査を実施した。

アンケート調査の結果、計18
社の回答があった。
（市内業者10社、無記名4社、
市外業者4社）

アンケート調査の実施につ
いて、実施日程を同和・人
権推進課と調整する必要が
ある。

平成26年度の入札参加申請は、一
年度のみの中間募集による登録とな
るため実施対象となっていない。

契
約
・
検
査
課
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基本目標Ⅲ：男女共同参画の理念に立った健康 

・福祉サービスの充実 

【基本課題７】生涯を通じた男女の心と体の健康づくり 

【基本課題８】高齢者・障がい者(児)、ひとり親の家庭などが孤立せず、安心して暮ら

せる環境の整備 

【基本課題９】安心して子どもを産み育てられる環境の整備 

 
【生涯を通じた男女の心と体の健康づくり】 
 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★中学校での沐浴体験を実施しました 

教師からの｢生徒の人とのコミュニケーション能力が気になる｣という声を反映させ、学生

に沐浴体験を行い、赤ちゃんのことを実感してもらうことで生命の大切さや自尊感情の大切

さを学ぶ機会を提供しました。学生にとって、自分が生まれた時はどうだったのか、自分も

こんな風に育ててもらったと感じることは貴重な体験となりました。このように、必要な

ところに必要な時期を逃さぬよう出前講座としてでも積極的に広げてほしいです。(健康政

策課) 

★小学校の保護者や高校生に対し、出前講座などを積極的に行いました 

多忙な業務の合間に、小学校の保護者には｢思春期における心身の変化と接し方｣について、

高校生には性に対する正しい知識などを学ぶ講義を多く行われています。これは、自分と相

手を大切にする行動について考えてもらう場となっています。また、いずれも講座終了後も、

今後の講座内容を充実させようとアンケートを取るなど、積極的に取り組まれています。(伊

丹病院) 

★伊丹病院外来の女性トイレにＤＶ相談カードを設置しました 

男女共同参画の理念の一つである、一人ひとりが自分らしく生きていくためにはＤＶ問題

は社会全体で考えていく問題ととらえ、女性トイレにＤＶ相談カードを設置。ＤＶ相談につ

ながりました。また、職員がＤＶ防止セミナーへ参加され同和・人権推進課にリーフレット

を追加請求されるなど研修後も積極的でありました。 (伊丹病院) 

 

…あと一歩欲しいところ 

★｢30 代の健診｣に保育ボランティアがいることを広報に掲載してほしい！ 

｢30 代の健診｣には、一時保育がついていないため保育ボランティアについて広報に掲載

されていません。実際はお子さんがぐずった時などはボランティアさんが見守ってくれるの

ですが、掲載されていないと、子どものいる親は子連れでは迷惑をかけるかもと躊躇しせっ
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かくの機会を逸してしまいます。育児をする親の健康を保っていくためにも保育ボランティ

アがいることを広報する必要があります。(健康政策課) 

★産後うつに関しての早期発見支援を図るための体制づくりを！ 

産後うつは産後すぐの病院にいる間で発症するわけではありません。産後うつの相談窓口

は市民に十分周知されておらず、住民から問い合わせがあれば対処という形です。また、産

後の母親に対してのスクリーニングも行われていません。産後うつになってからではなく、

ならないための予防としてスクリーニングは必要です。新生児訪問をする民生委員児童委員

に対して産後うつの研修がされていなければ、うつの話にもならないし、うつに気づかない

のではないでしょうか？ 

相談窓口を市民に知らせること、母親に対してのスクリーニング、産後うつの研修をはじ

め、早期発見につなげるためには、関係機関がどう連携するのかも重要です。 

(健康政策課・子育て支援課・伊丹病院) 

 
【高齢者・障がい者(児)、ひとり親の家庭などが孤立せず、安心して暮らせる

環境の整備】 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★事業への男女の参加数を意識して、参加者に男女の偏りがないかを把握しました 

家族介護に関する事業としての介護教室、介護者リフレッシュ事業など、参加している男

女に偏りが出てないかを把握するのに、男女の参加数を意識するようにした点が評価されま

す。｢介護は両性共に担う｣という認識が深めていけるように男女に偏りが出ないような事業

展開を望みます。(地域・高年福祉課) 

 
…あと一歩欲しいところ 

★婦人共励会の事業の市民へのＰＲを考えてほしい！ 

婦人共励会の事業は、ひとり親世帯の福祉増進や相互交流、情報交換などでの孤立感軽減

の一助としています。会員数は減少しており、認知度の低さもあって活力を失いつつありま

す。 

しかし、参加人数が少なくても｢同じ立場で共感し合うことができる事業｣ならば有効な会

です。市民へのＰＲを関係課同士での横の連携などで引き続き努力していただきたいです。

(地域・高年福祉課、こども福祉課、子育て支援課) 

★介護者(特に男性介護者)が孤立しないような仕組みづくりとして予防的なものを考えて

ほしい！ 

｢高齢者の実態調査事業｣では、民生委員の方が調査協力し、支援が必要な方を察知したあ

と対象者を介護支援センターへ繋いでいます。しかし、実際は介護者(特に男性)はどうにも

ならなくて来られる方が多いとのこと。相談に行ける人はいいが、「こんなこと聞いてもい
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いのか」と相談へのハードルは高いです。大きな事故が起こる前に、予防的に介護者の健康

をスクリーニングし、関係部署やヘルパーさんなども連携し、介護者が孤立しないための仕

組みを作ってほしいです。 

また、伊丹市には家族介護者の当事者の会が 4つあります。仲間との交流の場は、介護者

の心の負担の軽減につながっています。他にも家族介護者の負担軽減と健康管理の支援に努

める施策での取り組みとして、障がい者福祉センターでの家族介護教室やリフレッシュ事業

も実施しています。せっかくされている事業を、多くの市民が周知できるように市内の病院

などにポスターを掲示するなど、さらなるＰＲを望みます。 (介護者に関係する課全般) 

 
【安心して子どもを産み育てられる環境の整備】 
 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★保育所での食育体験教室を関西スーパーとの官民協働で行いました 

関西スーパーの近くの保育所に派遣された栄養士さんが保育士さんと協力して、子どもが

スーパーに実際に行ってお買いものゲームなどをした事業です。｢子どもの健全育成のため

食育について様々な機会を通じて啓発を行う｣(施策番号 9－3－6)を実行されていた一つの

例だと思います。残念なのは、事業後の評価をされていないことです。事業はやりっぱなし

ではなく自己評価によってより良いものを次につなげていってほしいです。(健康政策課) 

★子どもの教育相談は、来所相談へ迅速に繋ぐ工夫をしました。 

子どもの教育相談は、市役所横の総合教育センターで行われています。電話で来所相談の

日程調整をしたあとすぐ来所相談ができるように、迅速な対応の工夫がされていました。た

だし教育センターと保護者をつないでくれる最初の窓口は学校ですが、それを知らない保護

者が多いです。これは、保護者と担任が密に相談し合うことができているというのが前提と

なります。他の事業内容も含み一部の保護者だけではなく、全保護者に対してセンターで行

われている相談事業が伝わるような工夫が必要です。担任には言えないと思っていて利用で

きない人もいるかもしれません。事業の一つとして、メンタルフレンドによる家庭訪問（※

心理学を学んだ大学生等を派遣する事業）が実施されています。(コラム③参照)これは、引

きこもり傾向にある不登校の子どもに対し、学校への復帰をめざし、子どもが社会とつなが

ることができるような働きかけをしています。 (総合教育センター) 

★男性への子育て技能の知識を教えています。 

子育て支援の施設である｢むっくむっくルーム｣への男性の利用者は土曜日に多く、延べ 

９１７人利用がありました。子どもと来所した男性に対し、育児技能の知識（おむつ替えや

水分補給についてなど）を、その人に合わせたものを教えていることは、男女が共に子育

てに関する知識や技能を得る機会や場を提供すると共に、男性の子育てへの参画を促すよ

う工夫するという施策につながるため今後も期待いたします。｢男性の子育てへの参画が推

進されているか｣の一つの指標として、今後も男性のむっくの利用数や講座等の参加数を引
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き続き調査し、｢両性での子育て｣の手助けとなる支援を担ってほしいです。(子育て支援課) 

 
…あと一歩欲しいところ 

★家庭の影響で貧困問題を抱えた、思春期・学童期にある子どもたちへの悪の循環を断ち

切るアプローチへの支援を考えてほしい！！ 

子どもの高校への進学率は、経済状況や生活環境に影響されます。高校の進学と就労は大

きな関連があり、仕事につけないことにより貧困につながりやすく、非社会的行動を起こす

ことも考えられます。親からの子への悪の循環をどこかで断ち切ることが重要です。子ども

の問題ではなく、社会全体の問題です。そのための支援を関連各課が知恵を出し合って連携

していくことを望みます。(子どもに関連する関係課全般) 

 

基本目標Ⅲ
＜成果目標＞

項目 担当課 計画当初 H23年分報告 H24年分報告
成果目標
（H28年度）

子宮頸がん検診・乳がん検診の受診率 健康政策課
子宮頸がん
23.4%

乳がん　25.1%

子宮頸がん
18.7%

乳がん　25.1%

子宮頸がん 3.8%
乳がん　16.8%

各検診とも
50%

妊娠28週以降での妊娠届け者数 健康政策課 6件 14件
(H23年度)

10件
（H24年度）

5件

母子・父子家庭相談件数 こども福祉課 658件 685件
(H23年度)

578件 700件

保育所の園庭開放参加者数及び育児相談
者数

保育課 5,300人 4,545人
(H23年度)

5,131人 5,300人

地域子育て支援拠点事業等男性参加者数 子育て支援課
1,024人
(H22年度)

1,174人
(H23年度)

1,029人
1,548人
(H28年度)

食生活バランスアップ教室事業参加者数 健康政策課 708人
166人
(H23年度)

365人
（H24年度）

1,500人

小学校低学年対象に「給食に関する指導」
及び「食に関する指導」を実施したクラス数
（小学１,２年生対象）

保健体育課
244クラス
(H22年度)

120クラス
(H23年度)

118クラス
(H24年度)

240クラス

阪神北広域こども急病センター受診者数 地域医療推進課 27,535人
31,805人
(H23年度)

27,409人 *28,000人

*→28,000人（平成２５年度～平成２９年度事業計画による 
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 コラム③｢メンタルフレンドについて｣～ひきこもり児童を社会につなぐ～ 

 
伊丹市の総合教育センターの事業の一つに、｢メンタルフレンド｣の派遣があります。

平成 10年 4月 1日より始まり 15年目となります。 
家庭に引きこもりがちな児童生徒を対象に、年齢の近い｢兄・姉｣的存在のメンタルフ

レンド(心理学専攻の大学生や大学院生)を家庭に派遣します。ふれあいを通し児童生徒
の自主性や社会性を育て、学校への復帰の意欲を芽生えさえるとともに、自立の援助を

するものです。メンタルフレンドの現在の登録数は 8名です。 
派遣希望される場合、まずは学校に相談となります。その後学校と総合教育センター

とで協議し、派遣が適切であると判断した場合に学校が申請書を総合教育センターに提

出し、メンタルフレンドの派遣が行われます。これによって家にひきこもり傾向にあっ

た子どもが、メンタルフレンドと近くの公園に遊びに出かけることができるようになっ

た、また、放課後登校や授業時間に一部教室へ入ることができるようになったケースも

あります。 
自分よりもちょっとお兄さん、お姉さんからサポートしてもらうのは、大人から言わ

れるのとはまた少し違うと思います。児童生徒と同じ目の高さで接し、心に寄り添って

会話をしてくれる、このような素晴らしい事業ですが一般市民にはあまり知られていま

せん。 
その子がその子らしく、のびのびと生きていくために、ぜひ多くの児童が活用できる

ことを願います。 
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基本目標Ⅲ　男女共同参画の理念に立った健康・福祉サービスの充実

施策内容 事業名 平成24年度の目標・プラン
H24年度に行った主な
取り組み及び成果

平成24年度の取組に
ついての課題

平成25年度の目標・プラン
所
属

昨年度と同様、小学校３
校で実施。

小学校3校で講演会「たばこ
が健康に及ぼす影響につい
て」を実施。3校で計407人が
参加。
中学校での赤ちゃんの沐浴
体験を実施

昨年度は3校で724人であ
り、参加者数に開きがある。
各校が対象者を決めている
ためではあるが、過去に実
施した学校の参加対象者の
例を情報提供する等、有効
に活用することを検討する
余地がある。

引き続き、3校で実施。実施校との調
整段階で対象者の拡大の可能性を
探る。

健
康
政
策
課

保健室の相談体制の充
実。保健体育科の授業を
通して、自己肯定感、自
尊感情を養う。

児童生徒の心や体の健康問
題等の変化とともに保健室へ
の期待が高まっていることか
ら、保健室の相談活動の充実
を推進した。思春期の心と体
の変化に対する正しい知識
を、保健体育科の授業等を通
して身につけさせ、人を思い
やり、また、自をも大切にする
強化を図ることができた。

保健室への来校理由の背
景にある心に関する問題を
把握する中で、保健学習や
保健指導の視点から心身の
健康問題の多様化への対
応を図る必要がある。

保健室の相談体制の充実。保健体
育科の授業を通して、自己肯定感、
自尊感情を養う。

保
健
体
育
課

出前講座について、継続
した取り組みを行う。

・高校生については性に対す
る正しい知識とその結果につ
いて”命”を含め自分と相手を
大切にする行動について考
えててもらう場として実施。
（内容①市内学校からの教育
の要請②出前講座）平成24
年度5件　内容「思春期を迎
えるための心と体の準備」等。
・小学校の保護者について
は、思春期における心と体の
変化と接し方などについて講
座を行った
出前講座は、希望日に応じ随
時実施している。

命の大切さから自分を大切
に出来る自尊感情を高め、
他人も大切な存在として認
識できるよう、現状の把握も
含めた教育現場との連携と
継続性

・対象と相手のニーズに応じた情報
提供を行う。
・申込者との細かな打ち合わせを行
う。
・受講者にアンケートを取り、改善に
つなげる。

伊
丹
病
院

(211501)
青少年問
題相談事
業

学校および相談機関と連
携を密にし、個々に応じた
相談活動を充実する。

・青少年への共感的な理解を
基盤として、電話相談134件、
来所相談　7件、合同教育相
談　2件、進路相談142件(相
談3件、情報139件) を実施し
た。
・なやみの電話相談では、匿
名で受けるため、相談者から
はさまざまな悩みを聞くことが
でき、内容によっては市や県
の専門機関につないでいる。

思春期の心理を踏まえた相
談活動を行う必要がある。

思春期の心理の諸相などについて
研修する。

少
年
愛
護
セ
ン
タ
ー

（121105）
骨密度測
定事業

①骨密度測定会およびマ
タニティクラス、30歳代の
健診、地区健康展、健康
フェア（希望者）に対する
骨密度測定を実施。
②乳がん検診、子宮がん
検診の実施。がん検診推
進事業の対象者に無料
クーポン券を送付。
③前立腺がん検診を実
施。

①骨密度測定会およびマタニ
ティクラス、30歳代の健診（受
診者1,035人、男女比約
1:4）、地区健康展、健康フェ
アで骨密度測定を実施。
②乳がん検診、子宮がん検
診の実施。対象者に無料クー
ポン券を送付。
③前立腺がん検診を実施。
②・③の周知をあらゆる機会
に実施。

可能な限り、検診や測定会
等の周知に努めているが、
検診受診率の向上につなが
らないことが課題である。
・「30代の健診」に保育ボラ
ンティアがいることを広報し、
育児をする親の受診機会を
増やす。

①、②、③を引き続き実施するととも
に、周知の方法としてSNS（ソーシャ
ル・ネットワーク・サービス）等の新た
な媒体の利用を検討する。

健
康
政
策
課

女性のライフサイクルの中
で起こりうる更年期をいか
に楽しく過ごしていくかな
ど、助産師がアドバイスす
る出前講座を実施。また
外来で不定愁訴を訴える
方には、自己チェック表を
渡し、医師の診断につな
がるなどしている。

女性のライフサイクルの中で
起こりうる更年期をいかに楽し
く過ごしていくかなど、助産師
がアドバイスする出前講座を
実施。
また外来で不定愁訴を訴える
方には、自己チェック表を渡
し、医師の診断につなげるな
どしている。

・外来受診者には、看護師
が聞き取りや相談に応じて
いる
・広報を積極的に行う

・病院ホームページ、外来でのポス
ター掲示など積極的な周知を行う。

伊
丹
病
院

7-1-3
性差に応じた
適切な医療
の推進に努
める

各診療科へ女性外来中止後
の役割について充実させるよ
う働きかけた。

医師により性差医療に対し
ての認識の違いがある。

性差医療について研修を通じて充
実を図る。

伊
丹
病
院

【基本課題7】生涯を通じた男女の心と体の健康づくり
①年代や性差に応じた生涯にわたる健康の保持増進

7-1-1
思春期の心と
体について、
自分自身を
大切にし、相
手の心身の
健康にも思い
やりを持つこ
とを基本に、
教育・啓発や
相談を行う

7-1-2
更年期・高齢
期における健
康情報や学
習機会の提
供を行うととも
に、検診や保
健事業の実
施にあたって
は、パートタイ
マー、自営業
者や乳幼児・
介護者を抱え
る女性の受
診、参加機会
の充実に努
める
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7-1-4
保 育付 き ス
ポーツ教室の
実施など、男
女共同参画
の視点に配
慮した健康・
スポーツ活動
を推進する

昨年度の利用状況を鑑
み、託児を火・水・木曜日
の週3日に限定したもの
の、託児対象年齢を「4月
2日時点で2歳」から「2歳
のお誕生日を迎えたら」に
変更することで、サービス
の低下につながらないよう
留意した。

教室受講生以外の施設利用
者でも、託児の利用が可能な
ことが周知徹底されていな
かった。そのため、今年度より
施設内へのポスター貼付等
による案内を実施し、利用者
の増加を図った。

託児利用の予約は2日前ま
で可能だが、利用料の入金
は当日のため、利用当日に
キャンセルの申し出があっ
た場合、保育士等の有資格
者を配置しているにもかか
わらず、料金をいただくこと
ができない状況にある。

平成24年度はポスター貼付等によ
り、少数であるが施設利用者の託児
の実績があった。次年度は教室事業
受講者は勿論のこと、施設利用者に
対しても積極的に託児の案内を実施
していく。

伊
丹
ス
ポ
ー

ツ
セ
ン
タ
ー

昨年度と同様に取り組
む。

これまでと同様、電話や面接
による相談時等、妊娠・出産
に関する女性自身の心身を
重んじるリプロダクティブ・ヘ
ルス／ライツの概念を基に対
応している。

妊娠初期の係わりとして、母
子手帳の交付時を有効に活
用することを検討する必要
がある。

今後も継続した対応を実施するととも
に、妊娠届出の分析を行う。

健
康
政
策
課

出前講座について、継続
した取り組みを行う。

出前講座などの機会に、特に
高校生や出産を控えたお母
さんに対してリプロダクティブ・
ヘルス／ライツを踏まえた講
義を行った。

・講座内容の充実

・緊急避妊、STD、子宮頸癌に妊孕
力（女性が子どもを産む能力）などを
講座の内容に取り入れる。
・妊娠した子が必ずしも元気な子で
はない事例についてなど、新たな視
点を講座内容に取り入れる。

伊
丹
病
院

マタニティ
クラス 昨年度と同様、参加者を

妊婦の他、パートナーや
祖父母にも対応して実
施。

参加者はのべ410人（妊婦
79.2%、パートナー18.8%、祖
父母2.0%）。参加者数が若干
減少している。

病院・参院等の実施内容と
は違うものであり、妊婦や家
族のニーズにあったものを
実施することが必要であるた
め、アンケート等を参考に、
適宜見直す余地がある。

引き続き実施するとともに、上記の分
析と併せた検討を行う。

健
康
政
策
課

妊娠期クラスなどの継続し
た実施。

妊娠期クラスへの参加や健診
時のエコーを同席して見れる
様声かけを行う。希望者には
立会い分娩や出産後ベビー
と共に過ごす時間を拡大し、
母性父性への介入を行う。
DVについては伊丹市DV相
談等の窓口紹介や外来での
相談で対応する。

妊娠期クラスは、どの回でも
夫が参加出来るが、姉妹の
参加など夫以外でも希望が
あれば参加して頂いてい
る。
DVについては外来の女性ト
イレにカードを設置した

妊婦とその家族に向けた「助産婦た
より」を計画、ホームページ、外来に
て配布予定

伊
丹
病
院

昨年度と同様、専門相談
や治療費助成の案内チラ
シを設置。

昨年度と同様、専門相談や治
療費助成の案内チラシを設
置。

最近、不妊治療がメディア
で取り上げられることが増え
ている。初産年齢の上昇傾
向もあり、今後も情報の発信
は必要である。

今後も継続して実施する。

健
康
政
策
課

適切な情報提供に努め
る。

ホルモン治療やHSGなどの一
般的不妊症への外来対応を
行い、IVF-ET(体外受精－胚
移植）等の高度医療へのつな
ぎをしている。

不妊治療は、土日も含めた
対応が求められるため、当
院で拡大していくことが難し
い。

他院の紹介なども含め、希望者への
適切な情報提供を今後も継続して
行っていく。

伊
丹
病
院

昨年度と同様、①母子手
帳交付時にマタニティ
マークキーホルダーの配
布、②妊婦健康診査費助
成、③乳幼児期の家庭を
対象とした助産師・保健師
の訪問活動を実施。

昨年度と同様に実施。
②については、上限14回、９
万８千円を維持。

②国の補助制度が平成24
年度で終了となるが、今後も
母体保護の向上のため、制
度継続の必要がある。

今後も引き続き実施する。

健
康
政
策
課

（212209）
子育て
コーディ
ネート事
業

講座やむっくむっくルーム
など参加時及び電話相談
を行なっている。

相談件数は、増加している。
潜在的な相談を受ける体制
を考える必要がある。

・産後うつなどの研修を取り入れるこ
との検討。
・妊娠期対象の講座を検討する。

子
育
て
支
援
課

保健センターなど各種機
関との連携の強化。

・妊娠期より保健指導で関わ
り、社会心理面で気になる妊
産婦には支援者など支援体
制の確保や介入を行い医
師、保健センターとの連携を
とっている。
・北阪神の保健所主催の医
療者の情報交換と学習会に、
産婦人科医師と病棟師長が
参加。

グレーゾーンへの介入と治
療段階におけるMSW、産婦
人科医師、精神科医師の連
携など対策が必要。MSWと
保健師のみではなく治療的
側面から医師も巻き込んだ
検討会の開催が必要であ
る。

医師も巻き込んだ検討会の開催に
ついての検討。

伊
丹
病
院

②妊娠や出産などに関する女性の主体的な意思決定に関する啓発

③母体保護の向上、母子保健の充実

7-2-5
妊娠・出産な
ど、女性の生
涯にわたる健
康を支援する
ための情報
提供や啓発
はリプロダク
ティブ・ヘル
ス／ライツ（性
と 生殖の健
康･権利）の
視点に立って
行う

7-2-6
妊娠・出産期
の女性や胎
児、乳幼児の
健康につい
て理解を深め
るため、家族
を巻き込んだ
保健事業を
行う

7-2-7
医療機関と協
力しながら、
不妊に関する
専門相談機
関や県が実
施する治療
費助成事業
について広く
情報提供す
る

7-3-8
妊娠・出産期

の母体保護
の向上、母子
保健の充実
を図る。併せ
て、産後うつ
に対する早期
発見支援を
図るための体
制づくりを行う
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昨年度と同様に取り組
む。

これまでと同様、ポスターの掲
示や案内の配布等を実施。

HIVは依然として感染者の
増加が見られているため、
今後も継続した情報発信が
必要である。

今後も引き続き実施する。

健
康
政
策
課

（222311）
学校保健
指導助言
事務

保健体育科の中で小学校
高学年から中学生に、正
しい知識や情報を伝え、
感染の予防と感染者への
差別偏見をなくすよう指導
する。正確な情報を得るこ
との重要性と、差別や偏
見をせず、人権を大切に
する教育を推進する。

いたずらな不安や偏見を払拭
することを目的とする教育を
推進することで、人間尊重の
精神に基づく教育の一層の
充実を図ることができた。ま
た、「HIV検査普及週間」を利
用し、啓発を図った。

最新情報の収集と発信に努
める。

保健体育科の授業を通して感染症
等に関する正しい知識や情報を与え
ることで、いたずらな不安や偏見を払
拭することを目的とする教育を推進
することで、人間尊重の精神に基づ
く教育の一層の充実を図る。

保
健
体
育
課

昨年度と同様、①小学校3
校での講演会、②禁煙に
関する啓発と禁煙相談の
実施、③イベント等でのス
モーカーライザー（呼気中
二酸化炭素値）の測定を
実施する。

②について、平成24年度の
禁煙相談件数は３件。
胃がん肺がん検診では喫煙
者に対して啓発を行った。
広報等で毎月２２日は禁煙の
日（スワンスワンの日）として啓
発。
窓口に禁煙を促すチラシを設
置。

禁煙については、医療保険
が適用される薬剤の増加等
もあり、取り組みを考える市
民は増加すると考えられる。

引き続き、講演会やイベント等で情
報発信をしていく。

健
康
政
策
課

(222311)
学校保健
指導助言
事務 各関係機関と連携し、防

煙教育を実施。また、保健
体育科の授業の中で、薬
物乱用防止や飲酒防止な
ど、小・中学生に正しい知
識、情報を伝える。保健担
当者会で実践交流等を行
う。

市健康福祉部や県健康福祉
事務所と連携し、防煙教育を
実施した。また、保健体育科
の授業をの中で、薬物乱用防
止や飲酒防止など、小学校
高学年から中学校において、
児童生徒へ正しい知識、情報
を伝えた。さらに、保健担当
者会で実践交流等を行うこと
で、各校における指導の充実
に加え、自分の体を大切にす
るなどの啓発活動の推進につ
ながった。

担当者等の研修により、指
導力を向上させるとともに、
学校現場への外部講師等
による専門的な助言や啓発
を行う。

各関係機関と連携し、防煙教育を実
施。また、保健体育科の授業の中
で、薬物乱用防止や飲酒防止など、
小・中学生に正しい知識、情報を伝
える。保健担当者会で実践交流等を
行う。

保
健
体
育
課

（213106）
青少年健
全育成関
係広報啓
発事業

・広報紙「センター通信」
の発行(月１回)
・非行防止等の啓発チラ
シ、ポスターの作成、配布
・薬物乱用防止キャン
ペーンを行う。

・「非行防止等チラシ」　１４，０
００枚、「環境浄化・非行防止
ポスター」４５０枚を作成し、市
内各学校、量販店、自治会等
に配布し、広く啓発を行った。

・喫煙の低年齢化が見られ
る。
・チラシ等による啓発活動の
成果が分かりにくい(評価し
にくい)。

・センター通信一面の原稿執筆者を
出来るだけ幅広い分野から選出す
る。
・関係機関と連携して、啓発を行う。

少
年
愛
護
セ
ン
タ
ー

（131103）
民生児童
委員等活
動委託事
業

民生委員児童委員を対象
としたＤＶ・虐待防止のた
めの研修会・運動・大会へ
の参加について支援を行
う。

＜取り組み＞
・ひょうごオレンジネット推進
事業啓発活動
　・伊丹市要保護児童対策地
域協議会代表者会議
・DV防止対策連絡会議
・阪神北ブロック会長・主任児
童委員連絡会
・障がい者虐待防止セミナー
ほか。
＜成果＞
事業実施や事業参加などに
より、「伊丹市民生委員児童
委員連合会」としても共通の
認識を持ち、各民生委員児
童委員の日々の活動に活か
している。

研修等で得た知識や成果
を、民生委員児童委員活動
に活用していく仕組みが必
要である。

民生委員児童委員活動の
中で、対応事案の共有化に
ついて要望が多い。

民生委員専門部会（高齢者部会）に
おいて、「認知証高齢者の対応につ
いて」をテーマに学習会（７月中旬）
を行い、グループワークによる事例
検討を行う。

その他、虐待や権利擁護に関する研
修に関して、積極的に参加奨励を行
う。

地
域
・
高
年
福
祉
課

（130702）
高齢者の
成年後見
制度利用
支援事業

成年後見制度について市
民周知を図る。

１月２９日、いたみいきいきプ
ラザで、市民フォーラム「あな
たの暮らしを守る！成年後見
制度」を開催した。
「こんなときに使える！成年後
見制度の活用方法」と題し、
高齢者・障がい者を支援する
社会福祉法人や当事者組
織、司法書士が、それぞれの
立場から成年後見制度の活
用事例を紹介するなど、出席
者参加型で話し合いを行っ
た。

高齢者虐待の被害者の多く
は女性であり、夫・息子から
の件数も増加している。
虐待の背後に虐待者（被虐
待者）の精神障害や多重債
務など、複雑な問題が潜ん
でいる案件について関係部
局と連携が必要である。
虐待等の理由により契約に
よって必要な介護サービス
等の提供を受けることが著し
く困難な高齢者について、
市が職権をもって介護サー
ビスの利用に結びつける
「やむを得ない措置」の活用
に向けた実施要綱の制定の
検討が課題である。

虐待を受けた高齢者のすみやかな
保護・分離やその後の支援に必要な
事項を整理・検討し、必要時にス
ムーズな運用が行えるよう備える。

地
域
・
高
年
福
祉
課

7-4-10
飲酒、喫煙、
薬物乱用、過
激なダイエッ
トなどが心身
に及ぼす影
響について
教育、啓発を
行う

7-5-11
医療・福祉従
事者が人権
尊重と男女共
同参画につ
いて十分理
解して市民に
接することが
できるよう、専
門分野に応じ
た研修を実施
する

④健康を脅かす問題への配慮
7-4-9
ＨＩＶ感染／
エイズや性感
染症に対する
正しい知識の
普及や予防
教育を推進
するとともに、
感染者や患
者への差別
や偏見をなく
すための教
育・啓発を行
う

⑤医療・福祉従事者への男女共同参画についての研修
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業務関連分野の研修参
加を通じ、人権尊重及び
男女共同参画に関する職
員の意識醸成を目指す。

高齢者の人権擁護に関する
研修や、様々な認知障害症
状の原因となる脳機能障害に
関する研修へ職員派遣を行
い、業務遂行の上で配慮の
必要な人権課題について理
解を深めた。

すべての職員が日常業務を
離れて研修を受講する余裕
を持つことが難しい。

　引き続き、業務関連分野の研修参
加を通じ、人権尊重及び男女共同参
画に関する職員の意識醸成を目指
す。また、課内職員が協力し合い、
できるだけ多くの職員が研修受講機
会を持てるように努める。

介
護
保
険
課

要保護児童対策地域協
議会構成機関職員に対
する児童虐待防止研修

要保護児童対策地域協議会
構成機関職員に対して研修
を実施し、児童が必要な教
育･保育を受ける権利の重要
性について理解を深めた。

複数の機関の職員を対象に
研修を実施するときは、テー
マの選定が難しい。

要保護児童対策地域協議会構成機
関職員に対して、11月の児童虐待防
止推進月間たる11月に、孤立した妊
娠、出産の防止につながるような研
修を実施する。

こ
ど
も
福
祉
課

研修への積極的な参加を
促す。

管理職研修、人権研修などの
機会を通じて人権や男女共
同参画への意識の向上を図
る。
また、患者等に配布する文書
について、男女平等に関する
表現指針に基づいた表現と
なるよう周知を行う。

勤務の関係上、全職員が受
講することが難しい。

人権研修は、今後も職場研修を中心
に継続して行っていく必要がある。

伊
丹
病
院

医療・福祉従事者が人権
尊重と男女共同参画につ
いて十分理解して市民に
接することができるよう、専
門分野に応じた研修を実
施する

関係機関に対する権利擁護
についての研修会の実施。
虐待通報受付窓口の設置。
行政をはじめとする関係機関
との虐待等、権利擁護ケース
についてのカンファレンスの
実施。権利擁護ケースの報告
会議を行政とともに行い、情
報共有を行った。

カンファレンスを通じて、個
別ケースにおける多職種間
での情報共有と役割分担の
明確化が行えた。虐待ケー
スの中のDV数の把握につ
いて、具体的な把握するた
めの取り組みができていな
かった。

権利擁護ケースの個別支援を通じ
て、関係機関との情報共有、ネット
ワーク強化を行うとともに、研修等を
通じて、権利擁護についての普及啓
発に努める。

社
会
福
祉
協
議
会

（130604）
高齢者実
態調査事
業

家族の介護実態の把握に
努める。

家族介護者教室を実施し、介
護者の知識や技術の向上を
図ると同時に介護実態の把握

に努めた。

男性介護者が、孤立しない
ような仕組みづくりが必要で
ある。

男性家族介護者の会について、「介
護保険サービス利用の手引き」に掲
載するなどして、引き続きＰＲを行う。

地

域

・

高

年

福
祉

課

（133202）
伊丹市障
害福祉計
画策定事
業

刊行物のイラストに「介護
者は女性」というイメージ
を植えつけるようなものは
使わない。

障害者虐待防止法周知のパ
ンフレットについて、複数社か
ら選択する際、記載内容と等
しい比重でイラストに注意を
払った。

介護の中心は依然女性が
多い。介護報酬が低く、男
性の職業として定着しにくい
実態がある。

刊行物のイラストに「介護者は女性」
とイメージを植えつけるようなものは
使わない。

障
害
福
祉
課

　高齢者実態調査の実施
部署(高年福祉課)と連携
し情報共有することや、介
護相談員事業を通じて得
られる情報を活用すること
により、家族介護の実態
把握につとめる。

　関連部署と連携し情報共有
を図り、案件によっては、職員
が直接高齢者の居所へ訪問
をして、家族介護の実態把握
につとめた。

特に無し

　引き続き、個々の案件に応じ関連
部署と連携し情報共有することや、
介護相談員事業等を通じて得られる
情報を活用することにより、家族介護
の実態把握につとめる。

介
護
保
険
課

・職員研修実施回数の増
4回→10回

・雇用形態（ﾊﾟｰﾄ・臨時・嘱
託・正規）が違う中で、利用者
に対する男女比は、男性
30%、女性90%の比率。
・虐待予防、てんかん発作、
摂食嚥下、制度の動向等

・職員確保

・現在、職員が欠員のため、引き続き
募集していく。
・介護技術の基礎を中心に腰痛予防
などのストレスケアも予定。

社
会
福
祉
協
議
会

（130604）
高齢者実
態調査事
業

高齢者の生活実態や、
ニーズの把握に努める。

高齢者実態調査の実施
親族など身寄りのない高齢
者が増えてきている。

市から民生委員への情報提供を円
滑にし、より一層地域との連携を図
る。

地

域

・

高

年

福

祉

課

（133202）
伊丹市障
害福祉計
画策定事
業

日常の相談支援業務で、
ニーズを把握し、個別課
題の解決の支援を行う。

障がい者、介護者から日々、
相談を受けて、置かれている
状況の改善に取り組んだ。

個別の相談支援業務とし
て、実直な取り組みはできた
が、大きな施策としての取り
組みはできなかった。

継続して障害福祉に関するケース
ワーク実践を行う。
障がい者虐待に関し、企業・施設等
向け研修の開催・出前講座の活用を
検討。

障
害
福
祉
課

高齢期の女性や障がいの
ある女性が社会的に不利
な状況に陥りがちなことを
踏まえ、その生活実態や
ニーズを細かく把握するよ
う努める

要援護高齢者及びひとり暮ら
しの高齢者の実態を把握する
ため、民生委員の協力を得て
高齢者実態調査を実施。（調
査数6,011人）高齢者の生活
実態やニーズの把握に努め
た。

平成24年度調査方法を改
善し、住民基本台帳を基に
調査を実施したことで、把握
数が増えた。
（平成23年度4,633人）

6月から高齢者の生活実態やニーズ
をより幅広く把握するための高齢者
実態調査を実施する。

社
会
福
祉
協
議
会

8-1-1
家族介護者
の性別や年
齢層など、実
態の把握に
努め、同性に
よる介護など
男女共同参
画の視点を
盛り込む

8-1-2
高齢期の女
性や障がい
のある女性が
社会的に不
利な状況に
陥りがちなこ
とを踏まえ、
その生活実
態やニーズを
細かく把握す
るよう努める

【基本課題8】高齢者・障がい者（児）、ひとり親の家庭などが孤立せず、安心して暮らせる環境の整備
①高齢者・障がい者（児）が安心して暮らせるそれぞれへの介護環境の整備
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(130401)
地域包括
支援セン
ター事業

高齢者の相談窓口として
市民周知を図る

要支援1・2と二次予防事業対
象者に対する介護予防ケア
マネジメントの実施
ケアマネジャーへの支援
高齢者に対する総合相談と
権利擁護の支援
地域包括支援センター運営
協議会の実施

高齢化の伸展に伴い、相談
件数が増加し、複雑な要因
にからむ事例も増えている
ので、現在市内１ヶ所に設
置されている地域包括支援
センターの増設等について
検討する必要がある。

地域包括支援センターの複数設置
に向け、事業の整理・検討を行う。

地
域
・
高
年
福
祉
課

　介護保険各種てびきや
広報特集号などの作成に
際しては、窓口施設の情
報を掲載し、相談窓口の
周知につとめる。また、て
びき小冊子は65歳以上高
齢者全員に配布する。

　介護保険の制度やサービス
に関するてびきに相談窓口情
報を掲載して作成、うち小冊
子のてびきは65歳以上の高
齢者全員に郵送した。広報特
集号は4月と10月の2回発行
し、同じく相談窓口の周知に
努めた。

特に無し

　引き続き、介護保険各種てびきや
広報特集号などの作成に際しては、
窓口施設の情報を掲載し、相談窓口
の周知につとめる。また、てびき小冊
子は65歳以上高齢者全員に配布す
る。

介
護
保
険
課

介護に関する総合的な相
談体制を充実させ、窓口
の周知に努める

要援護高齢者及びひとり暮ら
しの高齢者の実態を把握する
ため、民生委員の協力を得て
高齢者実態調査を実施。（調
査数6,011人）高齢者相談窓
口や高齢者サービス等の情
報提供を行った。

平成24年度調査方法を改
善し、住民基本台帳を基に
調査を実施したことで、把握
数が増えた。
（平成23年度4,633人）

6月からの高齢者実態帳を通じて、
高齢者の生活実態やニーズをより幅
広く把握するとともに、相談窓口の情
報提供、周知を行う。

社
会
福
祉
協
議
会

(131301)
家族介護
教室事業

介護者家族や近隣の援
助者が介護の知識や技術
を習得する。

家族介護教室の開催を委託
した。

介護支援センターの相談機
能を生かして事業参加者を
募っているが、市全域に事
業の周知を図ることが必要と
考える。

ホームページ・広報を利用した家族
介護教室の周知をはじめ、効果的な
PR方法を検討する。

地
域
・
高
年
福
祉
課

（133102）
障害者相
談支援委
託事業
（133220）
障害福祉
サービス
（居宅系）
事業

家族会の活動を支援す
る。短期入所や日中活動
サービス基盤の整備を図
る。

障害福祉センターで介護教
室、リフレッシュ事業相談事業
等を実施した。家族会事務局
として障害福祉センターの一
部、賃借料の減免なども行っ
た。

障害者福祉センタープール
更衣室に家族更衣室が欲し
いと要望があった。

家族会の活動を支援する。短期入所
や日中活動サービスの基盤整備を
図る。
介護教室、リフレッシュ事業、相談事
業等につき、参加者・利用者の満足
度調査の実施を検討する。

障
害
福
祉
課

「当事者会（家族会）の活
動支援」
伊丹市介護家族ささえの
会・伊丹市認知症介護者
家族の会・伊丹市失語症
の友の会・男性介護者き
たいの会の活動支援。

　男女の別を問わず、各種事
業を実施し、介護は女性がす
るという旧来型の固定観念を
緩和する一助となった。

介護者の高齢化に伴い、参
加者が減少傾向にあった伊
丹市介護家族の会ささえの
会と伊丹市認知症介護者家
族の会えくぼの会を統合し、
会の運営の効率化を図り、
介護者の負担を軽減すると
ともに、介護者の声を集約
する必要が高まった。

今年度も、昨年度同様に当事者組
織の支援を行い、情報共有や仲間
づくりの場の提供を行う。
なお、平成２５年度の総会において、
伊丹市介護家族の会ささえの会と伊
丹市認知症介護者家族の会えくぼ
の会が統合し、ほほえみの会（伊丹
市認知症介護者家族会）が結成され
た。（年間継続支援）

社
会
福
祉
協
議
会

（132218）
家族介護
者支援交
流事業

家族介護者相互の交流を
深め、情報交換をすること
で介護負担を一人で抱え
る状態を少しでも減らす。

家族介護者支援交流事業
男性介護者の参加が少な
い。

ホームページ・広報を利用した家族
介護支援交流教室の周知など、より
効果的なPR方法を検討する。

地

域

・

高

年

福
祉

課

　市民の参加する事業開
催に際しては、実施日や
時間の設定に関して、男
女協同参画の視点に配慮
する。

　高齢者・障害者「介護」の啓
発を目的とした「介護の日」周
知事業でイベントを開催した。
（ノルディックウォーキング体
験）開催日は土曜日に設定
し、参加の利便性に配慮し
た。

市民の参加する事業開催に
際しては、実施日や時間の
設定に関して男女協働参画
の視点に配慮することが必
要だった。

市民の参加する事業開催に際して
は、実施日や時間の設定に関して、
男女協同参画の視点に配慮する。
（平成24年度に引き続き、「介護の
日」周知イベント開催予定）

介
護
保
険
課

（131103）
通所型介
護予防事
業

要支援・要介護状態にな
るおそれのある方を対象
に介護予防事業を行い、
筋力の向上・維持を図る。

筋力向上トレーニング（機器
あり）
筋力向上トレーニング（機器
なし）
機能訓練事業
高齢者食生活改善事業
口腔機能向上事業
介護予防デイサービス事業

虚弱や閉じこもりなどのため
に健康診査を未受診になっ
ている方などに、要支援・要
介護状態になるおそれのあ
る高齢者が潜在化している
ので、その把握に向けた取
り組みが必要。

高齢者を介護が必要になる前に発
見し、すみやかに各種機能訓練やレ
クリエーションにつなげることで、筋
力・の維持向上に努める

地
域
・
高
年
福
祉
課

介護予防に関わる活動を
進め、高齢者の自立を促
進する。

より良いケアプラン作成に向
けた市内のケアマネジャーに
対するケアプラン作成支援の
実施及びケアプラン作成研修
会の開催。

介護予防ケアプランに特化
した内容で研修会を実施。
介護予防に向けた自立支援
プランについて、具体的に
学ぶことができた。個別での
ケアプラン作成支援につい
ては応募形式で行ったが、
自ら希望するケアマネ
ジャーが少ない。

今年度も、より良い高齢者の自立促
進に向けた、ケアマネジャーに対す
る介護予防ケアプラン作成支援と研
修会、勉強会を実施する。

社
会
福
祉
協
議
会

8-2-4
家族介護者
に対する介護
教室やリフ
レッシュ事
業、健康教
室、相談事
業、レスパイト
事業、介護者
会の活動支
援などを通し
て、家族介護
者の負担の
軽減と健康管
理の支援に
努める

8-2-3
介護に関する
総合的な相
談体制を充
実させ、窓口
の周知に努
める

②介護者が安心して暮らせる環境の整備

③高齢者・障がい者（児）の自立や社会参画への支援

8-2-5
家族介護に
関する事業の
実施にあたっ
ては、男性の
参加が得られ
るよう内容や
時間帯などを
工夫するとと
もに、男女共
同参画の視
点を盛り込む
よう努める

8-3-6
介護予防に
関わる活動を
進め、高齢者
の自立を促
進する
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（130801）
シルバー
人材セン
ター運営
補助事業

高齢者の就労による生き
がいや、健康づくりに取り
組めるよう同センターの事
業を支援する。

高齢者の就労機会の確保や
生きがい・健康づくりに取り組
めるよう、事業の連携・支援を
行った。

高齢の多様なニーズに対応
した就業機会の確保や積極
的な会員増に向けた取り組
みが必要

高齢期における就業意欲の高揚や
就業ニーズに対応するため、多様な
就業機会の確保提供に努めるととも
に、ボランティア活動を推進するな
ど、魅力あるシルバー事業の展開を
図り、会員獲得や各種事業の取組み
強化を進める。

地
域
・
高
年
福
祉
課

（131805）
障害者就
職支度金
助成事業
（131806）
障害者職
場実習助
成事業
（131807）
障害者就
労チャレ
ンジ事業

就労相談を地域生活支援
センターに委託して、就労
支援を実施する。

就労相談に応じた。
雇用側の（障害者就労につ
いての）理解の促進

障害者地域自立支援協議会で「伊
丹市障害者就労支援システム」のあ
るべき姿について検討をする。

障
害
福
祉
課

（111311）
婦人共励
会事業補
助金事務

婦人共励会の行っている
母子・父子家庭の福祉増
進や相互交流、情報交換
等の取り組みについて支
援を行う。

全国・近畿母子寡婦福祉研
修大会参加、バスツアー、クリ
スマスの集い等
事業に対する補助を行い、母
子・父子家庭の相互交流等を
支援した。

　会員の高齢化や加入率の
低下等により活動が活力を
失いつつあり、若年母子に
よる組織の活性化が課題で

ある。
　ひとり親家庭が何か問題
に直面した時に、利用できる
制度や社会的資源につい
て情報を得ることはとても大
切だが、父子家庭について
は本会の認知度も低く、情
報提供をさらに促進させて

いく必要がある。

本会との連携を強化するとともに、事
業実施の方法等の検討により組織を
活かした効果的な事業の推進に努
める。

地
域
・
高
年
福
祉
課

（212403）
母子・父
子相談事
業

ひとり親家庭からの相談
に随時応じる。

経済的な問題から家族関係
に関すること、DV被害など、
幅広い相談に応じている。

母子寡婦福祉資金貸付制
度で設定されている各種の
条件と、要支援者の生活実
態の乖離が大きい。

県において法律相談事業の利便性
が向上したことを受け、積極的に活
用を図り、要支援者の生活改善につ
なげる。

こ
ど
も
福
祉
課

8-4-9
就労支援など
ひとり親家庭
に対する自立
支援策を充
実する

母子家庭等対策総合支
援事業の実施
・高等技能訓練促進費支
給事業18件
・教育訓練給付金支給事
業10件
・母子自立支援プログラム
策定事業20件

・高等技能訓練促進費支給
事業18件
・教育訓練給付金支給事業6
件
・母子自立支援プログラム策
定事業15件

母子自立支援プログラム策
定事業実施にあたって、ハ
ローワークとの情報交換を
密に行う必要がある。

母子家庭等対策総合支援事業の実
施
・高等技能訓練促進費支給事業19
件
・教育訓練給付金支給事業10件
・母子自立支援プログラム策定事業
20件

こ
ど
も
福
祉
課

8-4-10
母子・父子向
け市営住宅
の提供や空
家入居募集
時の優先枠
の設定など、
ひとり親世帯
への住宅支
援を行う

継続して世帯枠を設ける。

市営住宅の空家募集時に母
子・父子等世帯枠を設けて募
集を行い、４世帯入居により、
一定の成果を得られた。

継続して世帯枠を設ける。 継続して世帯枠を設ける。

住
宅
管
理
課

父子家庭の把握から始め
る必要がある。

　児童扶養手当の手続き時が
有効かと想定されるが、実施
には至らなかった。

　ニーズの把握など具体的
取り組みに至らなかった。

　担当課と調整し、手当ての手続き
の際に、活用できるニーズ調査の方
法を見当する。

同

和

・

人

権

推
進

課

父子家庭からの相談に積
極的に応じる。

24年度、母子父子相談にお
ける父子相談の件数は0件で
あった。

具体的な支援施策が乏し
く、相談窓口があることを積
極的にアピールしにくかっ
た。

母子家庭等対策総合支援の対象が
父子家庭にも拡大されることを契機
に、支援施策を広報する。

こ
ど
も
福
祉
課

8-4-11
父子家庭が
地域で孤立し
がちな背景に
あると考えら
れる固定的役
割分担意識
の解消に向
け、広報・啓
発活動を行う

8-3-7
高齢者や障
がい者（児）
の自立と社会
参画に向け、
就労を支援
する

8-4-8
相談事業や
交流事業な
ど、ひとり親
家庭の不安
や孤立感を
軽減する取り
組みを行う

④ひとり親の家庭に対する支援
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(122103)
24時間健
康・医療
相談事業
(212304)
すくすく相
談

事業の委託により、いつで
も相談できる体制の確保
に努める。

乳幼児期から思春期の年齢
層への相談に対応した。
乳幼児期6,200件、小学生
1,482件、思春期（中高生）
478件
その他、すくすく相談や乳幼
児の発達に関する相談も実
施。

小学生及び思春期（中高
生）での相談件数は若干の
減少ではあるが、乳幼児期
では前年比約80%とやや下
がり幅が多いように感じられ
る。今後の動向の確認と適
宜検討の必要がある。

利用者数の動向を見つつ、継続実
施する。

健
康
政
策
課

・関係機関との連携を図
る。
・保育所等に相談窓口を
設置する。

・本市こども福祉課、生活支
援課及び川西子ども家庭セン
ターと連携を図った。
・各保育所において子育て相
談を実施した（１４２２件）。
・広報伊丹１１月１日号で保育
所での育児相談のＰＲを行っ
た。

ケースの増加と複雑化
・関係機関との連携を図る。
・保育所等に相談窓口を設置する。

保
育
課

（211102）
家庭児童
相談事業

他の相談機関と研修会を
共催する。

少年愛護センター主催で少
年進路相談員との研修会を
実施した。

1件あたりの波及効果があま
り大きくない。

要保護児童対策地域協議会個別担
当者会義を通して窓口の周知･連携
体制の充実を図る。(目標年間150
回)

こ

ど

も

福

祉

課

（212101）
家庭教育
アドバイ
ザー事業 保護者の子育ての悩みを

解消する。

　公立幼稚園全園へ家庭教
育アドバイザーを派遣。アド
バイザーと子育て支援セン
ター指導員が連携し、子育て
の悩み相談を実施した。
　アドバイザーの派遣回数
132回、相談件数242件、
6,342人。

アドバイザーの資質向上を
図る。

保護者の子育ての悩みを解消する。

家
庭
教
育
課

（212105）
教育相
談・特別
支援教育
相談

当センターのリーフレット
や総合教育センターの
ホームページで相談窓口
について広報する。

乳幼児発達支援連絡協議会
等、市庁部局との実務担当者
会などをとおして情報交換す
るなどの連携をおこなった。

引き続き保健センターやこど
も福祉課たんぽぽ相談員な
どと事例をとおして連携す
る。

当センターの相談が終結したケース
について、必要に応じて他機関と連
携していく。

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

(211501)
青少年問
題相談事
業 ・子どもと保護者のなやみ

の相談の周知
・少年進路相談員制度の
充実
・合同教育相談の充実

・市内広報活動において、連
絡先を認知し易いように工夫
した。
・青少年問題協議会と連携、
情報交換を行い、また、子ど
も若者企画が作成した、「こど
も・若者」のための相談支援
ハンドブックも活用し、各相談
窓口との連絡・連携体制の充
実を図った。

・合同教育相談の存在を教
職員に広く周知し、積極的
活用を促す必要がある。
・実施後の連携(情報交換)
をもっと充実させる必要があ
る。
・継続して、相談にあたる者
のスキル

研修、ケース検討などを行い、相談
員のスキルアップに努める。

少
年
愛
護
セ
ン
タ
ー

昨年度と同様に取り組
む。

課内職員研修は都合により実
施できなかった。

業務において市民の方に多
く係わる機会があるため、研
修の機会を確実に持つこと
が重要である。

課内職員研修の実施と、職員同士で
互いに気づき、意見を交わせる職場
環境への改善に取り組む。

健
康
政
策
課

父親の育児参加の促進を
促し、子育て支援センター
の事業実施を取り組む
中、子育て相談に的確に
対応できるように研修す
る。
子育てサークルネットワー
クのイベントを開催し、子
育ての楽しさをアピールで
きた。父親の参加も多くみ
られた。

土曜日の子育て支援セン
ターむっくむっくルームにお
いて父親と子どもの参加が多
くなる。

男性の育児参加やワークラ
イフバランスの認識をより深
め、取り組んでいく必要があ
る。

日曜、祝日の交流会・講座・イベント
などで引き続き啓発を行う。

子
育
て
支
援
課

子育ては男女共同で取り
組むべきものという認識を
持ちながら相談を受ける。

特に研修等は実施せず。 特になし 現状の通り実施していく

こ

ど

も

福

祉

課

（212101）
家庭教育
アドバイ
ザー事業

保護者の子育ての悩みを
解消する。

　年2回、みんなのひろば事
業の関係者同士で、情報交
換の場を設け、情報を共有し
た。

継続した取り組みを実施す
る。

保護者の子育ての悩みを解消する。

家
庭
教
育
課

(212105)
教育相
談・特別
支援教育
相談

大学教員等のスーパーバ
イザーによる定期的な事
例検討会をとおして、具体
的な事例に基づき、男女
の固定的役割分担にとら
われないよう検証してい
く。

年間6回の事例検討会を行
い、検証をした。

子どもとの関係や夫婦間の
関係など、当事者の気持ち
により添いながら、よりよい関
係を作ることができるよう援
助していくことが必要であ
る。

引き続き、事例検討会をとおして適
切な支援ができるようにする。

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

9-1-1
乳幼児期から
思春期特有
の悩みまでが
相談できる体
制を整備･充
実させ、窓口
の周知を行
う。また、相談
窓口の連絡･
連携体制を
充実させる

【基本課題9】安心して子どもを産み育てられる環境の整備
①子育て相談体制、情報提供の充実

9-1-2
子育て相談を
受けるにあ
たっては担当
職員の研修
を行うなどし
て、固定的な
男女の役割
分担にとらわ
れないよう配
慮して行う
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（211501）
青少年問
題相談事
業

・担当職員のスキルアップ
を行う。

・進路相談員研修会、少年育
成協会全体研修会、青少年
を守る店連絡協議会研修会、
少年補導委員全体研修会、
青少年健全育成研修会等を
実施した。
・近畿、県、阪神間で行う補導
委員研修会も含めた、年間
１８回の研修に参加し、職員
の資質向上を図った。

継続して、相談にあたる者
のスキルアップをしていく必
要がある。

研修、ケース検討などを行い、相談
員のスキルアップに努める。

少
年
愛
護
セ
ン
タ
ー

9-2-3
男性の子育
て参画を促す
とともに、子育
てサークルの
育成やネット
ワーク化、情
報提供など、
地域における
市民の子育
て活動を支援
する

(213103)
子育て
サークル
補助金事
業

今年度は、子育てサーク
ルネットワーク交流会を子
育て応援フェスティバルと
名づけ、市民の親子も一
緒に参加するイベントとし
て開催した。準備の時な
ど父親も参加するきっかけ
となった。

子育てサーサークルネット
ワークの活動支援として、支
援ｾﾝﾀｰ職員が活動場面に
支援に行くことや、月1回の定
例会の支援を行うなどして、
活動を支えていった。
子育てサークル補助金として
38団体に699,960円を交付し
た。

子育てサークルネットワーク
と父親参加のイベントを考
え、支援していく。

子育てサークルネットワークと父親参
加のイベントを考え、支援していく。

子
育
て
支
援
課

（212309）
マタニティ
クラス事業
（212303）
モグモグ
離乳食講
座

昨年度と同様に取り組
む。

②モグモグ離乳食講座の参
加者はのべ454人（母96.8%、
父2.6%、祖母0.4%、その他
0.2%）

参加者数は微増しており、
離乳食講座のニーズは高
い。

今年度も引き続き実施する。

健
康
政
策
課

（212206）
子育て支
援セン
ター事業

・講座やひろば事業をとお
して男女が、ともに子育て
をすることの重要性を伝え
ていった。
・むっくむっくルームに父
親や祖父と一緒に遊びに
来た機会に、子育ての技
能や知識を習得できるよう
に、実際場面で実践する
ことで啓発している。

・むっくむっくルームや講座等
の男性の参加は1,102人と昨
年より72人少なかった。

父親へのPRをしていく。

父親が子育てに関する技能や知識
を習得できるように日曜、祝日の交
流会・講座・イベントなどで引き続き
啓発を行う。

子
育
て
支
援
課

（212102）
草の根家
庭教育推
進事業

上記3-1-2と同じ 上記3-1-2と同じ 上記3-1-2と同じ 上記3-1-2と同じ

家
庭
教
育
課

（231103）
公民館事
業推進委
員会活動
事業
（231105）
講座等生
涯学習活
動支援事
業

父親が、子育てに積極的
に関わることの必要性や
効果、子育ての楽しさを実
感することができるよう、父
親の関心の高いプログラ
ム等について検討し、より
多くの参加が得られるよう
な事業を実施する。

・市民講座「パパとキッズのプ
レイルーム」を実施。
・市民講座「パパとキッズのク
リスマス料理とパーティを楽し
みましょう」を実施。

父親同士が継続して、子育
てや仕事等の悩みを共有す
る場をいかに提供していくの
かが課題。

「パパとキッズのプレイルーム」の中
で、父親同士が子育てや仕事等の
悩みを共有する場を設けパパ同士
のネットワークづくりを促す。

公
民
館

9-3-5
食品の安全
性など子育て
をめぐる生活
環境につい
て、情報や学
習機会の提
供を行う

（113302）
消費者教
育･啓発の
推進 　より多くの市民に興味を

持っていただけるような、
身近なﾃｰﾏで開催。

　「JAS法に基づく食品表示」
と題し、食品には表示のルー
ルがあることを講座で学ん
だ。

男性の参加割合が少なかっ
た。

平成２５年１１月２９日（金）
くらしの講座「食品の塩分や糖度を
測ろう！」お開催。

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

昨年度までと同様の取り
組みと、今年度から新た
に、保育所での食育体験
教室を実施。

①こども未来部事業や子育て
支援センター事業での講話
は27回、555人参加。
②食生活バランスアップ教室
の実施は3小学校、365人。保
育所での食育体験教室は4園
で5回、120人の参加。

こども未来部や子育て支援
センター等の講和の依頼を
いただくことが増加してい
る。今後とも、積極的に進め
ていきたい。

今年度も保育所での食育体験教室
も引き続き実施していく。

健
康
政
策
課

9-2-4
子育て支援
事業の実施
にあたって
は、男女が共
に子育てに
関する知識
や技能を得る
機会や場を
提供するとと
もに、男性の
子育てへの
参画を促すよ
う工夫する

③食環境・住環境など、子育てをめぐる生活環境への取り組み

9-3-6
子どもの健全
育成のため、
食育につい
て様々な機
会を通じて啓
発を行う

②多様な子育て支援サービスの充実
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（222401）
健全な食
生活推進
事業

・食に関する指導計画（全
体計画・年間指導計画）
の作成活用。・「給食に関
する指導」を小学校１年生
対象に実施。・「食に関す
る指導」を小学校2年生を
対象に実施。・食育担当
者会の充実。

・食に関する指導計画（全体
計画・年間指導計画）を各校
で作成し、全教育活動を通し
発達段階に応じて系統的に
食育を行った。・「給食に関す
る指導」を小学校１年生対象
に実施し、給食を生きた教材
として活用した。
・「食に関する指導」を小学校
2年生を対象に実施し、児童
の食への興味・関心が増し、
嗜好の改善につながった。・
食育担当者が食育推進校で
の研究授業に参加することに
より、各校での実践に生かす
ことができた。

・教育課程に「食育」を位置
づけ、教育的ニーズを踏ま
えた指導計画の改善を図
る。・栄養教諭等と連携を図
ることで、さらなる食育活動
の充実につなげる。

・食に関する指導計画（全体計画・年
間指導計画）の作成活用。・「給食に
関する指導」を小学校１年生対象に
実施。・「食に関する指導」を小学校2
年生を対象に実施。・食育担当者会
の充実。・「食育実践プログラム」「食
育ハンドブック」の活用。

保
健
体
育
課

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営

中・高生に夕方の時間卓
球をする活動の場を作り、
集まった中で仲間の広が
りを図ったり子どもたちが
安心して集える居場所作
りを地域と連携して実施し
たい。

Ｇセン夜の卓球広場
夏休みの金曜日に5回開催
参加者数18名

参加者が少ない。広報をい
ろんな手だてでより進める。
活動内容の検討も進める。

・Ｇｾﾝわくわくこども教室　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
ｸﾞﾙｰﾌﾟと連携し、子どもの居場所づく
りとして、わくわく子ども教室を開催
する。
・Ｇｾﾝ夜の卓球広場　夏休みの金曜
の夜5回開催。

同
和
・
人
権
推
進
課

（211404）
遊ぼう広
場事業

瑞ケ池公園を中心に活動
を行い、市内の様々な場
所での活動を実施。

瑞ケ池公園で６回実施し、そ
の他市内で４回実施した。

より多くの方に利用してもら
うためみんなで遊ぼう広場
の周知に努める必要があ
る。

HPや広報の活用とともに、瑞ケ池公
園の近隣小学校・幼稚園等にチラシ
を配布し周知していく。
瑞ケ池公園６回、その他３回実施予
定。

こ

ど

も

若

者

企
画

課

(220701）
生涯学習
センター
管理運営
事業
（220801）
北部学習
センター
管理運営
事業

地域と連携しながら、｢子
どもが安全安心に過ごせ
る居場所づくりに取り組む

ラスタホール・きららホールな
どの生涯学習施設で子ども向
けの講座・イベントを実施。
子どもの居場所づくりに取り
組んだ。

今後も引き続き地域と連携
して多くの市民が対象となる
講座やイベントを実施する。

子どもが安全安心に過ごせる居場所
づくりに取り組む。
乳幼児・男性・高齢者向け等への講
座を企画実施、地域や登録団体と協
働して事業を展開する。

社
会
教
育
課

子育て相談だけでなく、
様々な社会資源への適切
な連携を行う。

小児科外来に併設して、子育
て相談の場を設けている
子育ての相談はＨ24　200件
（Ｈ23　283件）/年実施
・小児科外来受診患児（予約
以外）にトリアージを行い患児
の緊急度に応じて診察の優
先度を判断。その中でも育児
不安や虐待疑いについても
判断した。
・虐待やＤＶの疑いがあった
事例について、小児科病棟
師長を中心に医師、医事課
職員等関係部署のスタッフで
他市への報告を行った。
・入院中に育児不安を訴える
保護者には育児指導を行い、
また市の子育て支援事業の
紹介を行っている。
・病棟看護師、医師、薬剤師
が協働し、地域住民向けに内
服教室、喘息教室を開催し
た。

・小児科外来における子育
て相談の場は乳児検診の業
務と併せて実施しており、
じっくりと相談に乗ることが出
来ない時がある。

・外来における子育て相談の充実の
ために看護協会が取組んでいる「ま
ちの保健室」のボランティアの人に協
力が得られないか調整を行う。
・育児教室の内容の再検討と参加者
を増やすための方策を広報担当者と
調整し、他機関への働きかけを見直
す。

伊
丹
病
院

（122105）
阪神北広
域こども急
病セン
ター運営
事業

　こども急病センターの機
能を住民に理解していた
だき、住民の安心な子育
てを実現する。

ニュースレターの発刊、育児
リーダー講座の開催、設立5
周年記念フォーラムの開催
等、住民にセンターの機能を
理解していただき、安心でき
る子育てを実現することがで
きた。

患者サービスの向上や医師
等医療従事者の安定的な
確保が必要。

患者サービスの向上の為、電話相談
室の設置等を検討する。

地
域
医
療
推
進
課

9-4-7
地域と連携し
ながら、子ど
もが安全に安
心して過ごせ
る居場所作り
に取り組む

9-5-8
小児医療体
制の充実に
努め、子育て
不安の解消
を図る

④子ども達の居場所づくりへの取り組み

⑤子育ての不安を解消する小児医療の充実
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基本目標Ⅳ：あらゆる暴力に対する根絶のとりくみ 

【基本課題 10】配偶者・パートナーからの暴力（ドメスティック・バイオレンス） 

               防止対策の推進 

【基本課題 11】セクシュアル・ハラスメントなどへの防止対策の推進 

【基本課題 12】子どもや高齢者の安全を守る取り組みの推進 

 

【配偶者・パートナーからの暴力（ドメスティック・バイオレンス）防止対策

の推進】 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★啓発に努力していました 

啓発として、市内 3 か所にて市民にパープルリボンをツリーにつけてもらう活動は、市

民が簡単にかつ能動的にできる活動として安価に展開したこと、視覚に訴えわかりやすい

パネルを広く市民の集まる場で行うようにしたこと、成人式にデートＤＶのパンフレット

を配る、病院のトイレにＤＶ相談のカードを置くなど、広く市民に「知ってほしい」とい

う思いの伝わる事業が展開されていました。(同和・人権推進課、伊丹病院) 

まちづくり出前講座のなかにＤＶのことが入るようになったことは、市民への門戸が開

かれアクセスしやすくなったといえます。しかし、24 年度のまちづくり出前講座としての

講座開催件数が 0件であったことの理由を分析し、次年度に生かす必要があります。（同和・

人権推進課） 

★相談員の体制を強化していました 

 ＤＶの相談は、危険がつきまとい緊張することが多い中で、複数で相談できる体制、休

める体制を敷いたことは、相談する市民にとっても対策が強化されることに繋がります。

(同和・人権推進課) 

★顔の見える連携が進んでいました 

 被害者の保護に対して、ワンストップで出来るように同和・人権推進課の職員が他課へ

直接ヒアリングにいくなど、顔の見える関係づくりに努力していました。連携という名ば

かりが進みがちなところ、手間や時間はかかりますが本来の連携を進めていると評価でき

ます。(同和・人権推進課) 

 

…あと一歩欲しいところ 

★啓発については、一部の課だけが行っているようにしか見えない 

 啓発に関して努力を打ち出し、報告しているのは、一部の課のみです。他の課も啓発に

努力しているかもしれませんが、報告としての記載は、意識があるからこそできるもので

す。このことから、他の課においてＤＶの啓発について報告していないのは、その意識が
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薄いからだと言わざるを得ません。 

★デートＤＶへの取り組みが遅い 

ＤＶ防止法も改正になり、非配偶者間のＤＶにも力を入れなければならない時期に入っ

てきています。ＤＶの被害者も加害者もつくらないために、若者への啓発に尽力していた

だきたい。 

★ＤＶに関する研修が一元化されていない 

 ＤＶに関する研修は、その部署任せになっています。これでは、市が全体にＤＶ被害者

支援を推し進めていくには計画が成り立たちにくいです。研修の一元化を図るようにし、

ＤＶの啓発・教育に関して責任と主導権を持つ部署を明確にしておく必要があります。 

 

【セクシュアル・ハラスメントなどへの防止対策の推進】 

 

…あと一歩欲しいところ 

★セクシャルハラスメントの防止対策で目に見える成果がない 

 昨年に引き続き、セクシャルハラスメントの相談件数が 0 件であることやポスターを庁

内と公共施設に貼付するにとどまっていることなど、成果が見られない実情への打開策の

検討が必要と考えます。（同和・人権推進課） 

 

【子どもや高齢者の安全を守る取り組みの推進】 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★自分の力を信じ、性暴力やいじめといった暴力から自分の身を守る取り組みを継続して

いる 

 子どもが自分の安全を守るために自分の力をつける取り組みとして、伊丹市のすべての

児童がＣＡＰを受講しています。子どもたちが、自分の力を信じ、性暴力やいじめといっ

た暴力から自分の身を守ることの対応を学ぶ機会をつくっていることは、全国的にも先進

的な取り組みで継続していることは評価できます。（保健体育課）                 

 

…あと一歩欲しいところ 

★ＤＶから子どもを守ることの取り組みがない 

 子ども虐待の背後にはＤＶがあるが、それが施策として書かれているところが見当たら

ない。最も安全な家庭でＤＶによる影響を減らすような施策を行う必要があります。 

★子どもの安全を受け止める大人への教育が行われていない 

子どもたちがＣＡＰを学び危険から回避する対応を学んだとしても、ＳＯＳを出してい

る子どもたちを受け止める大人がそのそれを受けとめることができなければ、子どもたち

のＳＯＳは無に終わり、傷つき体験となる可能性が高い。昨年も意見を出したところであ
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るが、子どもたちの安全が守られるためには、大人向けＣＡＰの実施が望まれます。   

★高齢者虐待防止に向けた取り組みが見当たらない 

高齢者虐待防止に向けた取り組みは（出前講座など）は特に報告がありませんでした。

意識的な取り組みが早期発見、予防につながります。正しい知識の普及と啓発に意識して

取り組むことが必要です。（地域・高年福祉課） 

 

基本目標Ⅳ
＜成果目標＞

項目 担当課 計画当初 H23年分報告 H24年分報告
成果目標
（H28年度）

「伊丹市配偶者等からの暴力対策基本
計画」実施済施策割合

同和・人権推進課 43%
(H22年度)

63.9%
（H23年度）

76.4
(H24年度）

100%
(H25年度)

市民意識調査における「伊丹市DV相
談室」の認知度

同和・人権推進課
32.8%
(H22年度)

- -
60%

(次回調査時)

CAP講習会受講者数（小学3年生対象） 保健体育課
1,925人
(H23年度)

1,925人
(H23年度)

1,885人
(H24年度) 1,900人

 

 
コラム④ 
「DVによって、「死ぬかもしれない」と思ったことのある妻は 20人に 1人」 
 
内閣府は、平成 11年から 3年毎に DV被害等に関する全国の実態調査をこれま

でに 4 回行っています。これらデータによると、身体的暴力、心理的暴力、性的
暴力のいずれかを被ったことがある妻は、3人に 1人の割合、このような暴力が「何
度もある」妻は 10人に 1人の割合と、深刻で高頻度の実態が浮き彫りになりまし
た。このような、国が率先して調査に取り組むようになるために、いくつもの団体

が DV被害者の実態調査を行い、その結果を公表し、現状を訴えてきました。その
間に、命を落とした女性も少なくはありません。    
前述の全国調査により、「死ぬかもしれない」と思ったことのある妻は 20人に 1

人の割合です。夫婦になったことだけで、その人の大切な人生がなくなってしまう

ことに、理不尽さを感じます。年間殺人による死亡は 150 人から 200 人と、2 日
に 1 人が命を落としています。死亡に至らなくとも、半身不随になったり、視覚
障がいや聴力障がいになったりと半永久的な健康障害を負わされた人の数はこれ

までに、計り知れない数でしょう。何人もの DV被害者の犠牲の上に立った DV防
止法に基づく取り組みを無駄に終わらせない、真剣な取り組みが期待されます。 
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基本目標Ⅳ　あらゆる暴力に対する根絶の取り組み

施策内容 事業名 平成24年度の目標・プラン
H24年度に行った主な
取り組み及び成果

平成24年度の取組に
ついての課題

平成25年度の目標・プラン
所
属

10-1-1
「伊丹市配偶
者等からの暴
力対策基本
計画」に基づ
き 、 ド メ ス
ティック・バイ
オレンス （Ｄ
Ｖ）防止対策
の推進を図る

(921302)
DV対策事
業

・相談窓口の一層の周
知。

・ネットワークを活用し、適
切なケース対応の実施。
・相談員の研修機会や、
ネットワーク作りの機会の

確保。
・２次被害防止のため、関
係者への研修や啓発。

・H24年度DV相談室での相
談は420件、その他関係機関
は約315件と増加。
・医療機関へのリーフレットの
配布、パープルリボンツリー
キャンペーン、リータ他での
デートDVパネル展やリーフ
レットの配布、成人式での
デートDVのリーフレット配布な
どを行った。
・ネットワーク担当者会2回、
主管者会1回を開催し、意見
交換や研修、ケース検討を行
い連携を強化した。
・新聞報道等で他市の事件が
あった際は、関係課に個別に
回り、情報管理の徹底を依頼
した。
・県や他機関で行われる研修
や会議に積極的に相談員を
派遣し、情報共有を行った。
・医療機関対象のDV防止セミ
ナーを実施、その後リーフレッ
トの活用が積極的に行われる
などの効果が見られた。

・DV防止セミナーについ
て、計画的な実施が必要。
・若者へのデートDVの啓発
等、さらなる工夫が必要。
・相談員対象の研修が以外
に多く、予算不足が心配さ
れた。

・相談窓口の一層の周知。
・ネットワークを活用し、適切なケース
対応の実施。
・相談員の研修機会や、ネットワーク
作りの機会の確保のため、十分な予
算措置を依頼した。
・２次被害防止のため、関係者への
研修や啓発を行う。

同
和
・
人
権
推
進
課

11-1-1
学校における
セクシュアル・
ハラスメント防
止のために、
教職員への
研修を充実さ
せるとともに、
児童･生徒へ
の相談窓口
の周知と保護
者への情報
提供を行う

(212105)
教育相
談・特別
支援教育
相談

当センターのリーフレット
や総合教育センターの
ホームページで相談窓口
について広報する。

平成２４年度セクシャルハラス
メントの相談はなかった。

相談窓口について、より広く
知らせるため、関係機関に
もリーフレットを配布し、引き
続き広報する。

セクシャルハラスメントの相談事例な
どの研修を通して、面接相談や電話
相談で対応できるような体制を整え
る。

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

（911101）
まちづくり
基本条例
推進事業

担当課と連携してメニュー
の充実、参加者の増加に
努める。

まちづくり出前講座に「男女
共同参画ってなんだろう」「許
さないＤＶ」というメニューを設
けた。
（応募がなかったため、実施
はなかった。）
また、まちづくりプラザでも「恋
愛カフェ」という事業を実施
し、市民への啓発活動を行っ
た。

出前講座の制度について
は、一定市民に定着してい
るが、要望の多いメニューと
少ないメニューに分かれる
傾向にある。

担当課と連携して、メニューの充実
や参加者の増加に努める。

ま
ち
づ
く
り
推
進
課

 男女共同参画推進委員
会や事業所表彰の事前ヒ
アリングの際、出前講座の
PRを行う。

 男女共同参画推進委員会や
事業所表彰の事前ヒアリング
の際、出前講座のPRを行っ
た。

具体的依頼がなくさらまる
PRが必要

広報などを利用し、セクシャルハラス
メント防止の啓発を行う。

同

和

・

人

権

推

進

課

11-1-3
セクシュアル・
ハラスメントに
対する相談を
実施するとと
もに、窓口の
周知に努める

（921303）
女性のた
めのカウ
ンセリング
事業

相談カードを市内公共施
設等に配布し、一層の周
知に努める。

相談カードを市内公共施設
等に配布し、一層の周知に努
めた。

カウンセリング事業でのセク
ハラの相談件数は０件だっ
た。

広報伊丹・リーフレットでセクシャル
ハラスメント提供窓口の周知に努め
る。

同
和
・
人
権
推
進
課

11-2-4
さまざまなハ
ラスメントに対
する啓発と相
談窓口の周
知に取り組む

女性のための各種相談窓
口を開設して対応。
・なやみ相談、法律相談、
カウンセリング、DV相談

女性のための各種相談窓口
を開設して対応。
・なやみ相談、法律相談、カ
ウンセリング、DV相談

具体的な内容を示した啓発
や相談窓口の周知が必要。

・２次被害防止のため、関係者への
研修や啓発。

同
和
・
人
権
推
進
課

【基本課題10】配偶者・パートナーからの暴力（ドメスティック・バイオレンス）防止対策の推進
①配偶者等からの暴力対策の推進

【基本課題11】セクシャル・ハラスメントなどへの防止対策の推進
①市民生活におけるセクシャル・ハラスメント防止対策

②さまざまなハラスメントに対する防止対策

11-1-2
セクシュアル・
ハラスメント防
止のために自
治会等に出
前講座の実
施やパ ンフ
レットの配布
等により情報
提供や啓発
を行う
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11-3-5
売買春や児
童買春など性
を商品化する
行為や性犯
罪 、 ス ト ー
カー行為に
ついて、人権
尊重の視点
にた っ た広
報・啓発を行
う

「人身取引対策ポスター」
を庁内及び公共施設に掲
示し、啓発する。

「人身取引対策ポスター」を庁
内及び公共施設に掲示し、啓
発を行った。

他の項目についての啓発材
料が探せていない。

使用できるポスター等を入手し、継
続して取り組む。

同
和
・
人
権
推
進
課

11-3-6
性犯罪被害
者が女性の
ためのカウン
セリングを活
用できるよう
体制づくりを
行う

伊丹被害者支援連絡協
議会に出席し情報交換を
行う。

伊丹被害者支援連絡協議会
に出席し情報交換を行った。

女性のためのカウンセリング
との連携が必要。

　他機関との連携を図りながら、女性
のためのカウンセリングの活用を検
討する。

同
和
・
人
権
推
進
課

(211103)
児童虐待
防止緊急
強化事業

・児童虐待通告先を記し
た啓発用マグネットの全戸
配布
・市バスの車体に啓発広
告を掲示

予定通りの啓発事業を実施し
た。
児童から、学校における悩み
事について相談が寄せられる
など、これまでにあまりなかっ
た経路からの相談が発生し
た。

同様の取り組みを繰り返せ
ば更なる啓発が図れると思う
が、費用がかかり過ぎる。

自治会で使用する回覧板のバイン
ダーを虐待防止啓発仕様にし、平成
25年末からの共用を目指す。

こ
ど
も
福
祉
課

こども福祉課と連携し、子
どもの虐待防止に努める。

児童くらぶでの現状把握に努
めた。

継続した取り組みを実施す
る。

こども福祉課と連携し、子どもの虐待
防止に努める。

家

庭

教

育

課

(212103)
家庭教育
出前講座

「教育の原点は家庭にあ
る」との自覚を持ち、親とし
てのあり方を考える機会と
する。

登録講師等による家庭教育
出前講座を開催した。登録講
師派遣回数32回、参加者数
2,350人。

継続した取り組みを実施す
る。

「教育の原点は家庭にある」との自覚
を持ち、親としてのあり方を考える機
会とする。

家
庭
教
育
課

12-1-2
要保護児童
対策地域協
議会を充実さ
せ、子どもの
虐待防止マ
ニュアルに即
した対応を周
知、実行し、
虐待の早期
発見･早期対
応に努める

（211101）
児童虐待
防止事業

被虐待児童について文書
を用いてこども福祉課と関
係機関で情報交換を行
う。

予定の内容のことについて1
回実施した。

効果の高い取り組みだが、
実施にあたっての事務負担
が大きい。

電算システムを活用し手事務負担を
軽減させる。

こ
ど
も
福
祉
課

12-2-3
高齢者虐待
防止に向けた
啓発を行うと
ともに、関係
機関のネット
ワーク化を行
い 、 早 期発
見・早期対応
への体制強
化を図る

高齢者虐待の周知・啓発
と、各関係機関のネット
ワークの強化を図る。

地域包括支援センターを相
談窓口の中心にして、高齢者
虐待防止マニュアルに基づ
き、関係機関と連携しながら
適切な対応を行った。

高齢者全体と比較して、被
虐待者は女性である割合が
高く、加害者の多くが家族
で、その実態把握が難し
い。

虐待が疑われる場合に、虐待の早期
発見や悪化防止の観点から、成年後
見制度の活用を含め、地域住民の
高齢者虐待防止に対する正しい知
識の普及・啓発に取り組む。

地
域
・
高
年
福
祉
課

12-3-4
学校や地域と
連携した防犯
体制を構築
し、子どもへ
の犯罪を防ぐ
まちづくりに
取り組む。

（120304）
青パト・こ
ども110番
の車

・青色防犯パトロールの継
続的な実施。
・青色防犯パトロールへの
女性も参加しやすい体制
の構築。

青色防犯パトロール年間を通
して415回実施。
青パト実施者証取得者（男女
割合）
23年→　男性74％　女性26％
24年→　男性73％　女性27％

24年度では23年度に比べ、
市内の犯罪認知件数及び
街頭犯罪・侵入犯罪が共に
増加した。継続的な実施に
併せ、犯罪抑止につながる
実施体制の構築が必要と思
われる。
実施者証取得者については
女性の取得者が１％増加し
ている。今後も男女ともに継
続した参加への取組みを実
施する。

・青色防犯パトロールの継続的な実
施。
・関係機関と連携し、犯罪情報の把
握に努め、犯罪発生箇所に対し効果
的なパトロールコースを巡回する等、
犯罪抑止に繋がるよう体制を整える。

安
全
対
策
課

12-3-5
子どもたちが
暴力や犯罪
に巻き込まれ
ないようにす
るための学習
機会を提供
する

（223205）
子どもの
安全対策
推進事業

市内全小学校３年生を対
象に、年間を通してCAP
講習会を実施する。

ロールプレイを通して不審者
への対処法などを学ぶことが
できた。また、困ったことが
あったとき、大人に相談すると
いうことが大切であることを、
再認識することができた。

実施時間や内容等につい
て、一層の充実を図る。

平成25年4月～12月にかけて、全小
学校３年生を対象にCAP講習会を実
施する。

保
健
体
育
課

【基本課題12】子どもや高齢者の安全を守る取り組みの推進
①児童虐待や子どもへの性犯罪を防ぐ取り組み

②高齢者虐待防止への取り組み

③学校・地域ぐるみでの安全対策の推進

③性犯罪・売買春・ストーカー行為などへの対応

12-1-1
子どもの虐待
に関する相談
体制の充実と
窓口の周知
を行うととも
に、子どもへ
の虐待防止
に向けた啓発
を行う
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基本目標Ⅴ：男女が共に輝くまちづくり 

 
【基本課題 13】市民の連携による男女共同参画の推進 

【基本課題 14】ユニバーサルデザインの推進による男女共同参画の環境整備 

【基本課題 15】地域の国際化と国際社会への貢献 

 
【市民の連携による男女共同参画の推進】 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★保衛連の女性部会の名称を含めた組織変更の検討 

 女性部会への 10万円の活動費の一括支出を見直しました。女性部の存在や、成り立ちに

ついて、疑問に思い今の実態を考える機会があっただけでも進展していると言えるでしょ

う。『女性部』の必要性を検討された事は、大変評価出来ます。（生活環境課） 

★改選時に自治会長への女性の登用について促す文書を記載！ 

 各自治会長宛の依頼文書に、改選時に自治会長への女性の登用について促す文書を記載

し、伊丹市の目標の理解を求め積極的なアプローチをしたことは評価できます。 

・平成 22 年度より実施している、市民相互の交流を目的とした様々なカフェが、市民まち

づくりプラザの行事として定着してきました。また『伊丹市かけはしバンク』として、市

民にボランティアの情報を提供する仕組みの運用を社会福祉協議会、公民館と連携し開始

しました。これによって男性が地域活動、ボランティア活動に参加する機会が増えること

を期待します。（まちづくり推進課） 

・リータの冬・夏フェス実行委員への参加は事業参加のきっかけとなりました。（同和・

人権推進課） 

★子どもの頃から福祉に関わるきっかけづくりに 

 『いたみこどもいちば』（小学生の製作、販売体験）を開催。小学生と障がい者の共同

製作商品や市内障がい者支援施設の自主製品、被災地支援商品などを販売。社会で生きる

体験教育になりました。 

毎年、実施している夏休みを活用した夏期ボランティアの体験学習実施と共に秋から冬

にかけて子どもボランティアクラブを実施予定。子どもの頃から福祉に関わるきっかけづ

くりとなることを期待しています。（社会福祉協議会） 

★『子育てサポーター養成講座』終了生（男性）が初めて保育ボランティアに登録 

 『子育てサポーター養成講座』受講者（29 名中男性２名）のうち、男性１名が今年初め

て保育ボランティアに登録。今後も両性共に子育てに関われる講座の企画を望みます。 

社会福祉協議会と共催の『金曜いきいき倶楽部』受講者 20名中・終了生 16 名（内男性

10 人）がボランティア登録をし、いきいきプラザで活動。（公民館） 
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★民生委員児童委員連合会と共同で講演会『地域活動における男女共同参画』を実施し、

235 人が参加（男女共同参画推進委員との協働） 

男女共同参画の視点を地域活動で生かせる、女性リーダーの育成に視点を置いた内容を

盛り込んだ。『災害の時あなたはどうする？』を女性・児童センターと共催。女性の視点

から災害に強い地域づくりや、女性リーダーの視点を体験しました。（同和・人権推進課） 

★女性消防団員の実現に向けて積極的に努力！ 

 平成 27年度女性消防団員登用の実現に向けて積極的に努力している姿勢は、大変評価出

来ます。 過渡期として実現に向けての対処を模索中ですが、今後に期待します。（消防

局） 

★自主防災活動支援事業について 

 訓練の普及啓発を行い、延べ参加者数 1,507 人に対して、女性の参加者数が 692 人（女

性参加率 46％）と昨年比の割合で約 2.5 ポイント増加しました。 

平成 28 年度の成果目標（女性の防災訓練参加率 50％）達成に向けて、訓練参加促進を継

続して実施する事が望まれます。（消防局） 

 

…あと一歩欲しいところ 

★男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立を！！ 

 地域防災計画について、避難所でのＤＶを防止するための注意喚起や対策を示すマニュ

アルを、早急に作成する事が必要です。国の防災計画の最新データを活用し『避難所運営

における男女共同参画』の推進、女性の視点を入れた防災計画が必要です。 

改正災害対策基本法（平成 25年 6月 17 日成立）では市町村に災害時要援護者名簿の作

成が義務づけられました。防災施策の立案、実施及び情報提供に当たっては、 高齢者、

障がい者、妊産婦、乳幼児等災害時要援護者への配慮、男女共同参画の視点を取り入れた

防災体制の確立が急がれます。（危機管理室・消防局） 

★防災センター啓発コーナーでの工夫ある啓発を！ 

 避難所運営等について、防災センター啓発コーナーでの啓発を行うとの事ですが、平日

しか利用出来ない施設での啓発が、果たして有効的であるのでしょうか？例えば女性や障

がい者、乳幼児の子どもを持つ親の視点を入れた防災用品の展示をする等、すべての市民

が活用出来るように工夫し、啓発を『ただ行う』のではなく広く市民に伝えるにはどうす

れば効果的かを検討されるべきです。（危機管理室） 
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基本目標Ⅴ
＜成果目標＞

項目 担当課 計画当初 H23年分報告 H24年分報告
成果目標
（H28年度）

自治会長に占める女性の割合 まちづくり推進課
14.9%
(H22年度)

15.5%
(H24.4.1現在)

15.1%
（H25.4.1現在）

20%

女性の防災訓練参加割合 消防局 41.35%
43.5%

(H23年度)
46%

(H24年度)
50%

公園のバリアフリー化率 みどり公園課 75.0%
(H22年度末)

74.8%
(H23年度)

76.4%
(H24年度)

89.2%

日本語サロン参加者数 国際・平和課 394人
478人
(H23年度)

552
（H24年度）

480人
             

 

コラム⑤ 「防災に男女共同参画の視点を！」  
 第３次男女共同参画基本計画（平成 22年 12月・内閣府）において、『地域、防災・環境

その他の分野における男女共同参画の推進』を、重点分野の一つ（第 14分野）に掲げてい

ます。 

また、政府の『防災基本計画』においても、男女双方の視点への配慮や女性の参画拡大な

どが盛り込まれ、取り組みが進められています。 

 被災時には、増大した家庭的責任が女性に集中することなどの問題が明らかになってお

り、防災（復興）の取組を進めるに当たっては、男女のニーズの違いを把握して進める必要

があります。 

 地域で核となる女性防災リーダーの育成が急がれますが、女性側の苦手意識や学習の機会

が少ないこと、地域の防災訓練等でも、女性は炊き出し班や補助的な役割だけではリーダ

ーシップが育ちません。 

 『防災』はすべての人に関心があるテーマです。 女性の防災リーダー育成を目的とした

出前講座など、防災を軸に『まちづくり』や『地域福祉』など男女共同参画の視点でアプ

ローチ出来るのではないでしょうか？ 
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基本目標Ⅴ　男女が共に輝くまちづくり

施策内容 事業名 平成24年度の目標・プラン
H24年度に行った主な
取り組み及び成果

平成24年度の取組に
ついての課題

平成25年度の目標・プラン
所
属

(911310）
自治会連
合会運営
支援事務

地域における情報提供や
研修を積極的に行う。

自治会長全体のうち、女性会
長は32名で、15.1％であっ
た。
また、平成24年度の自治会研
修の女性の参加割合は23
名、11.9％で、地域リーダー
の育成に役立った。

地域において女性リーダー
の活躍が一定見られるが、
女性の割合にはほぼ変わり
がない。

引き続き地域における情報提供や研
修を実施する。

ま
ち
づ
く
り
推
進
課

（113305）
消費者活
動への支
援

　伊丹消費者協会会員だ
けでなく、より多くの市民
に参加していただけるよう
PRをする

平成24年度定例総会におい
て､「ジェネリック医薬品」につ
いて講演会を行った。
消費者大会では､研究テーマ
に基づき「蜜蜂の生産物」と
題し、講演会を開催した。

男性の参加割合が少なかっ
た。

平成25年5月14日､定例総会を開催
し､「最近の悪質商法」について講演
会を開催した。

消
費
生
活

（413206）
「伊丹市
保健衛生
推進連合
会女性部
会」

女性部会の名称を含めた
組織変更を行い、これま
での部会への10万円の活
動費一括支出を見直す。

女性部会への10万円の活動
費一括支出を見直し、保衛連
の事業としてその都度必要な
経費を支出するよう改めた。

女性部会の名称を含めた組
織変更。

女性部会の名称を含めた組織変更
を実施する。

生
活
環
境
課

（411101）
環境マネ
ジメントシ
ステム事
業

研修･会議等において、
引き続き男女共同参画の
視点に配慮していく。
監査員の選定にあたっ
ては、女性登用率が40％
を超えるように努める。

　伊丹市環境マネジメントシス
テムの市民監査会議等にお
いて、可能な限り男女均等に
役割を果たしてもらうようにし
ている。
　女性登用率は29％であっ
た。

　環境に対する見識のある
人に監査員となってもらうた
め、女性の適任者がいない
場合、女性の登用率を上げ
ることが難しい。

　引き続き、研修･会議等において男
女共同参画の視点に配慮していく。
　監査員の選定にあたっては、女性
登用率が40％を超えるように努める。

環
境
保
全
課

（130502）
老人クラ
ブ等補助
事業

老人クラブ活動への女性
会員の主体的な参加を促
進する。

研修会・料理教室などの女性
部の活動に男性会員が積極
的に参加できるよう、性別を問
わない事業展開を行った。
役員について、積極的な女性
登用が図れた。

会員の増加
若手会員の加入

地域での横のつながりを強め、見守
りや助け合いといった地域コミュニ
ティの形成を図るため、会員増強に
向けた魅力ある老人クラブ活動の推
進や単位老人クラブの普及・啓発に
努める

地
域
・
高
年
福
祉
課

伊丹市内のボランティア・
市民活動について、考え
る場としていく

意見交換会を実施（２回）
１回目：７月１７日
（テーマ）ボランティア交流会
を計画しよう。ボランティア活
動で大切だと思うこと５カ条を
考えよう
２回目：８月２５日
（テーマ）次世代のボランティ
ア育成についてボランティア
同士の連携について。ボラン
ティアセンターの場所の活用
について

登録ボランティアグループが
限られる傾向にあった。

より多くの方が参加できるように、日
時の設定を行うとともに、参加できな
いグループについても、書面での意
見を求める。

社
会
福
祉
協
議
会

（911204）
市民まち
づくりプラ
ザ事業

まちづくりプラザ等と連携
して、地域活動・ボラン
ティア活動に関する情報
提供や相談、啓発を行う。

まちづくりプラザでのまちづく
り活動支援に加え、「伊丹市
かけはしバンク」として、市民
にボランティアの情報を提供
する仕組みの運用を開始し
た。

まちづくりプラザの交流事業
の参加者に固定化傾向が
見られる。

市民相互の交流を目的としたカフェ
を継続して実施する。

ま
ち
づ
く
り
推
進
課

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営

各イベントへの登録しつ
つ
ボランティア協力を図る

こどもまつり・夏のゆうべ
もちつき会・ミモザの日

各イベントの参加に積極的に
関わることが出来た。

ボランティア協力に参加出
来ないグループへの自主的
な参加意識への改革。

・女性・児童センターで活動する登録
ｸﾞﾙｰﾌﾟの拡充に努める中、男性ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱを増やす。

女
性
・
児
童
セ
ン
タ
ー

　男性の特技、趣味などを
生かしたボランティア活動
に結びつけるための取り
組みを紹介するなどの工
夫をしたい。
内容を吟味して継続して
実施

定年退職を機に、何か活動を
しようかと考えている方を対象
に、同世代の方々が気軽に
集まり交流することで、何か新
たな活動へ踏み出すきっかけ
作りの講座開催。また、公民
館と共催した講座も開催。

定年後の世代の方を対象に
講座を開催しました。今後
は、子どものころから福祉に
関わるきっかけとなる講座や
啓発は必要。

毎年、実施している夏休みを活用し
た夏季ボラの実施とともに、秋から冬
にかけて(仮）子どもボランティアクラ
ブを実施予定。
定年後世代の方を対象とした講座も
継続実施。

社
会
福
祉
協
議
会

13-1-2
地域活動・ボ
ランティア活
動に男性が
参加する機
会を提供する
とともに、情報
の提供や相
談、啓発を行
う

【基本課題13】市民の連携による男女共同参画の推進
①さまざまな地域活動における男女共同参画の推進

13-1-1
様々な地域
活動におい
て、男女共同
参画の視点
が定着するよ
う 、 団 体 の
リーダーや会
員などへの情
報提供や研
修を行う
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（231103）
公民館事
業推進委
員会活動
事業
（231105）
講座等生
涯学習活
動支援事
業

講座を通して「人づくり」や
「地域づくり」に取組んで
いくとともに他施設とも連
携し人と地域を結びつけ
る実践活動を行う。

・ボランティア養成「子育てサ
ポータ養成講座」を実施。
・市民講座「金曜いきいき倶
楽部」を実施。

回を重ねるたびに参加者の
減少がみられた。

講座をきっかけに、公民館でのグ
ループ化を促進する。また、当館活
動グループに公民館事業へのボラン
ティアとしての参加を促し、公民館で
の学習成果を地域社会に還元する
ための仕組みづくりに取り組むこと
で、男性のボランティア活動へのきっ
かけづくりを行う。

公
民
館
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13-2-3
男女共同参
画の視点をも
ち、市政やま
ちづくりに関
わる女性の人
材育成を支
援するための
情報や学習
機会を提供
する

（921307)
女性・児
童セン
ター管理
運営事業
(921305）
男女共同
参画情報
紙発行事
業

公募した市民編集委員の
企画・編集による男女共
同参画情報紙「com-com」
を２号計8000部発行、編
集活動を通じて委員の啓
発を図る。

公募した市民編集委員の企
画・編集による男女共同参画
情報紙「com-com」を２号計
8000部発行、編集活動を通じ
て委員の啓発を図った。

発行までの編集会議の設定
に苦労した。

引き続き、活動を充実させ、内容と共
に編集委員の育成を支援する。

同
和
・
人
権
推
進
課

（911310）
自治会連
合会運営
支援事務

引き続き地域リーダー育
成の支援を行う。

自治会研修の女性の参加割
合は２３名、１１．９％で、地域
リーダーの育成に役立った。

２４年度は参加割合が低下
した。

引き続き地域リーダー育成の支援を
行う。

ま

ち

づ

く

り

推

進

課

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営事業
（921311)
女性のた
めのチャ
レンジ支
援事業

女性のためのチャレンジ
支援事業で、自治会など
地域活動における女性
リーダーの育成などの講
座を行う。

「災害の時あなたはどうす
る？」を女性・児童センターと
共同で開催し、女性の視点か
ら災害に強い地域づくりや女
性リーダーの視点を体験し
た。

講座での体験を生かせる場
づくりが必要。

女性のためのチャレンジ支援事業の
講座には、男女共同参画の視点を
地域活動で生かせる女性リーダーの
育成に視点を置いた内容を盛り込
む。

同
和
・
人
権
推
進
課

13-2-5
地域経済の
活性化に果
たす男女共
同参画の視
点の重要性
をふまえ、地
域おこし、観
光分野にお
ける施策、方
針決定過程
への女性の
参画の拡大
に配慮する

地域経済の活性化に果た
す男女共同参画の視点の
重要性をふまえ、観光分
野、まちなみづくり等に関
する施策や方針決定過程
への女性の参画の拡大を
図る。

まちなみづくり等に関する施
策会議等へ女性の登用を
図った。

継続的に女性の参画に繋
がる体制づくりの検討を行
う。

引き続き、観光分野、まちづくり施策
に関して、運営・企画・立案面等にお
いて女性の参画の拡大に配慮する。

都
市
デ
ザ
イ
ン
課

13-3-6
女性・児童セ
ンターにおい
て、男女共同
参画を推進
するグループ
や団体などに
対し、活動の
場や交流の
機会、情報の
提供などを行
う

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営

・伊丹市立女性・児童セン
ター連絡会議で連携を深
めている。
・伊丹市立女性・児童セン
ターの登録グループより
推進委員を推薦し、会員
会に参加する。

・連絡会議を開催して登録グ
ループの活動を共通認識し
ている。
・登録グループより推進委員
会に出席して、男女共同参画
について学ぶ機会とする。

・登録グループに継続的学
ぶ機会を持っていく。

地域で活動している団体とのネット
ワークを広げていく予定。

同
和
・
人
権
推
進
課

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営
（921302）
男女共同
参画計画
推進計画

市民企画事業の実施
市民企画事業「インドと日本
におけるＤＶの現状」

集客は少なかったがアジア
における女性問題としてミモ
ザの日に同タイトルで対談
を実施し、周知に努めた。

引き続き今年度も企画。
テーマを広げて市民企画を募集。
実施を支援していく。
実施予定（11月1～31日）

同
和
・
人
権
推
進
課

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営事業
（921302）
男女共同
参画推進
事業

①男女共同参画社会の
実現をテーマに市民から
川柳を募集。
②男女共同参画推進委
員と協働で研修会等を実
施する。

①一般24人（男8女16）から66
作品、小中学生196人（男75
女121）から302作品が集まっ
た。優秀作品（一般5句、小中
学生７句）を市民フォーラムで
表彰し、挿絵を添えて色紙を
作成し、市内各所のパネル展
で展示した。
②民生委員児童委員連合会
と協働で講演会「地域活動に
おける男女共同参画」を実施
235人が参加した。

①リータ、ことば蔵、きらら
ホールなど新たな展示をす
ることができた。新たな展示
先も開拓したい。
②参加できなかった方にも、
情報提供する工夫が必要。

①引き続き実施。市民が主役となる
事業として、優秀作品を少しでも多く
市民の目に触れるよう展示の機会を
増やす。
②他の推進委員とも協働し、新たな
啓発先を開拓する。

同
和
・
人
権
推
進
課

13-3-7
市民企画によ
り、男女共同
参画を推進
する講座や
講演会の実
施を支援する

②女性リーダーの養成とネットワークづくりへの支援

③市民活動などへの育成・支援

13-2-4
自治会など地
域活動にお
ける女性リー
ダーの育成
やそのネット
ワーク作りを
支援し、まち
づくりへの女
性の参画を
推進する
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13-3-8
市の指定管
理者や委託
事業者などに
対して、女性
の登用状況
などについて
調査するとと
もに、男女共
同参画出前
学習会等の
活用を促し、
男女共同参
画への理解
を働きかける

　女性・児童センター職員
には、研修会の参加を呼
びかける。月1回のセン
ター会議や出前講座で周
知を図る。
　他の指定管理には、機
会を見つけて働きかける。

　女性・児童センター職員は、
DVセミナーなどにも参加。月
１回のセンター会議や出前講
座で登録団体にも啓発を図っ
た。
　きららホールからパネル展
の呼びかけがあり、実施する
ことができた。

　他の指定管理者や委託事
業者への働きかけは、まず
は担当課に働きかける必要
がある。

　委託を行っている担当課に働きか
け、男女共同参画への理解を働きか
ける。

同
和
・
人
権
推
進
課

（111311）
災害時用
物資備蓄
事業

地域防災計画について、
避難所運営における男女
共同参画の推進のための
修正を図る。

地域防災計画について、避
難所運営における男女共同
参画の推進のため、以下の点
について修正を図った。
・避難所運営の意思決定に
女性の参画促進
・防災・震災対応に女性の視
点・配慮

避難所でのDVを防止する
ための注意喚起や対策を示
す防災計画に基づいたマ
ニュアル作りが必要。

防災計画に基づき、避難所マニュア
ル等の男女共同参画の推進の視点
からの修正検討を図る。

危
機
管
理
室

（921301）
男女共同
参画計画
推進事業

　女性・児童センター主催
の男女共同参画の視点か
らの防災に関する講座
へ、担当部局職員の参加
を呼びかける。

　３月の防災・減災フェアに
は、危機管理室職員の参加
があった。

　他市の動向や国の情報な
ど、担当部局へ情報提供を
続ける必要がある。

　引き続き、男女共同参画の視点が
生かされるよう働きかけを行う。

同
和
・
人
権
推
進
課

（120305）
防災啓発
事業

今後の課題の掘り起こし
が必要である。

避難所での男女共同参画の
視点で啓発を進めてきた。

防災計画における避難所で
の男女共同参画推進事項
について啓発を行う必要が
ある。

防災計画に基づき、男女共同参画
の推進の視点からの避難所運営等
について、防災センター啓発コー
ナーで啓発を行う。

危
機
管
理
室

（111102）
防災訓練
事業

総合防災訓練において、
特に地域団体や学校関
係において広く女性の参
加を求める。

平成25年1月27日に実施した
総合防災訓練において、自
治会や学校から女性の参加
を依頼し、ある程度の参加を
得た。

今後とも各団体に女性の参
加を依頼する。

市における災害図上訓練において、
女性職員の参加を進める。

危
機
管
理
室

（120305）
自主防犯
活動支援
事業

　・性別を問わず、幅広い
年齢層に対応できる防犯
活動用品の配布を実施。

　小学校区毎に立ち上げられ
た防犯グループに対して、防
犯活動用品を提供。
　性別及び年齢を問わず、活
用しやすい防犯活動用品を
選んでいただけるよう種類を
豊富にし、配布を実施した。
　地域の防犯活動の幅を広
げることに寄与した。

　活動の幅及び参加者の増
加等に繋がるよう、より市民
の要望に即した選択を可能
とする必要がある。

　・性別を問わず、幅広い年齢層に
対応できるだけでなく、市民要望に
応える防犯活動用品の配布を実施
できるよう努める。

安
全
対
策
課

・女性中堅教員へ総合教
育ｾﾝﾀｰ主催のミドルリー
ダー養成研修講座への参
加を校園長から助言指導
するなど、女性の管理職
登用を積極的に推進す
る。

女性中堅教員へ総合教育ｾﾝ
ﾀｰ主催のミドルリーダー養成
研修講座への参加を校園長
から助言指導することで、女
性中堅教員の参加者が増加
し、(H23年度は19名、H24年
度は24名）次期学校園経営
の担い手としての自覚を促す
ことができた。

管理職候補の人材が不足
する中、女性中堅教員のミド
ルﾘーダー養成研修講座へ
の参加者割合を保ち次期女
性管理職・リーダーとしての
意識付けをより一層進めて
いく必要がある。

女性中堅教員のミドルﾘーダー養成
研修講座への参加者割合を保ち、
次期女性管理職・リーダーとしての
意識付けをさらに進めむよう校園長
会や所属長ヒアリング等で指導して
いく。

職
員
課

13-4-11
男女ともに消
防・防災に関
する知識・技
術を身につ
け、女性消防
団員の登用
への取り組み
や DIG 訓 練
（災害図上訓
練）の実施な
ど、地域防災
の担い手とな
る女性の防災
リーダーを養
成する

（112101）
消防団活
動の活性
化
（111101)
自主防災
活動支援
事業

①女性消防団員の登用に
関する検討
②訓練への女性参加率の
向上

①女性消防団員に関する採
用のあり方ついて、近隣市へ
の情報収集及び研究
②訓練の普及啓発をおこな
い延べ参加者数１５０７人に対
して、女性の参加者数が６９２
人と昨年比の割合で約２．５
ポイント増加した

①条例に規定する定数１０３
名に対して、現状の実員が
９９名のため、登用するため
の人員枠を確保する必要が
ある
②訓練参加者の男女比は、
年々目標値に近づいている
ので、引き続き参加促進を
行うとともに、参加者の男女
比調査を実施する

①平成２７年度の女性消防団員登用
を目標とし、採用方法等を具体化さ
せる
②平成２８年度の成果目標（防災訓
練参加率５０％）達成に向けて、訓練
参加促進の継続を実施する

消
防
局

④防災における男女共同参画の推進

13-4-9
避難場所や
災害ボラン
ティア活動な
どの場におい
て、男女の
ニーズの違い
や安全の確
保など男女共
同参画の視
点からの配慮
がなされるよう
図る

13-4-10
地域の防災・
防犯活動で
の固定的な
男女の役割
分担意識を
見直し、防
災・防犯分野
における政
策・方針決定
の場への女
性の参画を
拡大させる
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(911206)
まちづくり
基本条例
推進事業
ラウンド

市民の活動の交流の場づ
くりの支援に努める。

まちづくりプラザにおいて、各
種カフェを開催するなど、市
民の交流の場づくりを支援し
た。

交流の場に参加する人が固
定化傾向にある。

より多様な市民が交流できるよう、引
き続き市民の交流の場の支援を行
う。

ま
ち
づ
く
り
推
進
課

より多くのボランティアグ
ループに、いきいきプラザ
のロビー活用の啓発を行
うとともに、実施の際には
支援を行う。

ボランティアグループによる
５/８こどもの日イベント
７/１０七夕の日
９/２５お月見会
１/１７ロビーコンサート
３/５ひなまつり

これまで以上に、多種多様
なボランティアグループの参
加

年間を通じて、ボランティアグループ
に呼びかけ、ロビーをグループ活動
発表の場として活用予定。

社
会
福
祉
協
議
会

14-1-1
バリアフリー・
ユニバーサル
デザイン推進
要綱に基づく
取り組みを支
援し、市民へ
の普及啓発
に努める

障がい者と社会との障壁
について、解消をめざす。

内部障がい者は外見から分
かりにくいため、つらい思いを
している方が多いことに気づ
き、ハートプラスマークの普
及、啓発に取り組んだ。

少しでも、やさしい心づかい
が広がるよう、地道であきら
めない活動が必要である。

障害者福祉センターの大規模改修
工事を前に各障がい者団体よりニー
ズ調査を行う。

障
害
福
祉
課

自立支援協議会の委員
構成で男女比が偏らない
ように努める。

自立支援協議会の委員構成
は２２人中１５人が男性委員で
あった。

家族会の委員に女性が多
く、行政機関の管理者として
の委員に男性が多いという
現実がある。

自立支援協議会の委員構成で男女
比が偏らないように努める。

障
害
福
祉
課

本市の男女共同参画計
画に基づき、より女性や弱
者の視点を取り入れ、環
境に優しい都市空間づく
りを推進していく。

平成24年度より都市計画審
議会会長に女性委員を推挙
させていただき、ご就任を頂
け、女性の視点から、より良好
な都市環境づくりを推し進め
る。

女性比率40％を超えること
が容易ではない。

より女性や弱者の視点を取り入れ、
環境に優しい都市空間づくりをいか
に実践していくかが課題であり、市民
の理解と参画協働を含め検討を進め
ていく。

都
市
計
画
課

　高齢者や障害者等あら
ゆる方々が公園内を円滑
に移動できるよう、出入り
口の段差解消や手摺設
置等の工事を行いバリア
フリー化を進める。

平松公園、南町公園、梅園公
園、西野二ツ塚公園の４公園
で、段差解消のスロープ工事
と手摺設置工事を実施した。

バリアフリー化されていない
公園を、今後とも計画的に
対策工事を行い、バリアフ
リー化整備率を向上させる。

引続きバリアフリー化されていない公
園について対策を講じ、高齢者や障
害者等あらゆる利用者の利便性を向
上させる。
平成25年度は主基公園、野間東公
園で段差解消と手摺を設置する。ま
た、瑞穂緑地では既存スロープが急
な勾配なため、改修工事を予定して
いる。

み
ど
り
公
園
課

（330404）
分譲マン
ション共
用部バリ
アフリー化
助成事業

市ホームページ等による
更なる周知を行い、当事
業の利用促進、助成件数
増加を図る。

ホームページ掲載（通年）や
パンフレット窓口配架を行っ
た。H24年度助成件数：2件
〔参考〕
H23年度…3件
H22年度…0件
H21年度…5件

バリアフリー化について必要
性の認識の向上、当事業の
周知

引き続きホームページ等による周知
を図るとともに公共空間のバリアフ
リー化を啓発する。
例）
①広報紙への掲載
②ホームページの内容をリニューア
ル
③既存マンション管理者向けセミ
ナーでの啓発・周知

住
宅
政
策
課

（433308）
道路安全
対策事業

・転落防止柵設置　5箇所
・橋りょう用高欄　　 1箇所
・側溝用床版　　　  1箇所

・転落防止柵設置 　2箇所
・橋りょう用高欄　　  1箇所
・側溝用床版　　   　1箇所

転落防止柵設置が水路管
理上の支障となるケースが
あり、地元調整において理
解を得られないことがある。

転落防止柵設置7箇所において地元
調整を早期に行い工事を発注する。

道
路
保
全
課

平成23年度に続き高齢者
や障がい者を含むすべて
の市民が安全で、安心し
て利用できるように、ユニ
バーサルデザインの視点
に立った施設の整備を行
う。

・幼稚園施設便所整備工事(1
件)
・(仮称)神津認定こども園整
備工事
・伊丹市立伊丹病院医局増
築工事
・危機管理センター等整備工
事
・天神川団地高齢者改造工
事

引き続き、学校施設の便所
整備工事及びその他施設
のバリアフリー化工事などに
おいて、より充実した結果を
目標とする。

・学校施設トイレ整備工事(７件)
・学校施設エレベータ整備工事(１
件）
・伊丹高等学校１号館大規模改造他
工事
・人権啓発センター大規模改造工事
・市営住宅高齢者向改造工事
・共同利用施設バリアフリー化工事

営
繕
課

幼稚園大
規模改造
等事業、
学校施設
の大規模
改造等事
業

幼稚園の大規模改造工
事において、ユニバーサ
ルデザインの視点にたっ
た整備を進める。

天神川幼稚園において、多
目的トイレの整備を含む全面
改修を行い、誰もが使いやす
い施設の整備を進めた。

今後も未整備校の施設につ
いて、順次計画的に実施す
る。

学校施設の改修工事において、ユニ
バーサルデザインの視点にたった整
備を進める。
トイレ整備-小学校3校(伊丹小・笹原
小・鴻池小)　中学校4校(西中･北中･
天王寺川中･笹原中)
ＥＶ整備-伊丹小

施
設
課

生活道路
の整備事
業

－ － －
昆陽池鋳物師線及び市道中村桑津
8116号線において、セミフラット歩道
の整備推進を図る

道
路
建
設
課

【基本課題14】ユニバーサルデザインの推進による男女共同参画の環境整備
①ユニバーサルデザインの普及啓発

②安全・安心の視点に立った都市計画の推進

③男女共同参画の視点に立った公共施設などの整備の推進

14-3-3
公共施設、住
宅、道路、公
園などのバリ
アフリー化、
ユニバーサル
デザイン化を
推進する。子
育て中の男
女が利用しや
すいように、
保育室や授
乳室、男女双
方のトイレへ
のベビーベッ
ド、ベビーホ
ルダーの設
置に配慮する

13-5-12
地域活動を
担う市民が気
軽に集えるよ
うな場を提供
する

14-2-2
都市計画や
福祉のまちづ
くりの推進に
あたっては男
女共同参画
の促進に努
める

⑤地域における「たまり場」づくり
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14-3-4
市バス事業に
おいてはモニ
ター制度など
により、男女
共同参画の
視点を積極
的に取り入れ
るとともに、ノ
ンステップバ
スによる車両
更新を行う

①昨年度に引き続き市バ
スモニター制度を活用し
ながら、より多くの利用者
の意見等を収集し、今後
の市バス運営に活かして
いく。
②ノンステップバス3両に
ついて車両更新を行い、
利便性の向上に努める。

①「伊丹市交通局モニター設
置要綱」を一部改正（定数を
15名以内から20名以内）し、
より多くの利用者からの意見
等を収集する仕組みへと変更
した結果、12名（男性6名、女
性6名）を採用して実施した。
②ノンステップバス3両につい
て11月に車両更新を実施し
た。

①要綱を一部改正したもの
の応募が少なく、また以前
モニターに参加した利用者
からの再応募が多かったこと
から、今後は新たな利用者
の獲得への方策を検討する
必要があると思われる。な
お、応募者の男女比につい
ては、近年に比べて均衡し
てきたと思われる。
②継続してノンステップバス
の車両更新を実施していく。

①より多くの意見等を収集し、市民
ニーズを活かした事業運営への参考
とするため、市バスモニターの公募を
前後期（前期7月・後期10月）の2回
に分けて実施する。
②平成25年度はノンステップバス4両
を10月初旬を目途に車両を購入して
増車を図り、雨の日の臨時便対応な
ど、お客様サービス向上に努める。

交
通
局

15-1-1
外国人市民
に対する多言
語による情報
提供や相談
体制の充実
に努める

（921410）
外国人市
民用生活
情報誌提
供事業
（921412）
外国人生
活相談支
援事業

①外国人市民のニーズの
把握。
②相談窓口の拡大。

市が受けた相談件数は146件
（対前年度比13件増）。
①外国人市民生活情報紙の
発行に際して返信はがき付き
のアンケートを同封。
②伊丹マダンの会場に行政
書士による外国人のための生
活相談コーナーを新設。

①アンケートに対する回答
数が少なかった。ニーズを
把握するためには直接、聴
き取ることが必要。
②相談実績はなかったが、
存在をPRすることができた。
今後は利用につながるＰＲ
に一層力を入れることが必
要。

平成25年度中に、外国人市民の意
見を直接、聴取しながら、多言語（英
語・中国語・韓国朝鮮語・ポルトガル
語）による生活ガイドブック＆防災
マップを作成する

国
際
・
平
和
課

15-1-2
外国人市民
が日本語や
日本文化・風
習を学ぶ機
会を提供する
とともに、日本
人に対しても
相互に文化
や風習を学
び合える機会
を提供する

（921402）
（921409）
外国語・
日本語講
座事業
伊丹マダ
ン企画運
営事業
国際・平
和交流協
会支援事
業

①中国語に加えて対象言
語を拡充する。
②研修等により日本語学
習サロンのボランティア講
師のレベルアップを図る。
③伊丹マダン、異文化理
解講座等の内容とＰＲの
充実。

①英語講座を新たに開講（10
月～3月・18回）。
②日本語学習サロン講師ボラ
ンティア対象に研修会を実
施。
③インド人シェフを招いた「イ
ンド料理教室」を実施し、食文
化の視点から異文化理解を
図った。

①実施回数について。
②ボランティアの教える技術
が一定レベルであることが必
要さらなるスキルアップにつ
ながる事業を実施する。
③興味、関心を引くテーマ
設定。

①会話を中心とし、年間を通して継
続実施する。
②研修会を継続実施する。
③引き続き、食や音楽など様々な視
点から異文化理解を図る。

国
際
・
平
和
課

15-1-3
広い視野を
持って異文化
を理解し、共
に生きていこ
うとする姿勢
を 育 て る た
め、国際理解
教育を推進
する

　道徳や総合的な学習の
時間だけでなく、学級活
動や児童・生徒会活動、
行事等において、国際理
解教育、多文化共生教育
を推進する。

　各学校において年間指導
計画のもと、国際理解教育、
多文化共生教育を実施した。
小・中・特別支援学校国際理
解教育担当者会において情
報交換を行い、成果と課題に
ついて共通理解を図った。

　国際理解教育担当者会の
充実

　道徳や総合的な学習の時間だけで
なく、各教科や学級活動、児童・生
徒会活動、行事等において、国際理
解教育、多文化共生教育を推進す
る。

学
校
指
導
課

15-2-4
女性の地位
向上や男女
共同参画に
関する国際
的な規範や
基準、取り組
みの成果を
周知する

　第6回「国際女性デーin
ミモザの日」を実施する。

　第6回「国際女性デーinミモ
ザの日」について、オンブード
の提案を受け、1週間前と当
日、たみまるを使用しPRした。
当日は、「インドと日本のDV
の現状」などのパネルディス
カッションなどが行われた。

　継続して参加してもらえる
よう、印象に残るイベントに
する必要がある。

　様々なテーマ、手法を工夫し継続
実施。

同
和
・
人
権
推
進
課

　伊丹ユネスコ協会事務
局として「カリヨンコンサー
ト」「いたみミモザの日」
「日本語教室」など各種事
業を共催。

　伊丹ユネスコ協会事務局と
して「カリヨンコンサート」「いた
みミモザの日」「日本語教室」
など各種事業を共催。

　活動内容から、担当課を
国際・平和課へ移行。

H25年度から国際・平和課が事務局
として担当。

同

和

・

人

権

推
進

課

(921413)
国際・平
和交流協
会支援事
業

「いたみミモザの日」のイ
ベントと連携する。

「いたみミモザの日」（平成25
年3月3日、女性・児童セン
ター）に職員研修として参加
（５人）。

伊丹市国際・平和交流協会
及び伊丹ユネスコ協会の事
務局として、連携を強化し、
情報収集、啓発を充実させ
る。

伊丹ユネスコ協会として実行委員会
に参画。また、国際･平和交流協会
にもイベントをＰＲする。

国
際
・
平
和
課

（113305）
消費者活
動への支
援

　関係団体と連携しなが
ら、リサイクル運動を推進
するため、ＰＲの強化に努
める

伊丹消費者協会の事業の1
つとして、リサイクル運動を推
進するため、リサイクルショッ
プを運営している。

多くの方が利用しやすいよ
う、リサイクルショップの周知
を図る。

春・秋の宮前まつりにおいても出店
し、リサイクル運動の推進を図る。

消

費

生

活

セ

ン

タ
ー

実行委員会の実行委員
への男性の登用につい
て、実現可能か検討す
る。
各家庭の中で男女を問わ
ずリサイクルを実践できる
取り組みの啓発をする。

実行委員会への男性登用に
は至らなかったが、リサイク
ル･フェア当日には、実行委
員会の構成団体に所属する
男性がスタッフとして参加し
た。

実行委員会の実行委員等
への男性の登用。
各家庭の中で男女を問わず
リサイクルを実践できる取り
組みの啓発。

実行委員会の実行委員等への男性
の登用について、実現可能か第1回
目の会議で検討する。
また、リサイクル･フェア当日のスタッ
フとして男性の参加を呼びかける。

生
活
環
境
課

④地球環境保全の視点に立った認識と取り組み

15-3-5
女性の地位
向上や男女
共同参画に
関して国際的
活動を行うN
ＧＯ、NＰＯな
どについて情
報を収集し、
啓発を行う

【基本課題15】地域の国際化と国際社会への貢献
①多文化共生への取り組み

②国際社会での男女共同参画に関する情報の収集と提供

③国際交流の推進、NGO・NPOへの支援

15-4-6
地球環境保
全や省エネ
ルギー、ごみ
減量やリサイ
クルなど環境
への活動に
おいて男女
共同参画を
促進する
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15-4-6
地球環境保
全や省エネ
ルギー、ごみ
減量やリサイ
クルなど環境
への活動に
おいて男女
共同参画を
促進する

改選にあたっては、女性
登用率40％をめざし、関
係団体の代表推薦におい
ても、女性が役職をもって
いる場合、優先して女性
の推薦を依頼する

　伊丹市環境審議会委員へ
の推薦において、男女の構成
比を考慮し、女性の推薦を依
頼した。
　女性登用率は27％であっ
た。

　委員が学識経験者・関係
団体の代表者・関係行政機
関の職員・公募市民で構成
されているため、適任者が
いなければ女性を推薦して
もらうことが難しい。

引き続き、改選にあたっては、女性
登用率40％をめざし、関係団体の代
表推薦においても、女性が役職を
もっている場合、優先して女性の推
薦を依頼する。

環
境
保
全
課

-59-



基本目標Ⅵ：計画の総合的な推進 

【基本課題 16】市民との協働による推進体制の確立 

【基本課題 17】市の率先した取り組みの推進 

【基本課題 18】男女共同参画に向けた拠点の充実 

 

【市民との協働による推進体制の確立】 

 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★男女共同参画推進本部を中心とした庁内の連携による推進体制の充実 

オンブードからの提言を受け、各担当課へ説明し、取り組み状況の報告を求める等、積

極的な努力は大変評価出来ます。課題に応じて担当課と連携し、推進体制の強化に期待し

ます。（同和・人権推進課） 

★市民参画による進捗管理 

男女共同参画施策市民オンブードによる進捗状況調査で、４つの視点からの新たな切り

口で調査報告が行われました。 

市職員による『ＰＤＣＡ』（プラン・実行・チェック・アウト）が実行されるよう、調査

表に目標枠を設定し実際に使用することが出来ました。書式を一新した為十分に活用出来

なかった所もありましたが、これを元にふりかえり、気づく事で自己評価につながること

を期待します。 

報告書の概要版を作成し、伊丹市人権・同和教育研究協議会全体研修会、差別を許さな

い都市宣言制定記念市民集会等の行事に 1,000 部配布しました。 

年度途中でもオンブードからの意見を取り入れ、新たな啓発を行うなど、迅速かつ柔軟

な対応は大変評価出来ます。今後の取り組みに期待します。（同和・人権推進課） 

★市民、市民団体、企業などと連携と協働 

昨年度より設置された男女共同参画推進委員会が作成した啓発紙『女と男のなぜ？！』

を自治会の協力により回覧（6,320 部）。多数の市民に対し啓発が行われました。 

男女共同参画推進委員会を通じ、地域・団体などに研修を実施しました。最初は意識し

ていなかったが、全く興味のなかった人々が参加したことにより気づきがあり男女共同 

参画についての意識付けとなりました。今後の広がりに期待します。（同和・人権推進課） 

 

…あと一歩欲しいところ 

★ 市民への意識・実態調査の実施への反映 

平成 27 年度（2015 年）に『男女共同参画に関する意識調査』を行うとのことですが、前

回調査（平成 22 年度実施）の結果、全国調査の結果（37.3%）よりも固定的性別役割分業

意識が高く（50.6%）根強く残っています。広く市民への固定的性別役割分業意識解消を、
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推進委員と連携しさらなる周知・啓発の機会について、働きかけてゆく必要があります。 

 伊丹市男女共同参画計画事業報告書について、男女比について統計が取れるよう、シー

トに男女比記入欄をもうけ書式を変更したが、比率を把握できない報告もあり、徹底が不

十分です。（同和・人権推進課） 

 

【市の率先した取り組みの推進】 

♪ＧＯＯＤ！！な点♪ 

★ オンブード活動用の一時保育を予算化 

男女共同参画推進委員会で、一時保育の活用があり、オンブード活動用の一時保育を予

算化できたことは評価できます。また介護サービスについてのニーズの把握はできなかっ

たことですが、アンケート等でニーズ調査を行うなど、さまざまな市民が参画できる機会

を増やせるよう努力を望みます。（同和・人権推進課） 

★ 女性職員・教員の管理職への登用促進、職域の拡大 

女性管理職の割合、20.3％（目標 20%）副主幹試験受験者数に占める女性の割合 46.7%（平

成 25年 4月 1日現在）女性の合格者数も増加しています。キャリアデザイン研修（職員）、

ミドルリーダー研修への参加を促し、研修を通じて管理職への昇任についての意識付けを

図っていることが増加につながりました。 

男性社会として動いている社会を伊丹市としても女性の視点を入れる為、積極的に女性

の登用する方向は多様な視点で考えられ、よりきめ細やかな市民サービスを提供出来るこ

とにつながります。（人事研修課） 

★ 行政従事者への男女共同参画についての研修の充実 

同和・人権推進課主催の男女共同参画推進研修を新任課長の必須研修に位置づけるよう

企画し、また新規採用職員研修の人権研修の中でも男女共同参画推進についての内容を盛

り込むとのことです。是非徹底していただきたいと思います。（人事研修課） 

 課長級職員を対象に男女共同参画施策推進研修（テーマ『職場とジェンダー』）を実施、

43 名（男性 33 名、女性 10 名）が参加しました。研修を受けた職員からは『自分の意識が

誰かを傷つけることにきづかされた』『意識から生まれる偏見や差別を考え行動を変えてい

くことが大切だと思う』などの意見がありました。全課長が一同に出席するのはむずかし

いとのことですが、計画関係課は代理でも必ず出席するよう働きかけていただきたいと思

います。（同和・人権推進課） 

★ 職員、庁内組織のネットワーク化への取り組み 

推進本部会、幹事会を開催されていますが、専門部会以外にも、課題別に連絡調整出来

る場を随時もうけるとのことで、関係課との連携をはかられることに期待します。（同和・

人権推進課） 

 

 

-61-



…あと一歩欲しいところ 

★ 行政委員会・審議会等の委員への女性の登用促進 

審議会等への女性の登用が 32.2%（平成 25 年 4 月 1 日現在）になり、0.3%アップしまし

た。各担当課への働きかけは行っているとのことですが、充て職の委員も多くあり飛躍的

に女性登用率を向上させるのは難しく、引き続き取り組みの継続が重要です。団体の長に

女性が少ない等、女性委員比率は伸び悩んでいるが、好事例の情報提供や委員の情報提供

などの働きかけを行い女性比率の向上に努めることを望みます。（人事研修課） 

★ 仕事と育児・介護の両立支援への率先した取り組み 

『伊丹市職員子育て応援プログラム』等制度についての周知、啓発は行っているとの事

ですが、制度の周知が不十分など取得しづらい職場環境があることが問題です。男性の育

児休業率が低いのは、育児休業は男性が取るものではないとの考えがあるからではないで

しょうか？育児をしたい男性も増えている事から（育児休業を利用したい男性 31.8%）* 

育児休業は『女性問題』だけでなく男性の問題でもあります。取りたい人が取れる職場環

境作りは管理職にかかっています。（人事研修課） 

 *厚生労働省『今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査結果』（平成 20年）より 

★男性の育児休業取得率が下降しています。 

平成 24 年度は、前年度に比べて男性の育児休業率が低下しました。その原因の分析並び

に対応策が出されていません。市の活動として数値目標を立てているからには、努力が必

要です。特に男性の場合は、他の制度も併せて目標設定や目標内容を見直す必要があるか

どうかの議論の必要性を考えてはいかがでしょうか。（人事研修課） 

★ 育児休業の制度の理解ができる工夫をしましょう。 

いくつかの制度があるにもかかわらず、ホームページへの記載だけでは市の職員への周

知が十分ではありません。これから出産に関係する可能性のある職員（男女問わず）に一

覧でわかりやすい情報提供として、紙ベース配布という能動的なアプローチであっても、

手を取って予め理解する手法が望まれます。（人事研修課） 

 

【男女共同参画に向けた拠点の充実】 

 

…あと一歩欲しいところ 

★ 男女共同参画推進拠点機能の充実 

女性・児童センターにおいて、今年度は男性の生活力アップと女性の経済力アップを基

本ベースに展開されました。『絵本クッキング（子どもと男性保護者）』『おやじ元気プログ

ラム、街を歩こう！マップをつくろう！』などの講座を実施し男性の参加につながりまし

た。しかし利用者を増やせば良いのではありません。今後とも男女共同参画の拠点で行う

意味を十分理解された上で、事業を実施するだけでなく、その内容や利用しやすさなど、

ハード面も含め拠点施設としての充実を期待します。（女性・児童センター） 
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基本目標Ⅵ
＜成果目標＞

項目 担当課 計画当初 H23年分報告 H24年分報告
成果目標
（H28年度）

市民意識調査における「女性差別撤廃
条約」の認知度

同和・人権推進課 38.4%
(H22年度)

- - 50%
(次回調査時)

市民意識調査における「オンブード」の
認知度

同和・人権推進課
14.6%
(H22年度)

- -
60%

(次回調査時)

男女共同参画推進委員会活動回数 同和・人権推進課 - (H24発足) 6回 6回

審議会等に占める女性委員の割合 人事研修課 32.4%
(H22年度)

31.9%
(H24.4.1現在)
(H23年度)

32,2％
(H25.4.1)

40%

女性のいない審議会等数 同和・人権推進課 6
(H22年度)

5
(H24.4.1現在)

  3
(H25.4.1現在)

0

女性管理職の割合 人事研修課 16.0%
(H22年度)

20.0%
(H24.4.1現在)
(H23年度)

20.3%
(H25.4.1現在)
(H24年度)

20%

副主幹昇任試験受験者に占める女性
の割合

人事研修課 34.8%
(H22年度)

42.1%
(H23年度)

46.7%
(H24年度)

35%

男性職員の育児休業取得率 人事研修課
14.2%
(H22年度)

11.1%
(H23年度)

3.7%
(H24年度)

5%以上を維持し、

13％を目標とする  

コラム⑥   「女性センターとは？」   
女性センターは、都道府県、市町村等が自主的にに設置している女性のための総合

施設です（*1）。地域により『女性センター』『男女共同参画センター』など名称は様々
です。 
この施設は、女性差別・男女格差を是正するため、女性のエンパワーメント（*2）、

男女平等を推進し、男女共同参画社会の実現をめざす場です。そこでは、学習・相談

の機会提供や交流をとおして、女性が問題を解決する力を高められるように各種の事

業の展開されることが期待されています。 
 伊丹市では、伊丹市総合計画（第 5 次）において『伊丹市立女性・児童センター』
が男女共同参画推進の拠点施設として位置づけられました。 
 現在、同センター内の『女性交流サロン』では、女性問題に詳しい専門の相談員に

よる女性のための相談業務（託児付）が行われています。また、女性自立を促進する

ため、育児中の女性も参加しやすいように託児付きの講座も複数行われています。 
 どの事業も同様ですが、伊丹市の女性センターが、多くの女性の支えとなる安心安

全な施設であり、目的に沿った施設として機能しているかの検証を怠ることない事業

運営が重要です。 
 今後も多くの市民が女性センターに立ち寄り、女性の問題に対して認識を深めてい

けるようなセンターになることを望みます。 
 

*1参考 内閣府男女共同参画局 HPより 

*2 人が本来持っている内なる力、自分自身の力で問題や課題を解決していくことが出来る能力を獲

得すること。 
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基本目標Ⅵ　計画の総合的な推進

施策内容 事業名 平成24年度の目標・プラン
H24年度に行った主な
取り組み及び成果

平成24年度の取組に
ついての課題

平成25年度の目標・プラン
所
属

16-1-1
伊丹市男女
共同参画推
進本部を中
心とし、各課
等の連携のも
と、推進体制
の充実・強化
に努める

　伊丹市男女共同参画本
部会議、同幹事会を開催
し、市民オンブードからの
提言を受けて、各担当の
連携を図り、推進体制の
充実に努める。

　伊丹市男女共同参画本部
会議、同幹事会を開催した。
幹事会では、市民オンブード
との意見交換がなされた。ま
た、オンブードからの提言を
受けて、各担当課へ説明し、
取り組み状況の報告を求め
た。

　専門部会は開催しなかっ
た。

　伊丹市男女共同参画本部会議、同
幹事会を開催し、市民オンブードか
らの提言を受けて、各担当の連携を
図り、推進体制の充実に努める。課
題に応じて担当課と連絡調整を行う
など、推進体制の強化に努める。

同
和
・
人
権
推
進
課

16-2-2
男女共同参
画施策市民
オンブードを
設置し、本計
画の進ちょく
状況調査す
る。調査結果
は報告書を
作成し、市民
に公表する。
市はオンブー
ドからの提言
事項は、積極
的に施策に
反映させるよ
う努める

（921309）
男女共同
参画施策
市民オン
ブードに
よる進捗
状況調査

　年々のテーマを設定す
るなど調査内容の重点化
を図る。調査結果は新た
に男女共同参画推進委
員会との連携を図りなが
ら、広く市民への周知に
努める。

　３つの視点からの新たな切り
口での調査報告が行われた。
報告書の概要版を作成し、広
く市民に配布した。男女共同
参画推進委員会との意見交
換をはじめ、「ぐるっと一日男
女共同参画」や「市民オン
ブードがっつり報告会」など、
市民との意見交換が図られ
た。年度途中でも、オンブード
からの意見を参考に、新たな
啓発に努めた。

　提言内容を積極的に反映
させるよう、担当課への働き
かけが必要。

　調査表に目標枠を設定。市民オン
ブードの提言を積極的に活用し、施
策に反映させるよう各課と連携を図
る。オンブードと推進委員会を始めと
する市民の交流の場を広く設け、広
く市民への周知に努める。

同
和
・
人
権
推
進
課

16-3-3
男女共同参
画啓発推進
委員会を設
置し、多様な
市民、市民団
体との協働に
より男女共同
参画を推進
する

（921301）
男女共同
参画計画
推進事業

　男女共同参画委員を委
嘱し、活動を行う。地域・
団体などにおける研修実
施、啓発事業への参加・
協力、啓発資料の作成・
活用など。

　団体推薦8名、市民公募2名
の委員を委嘱し、意見交換、
地域でのアンケート調査、協
働での研修会やイベントを実
施。市民向けの啓発紙を作
成。

　委員の日程調整が難しく、
1回の委員会を２グループに
分けるなどして実施した。

　啓発紙の活用。25年度は委員を12
名に増やし、多様な市民、市民団体
との協働による啓発を続けていく。

同
和
・
人
権
推
進
課

16-4-4
男女平等や
男女共同参
画に関する市
民の意識や
実態等につ
いて平成27
年度に調査
を行い、結果
を施策に生か
すとともに、市
民に対してき
め細かく広報
する

　新たに男女共同参画推
進委員会を設置し、前回
調査（平成22年度実施）
の結果から、広く市民へ
の固定的性別役割分担
意識の解消を啓発する。

　男女共同参画推進委員会
を設置し、固定的性別役割分
担意識について意見交換を
行い、啓発紙を作成した。

　さらなる周知・啓発の機会
について、働きかけが必要。

　啓発紙の自治会回覧パネル化によ
る展示を各イベントで配布などの活
用、H25年度の男女共同参画推進
委員と連携して継続した取り組みを
行う。

同
和
・
人
権
推
進
課

16-4-5
各種の実態
調査におい
ては男女の
おかれている
状況やニー
ズを把握する
よう努める

　伊丹市男女共同参画計
画事業報告等において
は、男女比について統計
を取るように各課に依頼
する。

　伊丹市男女共同参画計画
事業報告等においては、男
女比について統計を取るよう
に各課に依頼した。

　比率を把握できない報告
もあった。

　伊丹市男女共同参画計画事業報
告等においては、男女比について統
計を取るように各課に依頼する。

同
和
・
人
権
推
進
課

　審議会委員の女性登用
率の向上を図る。

①審議会ＤＢの活用
　審議会を所管する所属にお
いて女性登用率の確認がで
きることで所属への意識付け
を図り、審議会委員等の任命
の人事研修課への合議の際
に確認し、指導を行った。
②通知による周知徹底
　審議会ＤＢの各所管の審議
会等の情報を更新するよう通
知する中で、男女いずれもが
委員総数の40%以上になるよ
う再度周知徹底を図った。

各担当課へ働きかけは行っ
ているが、審議会委員を決
定するのは当該審議会を所
管する各所属であること、委
員の中には宛職の委員も多
くあることから、人事研修課
としては飛躍的に女性登用
率を向上させる術が見出し
にくい。

引き続き各担当課への働きかけを
行っていく。

人
事
研
修
課

【基本課題16】市民との協働による推進体制の確立
①推進本部を中心とした庁内の連携による推進体制の充実

17-1-1
審議会等の
委員は、男女
いずれもが委
員総数 の ４
０％以上とな
るよう努めると
ともに、女性
委員のいない

②市民参画による進ちょく管理

③市民、市民団体、企業などとの連携と協働

④市民への意識・実態調査の実施と施策への反映

【基本課題17】市の率先した取り組みの推進　①行政委員会・審議会等への女性の登用促進
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　審議会の女性の登用に
ついて、各課へ働きかけ
るとともに、好事例の情報
共有を図る。

　審議会の女性の登用につ
いて、平成24年4月1日現在
は31.9%と伸び悩んだ。各課
へ好事例の情報提供や、委
員の情報提供などの働きかけ
を行った。

　各団体の長に女性が少な
いなど、女性委員の比率は
伸び悩んでいる。

　工夫できる点を各担当課と情報提
供しながら、女性の比率の向上に努
める。

同
和
・
人
権
推
進
課

17-1-2
審議会等委
員の市民公
募枠につい
ては、人数の
拡大と、男女
の構成比を
考慮した上で
積極的改善
措置を働きか
ける

(911101)
まちづくり
基本条例
推進事業

引き続き幅広い市民が審
議会等に参加していただ
けるような仕組みを検討す
る。

まちづくり推進課所管の審議
会について、女性委員の登
用に努めた。

審議会の公募委員の応募
者数の固定化、漸減傾向が
見られる。

市民委員の新たな募集方法を検討
し、多様な市民の参画に努める。

ま
ち
づ
く
り
推
進
課

審議会委員の女性登用
率の向上を図る。

　リストは作成していないが、
上記の取り組みを行った。

　各所属が所管する審議会
に適任な新たな女性委員候
補を人事研修課として探す
ことが難しい。

引き続き各担当課への働きかけを
行っていく。

人
事
研
修
課

　各課等からの依頼があ
れば対応できるよう、人材
の発掘・育成に努める。

　依頼があった担当課へ情報
提供を行った。

　専門の学識経験者等につ
いての情報が少ない。

　引き続き、各課等からの依頼に適
切に対応するとともに、男女共同参
画情報紙編集や男女共同参画推進
委員会活動、講座の実施等を通じて
新たな人材の発掘・育成に努める。

同
和
・
人
権
推
進
課

17-1-4
審議会等の
開催時には
一時保育や
介護サービス
を行うよう努
める

　男女共同参画推進委員
会に一時保育を予算化。

　男女共同参画推進委員会
で一時保育の活用があった。

　介護サービスについての
ニーズの把握ができなかっ
た。

　講座等のアンケートなどで、ニーズ
調査を行う。
　オンブード活動用の一時保育を予
算化。

同
和
・
人
権
推
進
課

女性の管理職登用へつな
がるよう、研修等を通じて
管理職への昇任について
の意識付けを図る。

①キャリアデザイン研修
　管理職への昇任を含めて、
自分のキャリアプランについ
ての意識付けを行うことができ
た。
　平成24年度参加者実績　30
歳研修25名（内女性11名）、
40歳研修16名（内女性7名）、
50歳研修7名（内女性3名）
②昇任試験
　昇任試験の受験の奨励を
図る。試験対象者を各所属部
長に通知し、対象者に奨励を
諮った。
　副主幹試験受験者数15人
中女性7人。主査試験受験者
数43人中女性30人。

管理職登用に際し、昇任試
験の結果をもとに公平・公正
に取り扱う必要があるため、
結果的に登用率の向上に
つながらない場合がある。

引き続き管理職への昇任への意識
付けを行っていく。

人
事
研
修
課

(999933)
教職員の
ための各
種講座及
び研修･
研究活動
(999936)
人材育成
型人事管
理推進事
業

ミドルリーダーの資質・能
力の向上を図り、学校園
運営に主体的に参画する
人材を育成する。

50人中24人の女性教員が研
修に参加し、その中でミドル
リーダーとしての役割や各学
校園における学校園運営お
よび管理職の職務内容や心
構え等について研修を行い、
管理職に対する女性教員の
意識啓発を行うことができた。

前年度より女性教員の受講
者が増えている。今後も継
続して各学校園長に対し
て、受講を促す働きかけを
行う。

学校園運営に主体的に参画できる
女性管理職登用に向け、女性ミドル
リーダーを育成するための研修会を
実施する。

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

17-2-6
性別により偏
在の あ る 職
場・職種を見
直し、女性の
職域を拡大
するとともに、
男女の相互
乗り入れを図
る

偏在のある職場について
引き続き人事異動等によ
り解消を図っていく。

　女性が多い保育士の採用
において、職員採用募集時
に、伊丹市では男性保育士も
女性保育士もともに活躍して
いる様子をアピールし、男女
問わず応募してもらえるよう努
めた。
　職務内容、職場状況を把握
し、人事異動等で偏在を解消
するよう努めた。

職員採用は試験結果に基
づき、公平・公正に行う必要
があるため、採用試験自体
で偏在をなくすよう取り扱うこ
とはできないため、結果的に
採用において解消を図るこ
とができない場合がある。

引き続き、採用募集時の工夫、人事
異動等で対応を図っていく。

人
事
研
修
課

審議会等を
解消する

17-2-5
リーダー養成
研修の実施
や昇任試験
受験の奨励、
メンター(先輩
の助言者）の
活用等に取り
組み、女性の
管理職登用
を積極的に
推進する

17-2-7
職員及び教
員に対する男
女平等、男女
共同参画に
関する意識
調査を検討
する

②女性職員・教員の管理職への登用促進、職域の拡大

17-1-3
審議会等の
委員として推
薦できるよう
な女性人材リ
ストを作成し
活用するな
ど、人材の発
掘に努める

同
和
・
人
権
推
進
課

　研修のアンケートを活用
して意識調査を行う

・課長研修において参加職員
対象に固定的性別役割分担
意識についてアンケート調査
を行った。

・43名中19％が固定的性別
役割分担意識について「賛
成」もしくは「どちらかといえ
ば賛成」だった。

　市民オンブードのヒアリング活動や
推進本部会議等において職員の意
識動向の把握に努める。
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17-3-8
「伊丹市職員
子育て応援
プログラム」に
ついて周知、
啓発し、目標
数値の達成
状況をチェッ
ク す る 。 特
に、男性職員
に対して育児
休業・介護休
業の取得に
向けて情報
提供や啓発
を行う

制度についての情報提供
や啓発を行い、取得を促
していく。

育児休業を取得した男性職
員の育休体験記を職員広報
で紹介するなどして制度への
理解、啓発を図った。

制度の周知、啓発は行って
いるが、多様化・高度化する
市民ニーズに応えるべく各
所属とも苦慮している現状
があり、各制度それぞれの
取得者数を飛躍的に増や
すことには困難な面がある。

引き続き、同様の取り組みを継続し
ていくとともに、短期介護休暇等短期
間の取得の活用等もさらに図ってい
けるよう取り組んでいく。

人
事
研
修
課

階層別研修や職場研修
で受講できるよう企画す
る。

　昨年同様、全庁的な取り組
みとして、職場研修を推進し
た他、新規採用職員、主任、
主査、副主幹及び課長級の
各階層ごとに人権研修を実施
した。その一つとして、新任主
査研修では人権学習指導者
養成講座を受講後、新規採
用職員との合同実施研修の
中で人権に関するグループ
ワークのファシリテーターを体
験させ、新規採用職員の人権
感覚の向上に努めるととも
に、実践的な人権学習に取り
組んだ。

　ここ数年、定年退職等で多
数の職員が退職していること
から、新規採用職員数も新
任の管理職も通常より多い
状況が続いており、引き続き
階層ごとの人権研修を充実
させていく必要がある。

引き続き、同様の取り組みを継続す
るとともに、同和・人権推進課主催の
「男女共同参画推進研修」を新任課
長の必修研修に位置づけるよう企画
する。また、新規採用職員研修の人
権研修の中でも男女共同参画推進
についての内容を盛り込む。

人
事
研
修
課

　職場研修を実施する課
長級職員を対象にジェン
ダーの視点を研修する

　課長級職員を対象に男女
共同参画施策推進研修
（テーマ「職場とジェンダー」）
を実施、43名（男33女10）の
参加。

　全課長が一同に出席する
のは難しいため、工夫が必
要。

・課長級研修を7月に実施する。計画
関係課は代理でも出席するよう呼び
かける。
・「com-com」、男女共同参画啓発紙
などを職場研修に活用できるよう工
夫する。
・女性・児童センターの講座に関係
課職員が参加できるようよびかける。

同
和
・
人
権
推
進
課

必要に応じて人事研修課
が主催する研修に嘱託職
員・臨時職員や外郭団体
職員が参加できるよう取り
組む。

　職場人権研修や、各種集合
研修を嘱託職員・臨時職員や
外郭団体職員が受講できるよ
う働きかけた。

市職員以外の者については
人事研修課の直接の担当
ではないため、取り組める内
容には一定限界がある。

引き続き、必要に応じて人事研修課
が主催する研修に嘱託職員・臨時職
員や外郭団体職員が参加できるよう
取り組む。

人
事
研
修
課

ボーイスカウト、ガールス
カウトへの研修会等を要
請

ガールスカウトが年間を通じ
て男女共同参画の視点を持
つ活動を行った。

啓発のみで指導者研修会
は実現していない。

青少年育成団体の指導者への研修
会等を要請し、研修会等が実施でき
ない場合については、チラシ配布に
よる啓発も検討する。

こ

ど

も

若

者

企

画

課

スポーツリーダー養成講
習会で、性別・年齢を問わ
ず、誰もが気軽に楽しめる
ニュースポーツの講習を
実施することにより、男女
共同参画の視点に配慮し
たスポーツ活動を推進す
る。

スポーツリーダー養成講習会
において、男女がともに楽し
めるニュースポーツの一つで
あるスポンジボールテニスの
審判講習会を開催した。SC２
１の会員を含めた市民の方々
に参加をいただいた。

講習会等を実施する場合は
広く発信し、参加を呼びか
けることが必要である。それ
により、ニュースポーツの存
在を知っていただき、講習
会等に参加いただくことが、
男女共同参画に実現に貢
献できると考える。

男女共同参画の視点を持てるよう、
ニュースポーツの存在を多くの方々
に知っていただくためにも、伊丹市ス
ポーツ推進委員と連携しながら研修
の実施、参加への働きかけを行う。

伊
丹
ス
ポ
ー

ツ
セ
ン
タ
ー

(212104)
家庭教育
ボランティ
ア研修会

登録ボランティアの資質
向上を図る。

　登録ボランティア45名を対
象に、基調講演と家庭教育推
進事業についての報告。参
加者31名。

　参加人数の増加及び研修
内容の充実を図る。

登録ボランティアの資質向上を図る。

家
庭
教
育
課

（213104）
青少年問
題相談事
業

・担当職員や少年補導委
員、少年進路相談員等の
スキルアップを行う。

・少年進路相談員研修会、少
年育成協会全体研修会、青
少年を守る店連絡協議会研
修会、少年補導委員全体研
修会、青少年健全育成研修
会等を実施し、少年補導委
員、少年進路相談員、学校関
係者、保護者、行政関係者に
参加を働きかけた。
・近畿、県、阪神間で行う補導
委員研修会も含めた、年間１
８回の研修に１，０９５名が参
加し、職員の資質向上を図っ
た。

継続して、意識の向上を
図っていく必要がある。

男女協働参画の視点をふまえた研
修を行う。

少
年
愛
護
セ
ン
タ
ー

17-4-9
職員研修に
おいて、階層
や職種などに
応じたプログ
ラムや手法の
研究、教材の
整備に努め、
男女共同参
画の視点に
ついて全職
員が受講でき
るよう研修を
実施する

③仕事と育児・介護の両立支援への率先した取り組み

④行政従事者への男女共同参画についての研修の充実

17-4-10
行政に関係
する職員やボ
ランティアな
どが男女共
同参画の視
点をもって市
民に接するこ
とができるよ
う、研修の実
施、または参
加への働きか
けを行う

-66-



17-5-11
庁内の男女
共同参画推
進に向けた体
制づくりに取
り組む

　計画推進担当課がオン
ブードヒアリングを受けた
ままで終わらないよう
フォーローを行う。

　オンブード報告書を受け
て、提言内容について各課に
説明し、対応状況の報告書の
提出を求めた。

　新たな試みのため、説明
に苦慮した。

　専門部会以外にも、課題別に連絡
調整ができる場を随時設ける。

同
和
・
人
権
推
進
課

17-6-12
男女共同参
画の推進に
関して、法制
度の整備・充
実などについ
て国や県に
要望する

　新たに婦人相談員研究
協議会に参加し、情報収
集等に努める。

・新たに婦人相談員研究協議
会に参加し、情報収集等に努
めた。
・内閣府のヒアリングに参加
し、市の現状を伝えた。

　要望に向けての課題を整
理する必要がある。

　25年度は、DVネットワーク会議を本
市が担当するため、県会議への参加
が増えることも活用し、より多くの情報
を収集する。

同
和
・
人
権
推
進
課

18-1-1
女性・児童セ
ンターが本市
の男女共同
参画推進の
拠点施設とし
て、男女の利
用が促進され
るよう環境整
備や周知を
図る

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営

男性と子どもの生活力アッ
プの講座を企画予定

・男の料理講座
・おやじ元気プログラム、街を
歩こう！マップをつくろう！
・絵本クッキング（子どもと男
性保護者）

男性へのPRをしていく
より多くの市民に親しまれ利用される
よう市民との協働事業を推進する。

同
和
・
人
権
推
進
課

18-1-2
女性・児童セ
ンターにおい
て、男女共同
参画に関する
情報提供、活
動の場の提
供、学習・啓
発・相談など
を行い、男女
共同参画の
拠点機能の
充実を図る

（921307）
女性・児
童セン
ター管理
運営

男女共同参画センターの
機能を充実させた中核施
設としての基盤づくりを継
続的に進める

男女共同参画に関する情報
提供、活動の場の提供、学
習・啓発・相談などを行い、男
女共同参画の視点を持つグ
ループの立ち上げ支援を
行った

男女共同参画の視点を持っ
たグループが立ち上がり活
動が期待できる

男女共同参画推進拠点施設としての
機能の充実を目指し、センターの事
業計画や運営について意見を聞くセ
ンター運営委員会の設置を検討す
る。

同
和
・
人
権
推
進
課

18-1-3
女性・児童セ
ンターにおい
て、地域にお
ける課題解決
や実践的活
動につながる
知識習得、課
題の把握・解
決のための情
報提供、人材
発掘・育成な
どの機能を充
実させる

(921307)
女性・児
童セン
ター管理
運営

『防災減災』をテーマに各
団体、自治体等と共催し
企画予定。
少る高齢化など社会の変
化とともに様々な観点から
の地域づくりの重要性が
高まっている折、地域活
動への男女共同参画の推
進を図る

・女性リーダー支援『災害の
時、あなたはどうする？』を
テーマに講座開催
・防災減災ワークショップ、県
立男女参画センターと共催で
防災減災フェアを開催

地域で活動する数多くの団
体に声かけをしたり、消防署
の協力を得て避難訓練をす
ることで、参加者も増え広く
啓発することが出来た

・多くの来館者の見込める「ぐるっと
一日だんじょきょうどうさんかく」に組
み込み『防災減災』を企画。
・社会の変化に的確に対応した事業
展開を図る。
・地域における課題解決や実践的活
動に繋がる知識習得・意識向上の為
の講座を開催
8/21,28「制作決定の場に女性を」

同
和
・
人
権
推
進
課

⑥県や近隣自治体との連携

【基本課題18】男女共同参画推進拠点の充実
①男女共同参画推進拠点機能の充実

⑤職員、庁内組織のネットワーク化への取り組み
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日　　程 開始時刻 対象職場 時　間

10:00 介護保険課
課長

前田　勝弘
＿ ― ― ― ― 50分間

11:00 消防局
消防総務課長
福井　浩次

予防課長
松本　三治

消防総務課副主幹
六楽内　英樹

＿ ― ― 60分間

10:00 こども福祉課
課長

弥野　ツヤ子
主査

森川　隆彦
― ― ― ― 60分間

11:00 子育て支援課
課長

藤原　安紀子
― ― ― ― ― 60分間

13:00 こども若者企画課
課長

辻本　彰子
主査

矢野　敬一
― ― ― ― 60分間

11:00 総合教育センター
副主幹
和久　学

― ― ― ― ― 50分間

13:00 女性・児童センター
所長

森本　正幸 近藤　桂子
― ― ― ― １２0分間

６月２８日（金） 13:30 社会福祉協議会
センター長
仲井康郎

センター長
坂田一明

主査
清原嘉彦

― ― ― 50分間

10:00 地域・高年福祉課
課長
蓼原　恵

主査
大池るい子

― ― ― ― 50分間

11:00 家庭教育課
課長

善入美津治
主査
藤本　幹

― ― ― 50分間

13:00 広報課
課長

西本秀吉
田井雄大 ＿ ＿ ＿ 50分間

10:00 保育課
課長
岡田　章

副主幹
澤田淳子

― ― ― ― 50分間

11:00
　環境保全課
生活環境課

課長
辻　博夫

森本瑞江
課長

吉田成俊
辰岡めぐみ ― ― 50分間

13:00 まちづくり推進課
課長

小野信江
主幹

小宮正照
主査

山名晶子
佐藤隆哉 ― ― 60分間

10:00 健康政策課
課長

岡本綾子
副主幹
千葉　純子

― ― ― ― 50分間

11:00 人事研修課
副主幹
富永猛

副主幹
藤田浩之

主査
大山顕史

氏家成樹 ― ― 60分間

13:00 障害福祉課
主査

高代真由美
太田收 ― ― ― ― 60分間

10:00
人権教育室
危機管理室

主幹
松山和久

主幹
井手口敏郎

― ― ― ― 60分間

11:00 学校指導課
課長

春名潤一
主査

井村明子
― ― ― ― 100分間

13:00 伊丹病院
課長

田中久雄
副看護部長
大迫

副主幹
岩崎

副主幹
永松

― ― 55分間

７月１０日（水） 13:00
公民館
図書館

館長
田中茂

安田
館長

池田真美
― ― ― 50分間

７月１１日（木） 13:00 同和・人権推進課
課長

寺井和代
主査

金井英子
― ― ― ― 120分間

７月２２日（月） 10:00 同和・人権推進課
課長

寺井和代
主査

金井英子
― ― ― ― 150分間

７月８日（月）

６月１0日（月）

７月１日（月）

７月４日（木）

７月５日（金）

６月２６日（水）

平成25年度ヒヤリング実施経過

６月２４日（月）

ヒヤリング出席者
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平成２５年度 

伊丹市男女共同参画施策市民オンブード活動記録 

 
４／１～４／１６ オンブード公募期間 
５／ １（水） オンブード面接 
５／２１（火） オンブード委嘱式、打ち合わせ…市役所第５会議室 
５／２７（月） オンブードヒヤリング打ち合わせ…総合教育センター 
７／ ３（水） オンブードヒヤリング打ち合わせ…中央公民館 講座室 A 
７／ ８（月） ベイコミュニケーションズとの打ち合わせ・・・同和・人権推進課 
６／１０（月）～７／２２（月） 男女共同参画施策市民オンブードヒヤリング 

      ＜詳細 平成２５年度ヒヤリング実施経過＞ 
７／１０（水） 男女共同参画施策推進研修･･･総合教育センター２階研修室 
７／１１（水） オンブードヒヤリング打ち合わせ…市役所 B１会議室 
７／１２（金） ケーブルテレビ収録（永原さん）７月下旬放映 
７／３０（火） オンブード打ち合わせ（報告書作成について）…総合教育センター３F会議室 
７／３０（火）～８／２６（月） 報告書案作成           
８／２６（月） オンブード打ち合わせ（報告書作成について）…保健センター計測室（AM） 

３F相談室（PM） 
９／ ４（水） オンブード打ち合わせ（報告書作成について）…総合教育センター３F会議室 
９／１１（水） オンブード打ち合わせ（報告書作成について）…総合教育センター３F会議室 
９／１７（火） オンブード打ち合わせ（報告書作成について）…総合教育センター３F会議室 
１０／１（火） オンブード打ち合わせ（報告書作成について）…伊丹市役所 B1 会議室 
１０／９（水） 伊丹市男女共同参画推進本部幹事会･･･総合教育センター３F多目的室 
１０／２０（日）ぐるっと一日だんじょきょうどうさんかく･･･女性・児童センター 
１０／２３（水）伊丹市男女共同参画推進本部会議･･･企画会議室 
１０／２８（月）伊丹市男女共同参画推進委員会との意見交換･･･総合教育センター３F多目的室 
１２／ ８（日）男女共同参画推進市民フォーラム･･･ことば蔵 
１２／１１（水）男女共同参画施策市民オンブードがっつり報告会（予定） 
３／ ８ （日）いたみミモザの日…女性・児童センター（予定） 
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調査を終えて 

 
 今年度、気づいたことが２つあります。1つ目は、オンブードも 2年目となり、昨年のこ
とがどのように生かされているのかという、事業の継続や変更が見えるようになりました

が、残念なのは、なぜ継続したのか、変更したとすればなぜなのかがわからないことです。 
 人は何かをする場合には、必ず何らかの「理由」があるものです。市民の税金を使って

行っているものに「理由」がないとは考えにくいものです。しかし、「理由」が見えないの

です。２つ目は、目的が見えないことです。目的がなければ、目的のために何をすれば良

いかの知恵を絞る機会を逸します。そのため、新たな発想をすることがなく、変更の必要

性を感じることもできずいつも同じことを漫然と繰り返すに至ってしまうのです。時には

「する」ことが目的だと勘違いさえします。報告書は、PDCA サイクルがわかるような様
式に今年度から変更されたことは素晴らしいと思いますが、その様式をいかに活用するか

が今後の本当の成果だと思います。次年度には、ヒヤリングで「これでどうだ！」という

説明を期待しています。 
（高田昌代） 

 

 
 昨年度から引き続き、２年目のヒヤリングでは課題への取り組みに関して、どの課も積

極的に努力されている事や前向きに取り組む姿勢が、ひしひしと伝わってきました。課題

解決のためにできる事を、ヒヤリングの場で話し合う事ができ、短時間ではありますが、

密度の濃い時間を共有できたことは、報告書にも反映できたと思います。 
 オンブードの仕事は、計画の進捗状況をチェックし、その課題に対して提言する事なの

ですが、いくら提言をしても動いて下さる職員の方々がいなければ、課題解決も男女共同

参画を推進してゆくことも出来ません。 
 担当課（同和・人権推進課）が、昨年度オンブードからの提言を受け各担当課へ説明し、

取り組み状況の報告を求める等、積極的な努力や課題に応じて各担当課と連携し推進体制

の強化を図り、また年度途中でもオンブードからの意見を取り入れ新たな啓発を行うなど、

迅速かつ柔軟な対応をして下さったことに感謝いたします。任期中一年目で、多くのこと

が前進している事を実感し、私自身手応えを感じています。 
 市民の立場であるオンブードと市の職員、立場は違いますが同じ方向を目指し共に進ん

でゆく仲間として、良いパートナーシップをきずき行政と市民の架け橋となり、自分の周

りの人々や地域で男女共同参画を推進していきたいと思います。 
（来田純子） 
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今年度、市民オンブード１年目として初めてヒヤリング調査をさせていただきました。 

初めてのために戸惑うことも多かったのですが、丁寧に回答していただいたことに感謝し

ております。ありがとうございました。健康や教育、福祉など、市民生活と市役所のお仕

事は密接に関係していることが改めてわかり、それぞれの事業について男女共同参画の施

策がどのようにされているのかを細かくお聞きすることは重要だと実感しながらのぞみま

した。事前に｢平成 24年度分 計画施策別事業報告｣のシートを記入していただいたことで、
短時間で内容の濃い調査が実現できました。積極的に施策実行のために関係部署へ連携を

呼びかけ、役所から飛び出して市民へもＰＲしているところもありました。反面、せっか

くいい事業をやっていても、市民へＰＲするよりも市民が門をたたいてやってくるのを待

っている、という印象を受けたところもあり残念に思いました。事業を単に実行すること

に終わらないために、また、シートへの記入自体が目的にならない様に、事業目的や効果、

来年度の課題などを考える一つのツールとしてシートが活用され、住民にとってよりよい

事業が実行されるよう望みます。 
さらに、今年度取り入れた第４の視点である｢市役所は市民のモデルとなっているのか｣

については、「男女共同参画社会」は関心を持っている一部の人たちだけが目指すのではな

く、このようなオンブード制度がある伊丹市を市民が誇りに思い、「男性はこうあるべき、

女性はこうあるべき」にとらわれないような生き方ができるよう、市の職員全員が周知、

理解を深め、働きかけをしてほしいと思います。それぞれが生きやすい世の中を目指すこ

とで、いつかはオンブードがいらなくなるくらい、当たり前に男女が固定的性別役割分担

に縛られない社会になることを願っています。 
今はまだ、「家事も仕事もプライベートもバランスよく両性が担えるようにした方がいい

のはわかっているが、実現にはほど遠い」というのが正直なところかもしれませんし、男

女共同参画やオンブードなど、自分には関係ないと思われるかもしれません。しかし、し

んどい思いをしている自分の問題は個人的な問題ではなく、実は社会の問題ではないか、

と一人ひとりが気づき、考えて取り組むことで、もっと生きやすくなると思っています。

そのためにも、オンブードがヒアリング調査をして報告書を作成したら終わりではなく、

どうしたらいいかを今後も一緒に考えていきたいです。 
(永原明子) 

 

平成２５年度 伊丹市男女共同参画施策 
市民オンブード 
（左から 高田／永原／来田） 
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      伊丹市男女共同参画のあゆみ       
１９７２年（昭和４７年） 伊丹市立働く婦人の家開設 

１９７９年（昭和５４年） 伊丹市企画室に婦人問題担当を設置 

１９８０年（昭和５５年） 伊丹市生活文化部に婦人青少年課を設置 

１９８１年（昭和５６年） 伊丹市婦人施策推進会議設置 

１９８６年（昭和６１年） 伊丹市婦人施策推進会議より最終報告 

１９８９年（平成元年）  伊丹市女性団体懇話会設置、第１回女性フォーラム開催 

１９９０年（平成２年）   (仮称)伊丹市女性センター建設懇話会設置 

１９９１年（平成３年）  伊丹市女性センター事業基本方針策定委員会設置 

第１回伊丹市『女と男の暮らしと意識調査』実施 

１９９３年（平成５年）  (仮称)伊丹市女性センター事業基本方針策定委員会より提言 

             伊丹市女性施策推進本部設置 

１９９４年（平成６年）  伊丹市市民文化部に女性政策課を設置、伊丹市女性政策懇話会設置 

１９９５年（平成７年）  伊丹市女性政策懇話会より提言 

１９９６年（平成８年）  伊丹市女性のための行動計画策定 

第２回男女共同参画型社会づくりに関する市民意識調査実施 

１９９７年（平成９年）  男女平等に関する表現指針発行、伊丹市女性施策市民オンブード設置 

             伊丹市ファミリーサポートセンター事業開始 

１９９８年（平成１０年） 伊丹市女性交流サロン設置、伊丹市男女共生教育基本方針策定 

１９９９年（平成１１年） 伊丹市セクシュアルハラスメント防止等に関する指針策定 

             男女混合名簿を市内全学校園で実施 

２０００年（平成１２年） 自治人権部同和・人権室に男女共生社会推進担当を設置 

             伊丹市ＤＶ被害者支援事業ネットワーク設置、伊丹市女性政策懇話会設置 

２００１年（平成１３年） 第３回男女平等に関する市民意識調査実施 

伊丹市女性政策懇話会より提言 

２００２年（平成１４年） 伊丹市女性のための行動計画中間見直し 

２００４年（平成１６年） 男女共生社会推進担当を男女共同参画担当に名称変更 

伊丹市女性施策推進本部を伊丹市男女共同参画推進本部に名称変更 

第４回男女平等に関する市民意識調査実施 

伊丹市男女共同参画政策懇話会設置 

２００５年（平成１７年） 伊丹市男女共同参画政策懇話会より提言 

２００６年（平成１８年） 市民部同和・人権室に男女共同参画課を設置 

伊丹市男女共同参画計画策定 

             女性施策市民オンブードを男女共同参画施策市民オンブードに名称変更 

伊丹市男女共同参画施策市民オンブード・サポーターズ設置 

２００７年（平成１９年） 市役所にＤＶ相談員配置 

２００８年（平成２０年） (仮称)伊丹市配偶者等からの暴力対策基本計画検討委員会設置 

２００９年（平成２１年） (仮称)伊丹市配偶者等からの暴力対策基本計画検討委員会より提言 

伊丹市配偶者等からの暴力対策基本計画策定 

伊丹市男女共生教育基本方針見直し 

２０１０年（平成２２年） 伊丹市配偶者暴力相談支援センター（伊丹市ＤＶ相談室）開設 

第 5回男女共同参画に関する市民意識調査実施 

第 1回男女共同参画推進事業所表彰事業、第 1回男女共同参画川柳事業実施 

２０１１年（平成２３年） 市民自治部共生推進室に同和・人権推進課（男女共同参画担当）を設置 

             伊丹市男女共同参画計画＜中間見直し＞策定 

２０１２年（平成２４年） 伊丹市男女共同参画施策市民オンブード・サポーターズ募集停止 

             伊丹市男女共同参画推進委員会設置 
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伊丹市男女共同参画施策市民オンブード設置要綱 
 

（目的） 
第１条  伊丹市男女共同参画計画（以下「計画」という。）及び男女共同参画に関する施策について市民
の立場から独自に調査し、意見の表明を行うことにより，本市における女性差別の解消及び男女共同

参画社会の推進を図り，男女平等の社会を実現することを目的として，伊丹市男女共同参画施策市民

オンブード（以下「市民オンブード」という。）を設置する。 
 
  （所掌事項） 
第２条  市民オンブードの所掌事項は，次のとおりとする。 
  (1) 計画の進捗状況の調査に関すること。 
  (2) 本市の男女共同参画に関する施策のうち，自己の発意に基づき取り上げた施策の調査に関すること。 
 (3) 本市の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響についての調査に関すること。 
  (4) その他市長が特に委嘱する事項 
 
  （職務の対象としない事項） 
第３条  市民オンブードは，次に掲げる事項については，その職務の対象としない。 
  (1) 議会に関する事項及び議会の議決に関する事項 
  (2) 市職員の勤務条件，身分等に関する事項 
  (3) 市民オンブードの身分等に関する事項 
 
  （責務） 
第４条  市民オンブードは，男女共同参画に関する施策の監視役として，公平かつ適切に職務を遂行し
なければならない。 
２  市民オンブードは，その地位を政治的目的のために利用してはならない。 
３  市民オンブードは，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，また，同様
とする。 

 
  （市の機関の責務） 
第５条  市の機関は，市民オンブードの職務の遂行を尊重し，積極的に協力しなければならない。 
 
  （組織） 
第６条  市民オンブードの定数は，３人とする。 
２  市民オンブードは，地方自治及び男女共同参画の推進に優れた識見を有する者とする。 
３  市民オンブードは，公募により募集した者のうちから，前項の条件を満たす者を市長が選考のうえ，
委嘱する。ただし応募した者が前項の条件に該当しない場合は，市長は応募した者以外の者で，市長

が適当と認める者に委嘱する。 
４  市民オンブードは，その職務の遂行にあたっては，協議により行うものとのとする。 
 
  （任期） 
第７条  市民オンブードの任期は，２年とする。ただし，再任を妨げない。 
 
 （解任） 
第８条  市長は，市民オンブードが次のいずれかに該当すると認めるときは，委嘱を解くことができる。 
  (1) 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき。 
  (2) 職務上の義務違反があると認めるとき。 
  (3) その他市民オンブードにふさわしくない行為があると認めるとき。 
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  （兼職等の禁止） 
第９条  市民オンブードは，次の職を兼ねることができない。 
  (1) 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２条に定める選挙による職 
  (2) 政党その他政治団体の役員 
  (3) もっぱらその事業が本市との請負に委ねられている企業その他の団体の役員 
 
  （調査） 
第１０条  市民オンブードは，調査のため必要があるときは，市の関係機関に対し説明を求め，関連す
る文書その他の資料を閲覧し，若しくは提出を求め，又は実地に調査することができる。 
２  市民オンブードは，第２条第１号から第３号までに基づく調査を行う場合は，市の関係機関に対し，
あらかじめその旨を通知するものとする。 

 
  （調査報告書の作成等） 
第１１条  市民オンブードは，毎年度，決算が議決により認定された後に，当該決算対象年度における
計画の進捗状況に関する調査報告書を作成し，意見を付して市長に提出しなければならない。 
２  前項の意見表明を受けた市の機関は，その意見を尊重しなければならない。 
３  市民オンブードは，報告書及び意見の作成に当たっては，個人情報等の保護について十分な配慮を
しなければならない。 

 
  （庶務） 
第１２条  市民オンブードの庶務は，市民自治部共生推進室同和・人権推進課が行う。 
 
  （細則） 
第１３条  この要綱に定めるもののほか，市民オンブードの運営に関し必要な事項は，市長が別に定める。 
 
付  則 
（施行期日） 
この要綱は，平成９年８月１日から施行する。 
 
付  則 
この要綱は，平成１２年４月１日から施行する。 
 
付  則 
この要綱は，平成１４年４月１日から施行する。 
 
付  則 
この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。 
 
付  則 
この要綱は，平成１８年４月１日から施行する。 
 
付  則 
この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 
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       市民オンブード一覧        

伊丹市女性施策市民オンブード 

 第 1 期 任期平成 9 年 11 月１日～11 年 10 月 31 日 

  山崎 昌子   （公募）   フリーライター           伊丹市稲野 

  長谷川 京子  （市長推薦）   弁護士               神戸市 

 第 2 期 任期平成 11 年 11 月１日～13 年 10 月 31 日 

  白神 利恵   （公募）   大学院生               伊丹市東有岡  

＊13 年 4 月末退任 

  朴木 佳緒留 （市長推薦） 神戸大学教授（発達科学部）     神戸市 

   ＊朴木委員は特別決裁により、任期を 6 カ月間延長し、14 年 3 月 31 日までとする 

   ＊さらに 2 年間の任期を延長した（16 年 4 月 30 日まで）。 

 第 3 期 任期平成 13 年 5 月 1 日～15 年 4 月 30 日 

  中山 直子   （公募） 子育て情報誌グループ         伊丹市荒牧 

   ＊白神委員の退任により欠員が生じたため 

 第 4 期 任期平成 14 年 5 月 17 日～16 年 4 月 30 日 

  今井 真理   （公募）                    伊丹市千僧 

   ＊平成 14 年 4 月１日に要綱を改正し、定数を 2 名から 3 名に増員したことによる 

 第 5 期 任期平成 15 年 5 月 12 日～17 年 4 月 30 日 

  浅井 淳子   （公募）                   伊丹市北伊丹 

   ＊朴木委員は特別決裁により、任期を 2 年間延長した。  

 第 6 期 任期平成 16 年 5 月 17 日～18 年 4 月 30 日 

  石崎 和美   （公募）                    伊丹市伊丹 

 第 7 期 任期平成 17 年 5 月 9 日～18 年 4 月 30 日 

  山本 千恵   （公募） 行政書士               伊丹市野間 

 

伊丹市男女共同参画施策市民オンブード 

 第 1 期 任期平成 18 年 5 月 15 日～20 年 3 月 31 日 

  朴木 佳緒留 （市長推薦） 神戸大学教授（発達科学部）   神戸市 

  山本 千恵   （市長推薦） 行政書士            伊丹市野間 

  大澤 欣也   （公募）     人権擁護委員          伊丹市大鹿 

   ＊山本氏の任期は女性施策市民オンブードの 1 年間を算入し、19 年 3 月 31 日まで 

 第 2 期 任期平成 19 年 5 月１日～21 年 3 月 31 日 

  波多江 みゆき （公募） ライター             伊丹市池尻 

   ＊朴木委員は特別決裁により、任期を 2 年間延長した。（平成 22 年 3 月 31 日） 

 第 3 期 任期平成 20 年 5 月 1 日～22 年 3 月 31 日 

田中 利明  （公募） 民生児童委員            伊丹市鈴原 

第 4 期 任期平成 21 年 5 月 1 日～23 年 3 月 31 日 

片山 実紀  （公募） 神戸大学大学院研究員        伊丹市荻野 

第 5 期 任期平成 22 年 5 月 6 日～24 年 3 月 31 日 

 石崎 和美  （公募） 元オンブード（平成 16～17 年度）   伊丹市伊丹 

 高島 進子  （市長推薦） 神戸女学院大学名誉教授     伊丹市伊丹 

＊ 朴木委員退任のため、後任を高島氏に依頼。 

第 6 期 任期平成 23 年 5 月 2 日～25 年 3 月 31 日 

笹尾 照美  （公募）関西学院大学大学院生         伊丹市安堂寺町 

第 7 期 任期平成 24 年 5 月 1 日～26 年 3 月 31 日 

来田 純子  （公募）                   伊丹市大鹿  

高田 昌代  （市長推薦）神戸市看護大学教授          生駒市 

第 8 期 任期平成 25 年 5 月 6 日～平成 27 年 3 月 31 日       

 永原 明子  （公募）                   伊丹市春日丘 
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男女共同参画に関する国際的な指数 

HDI                         GII               GGI 

 
（人間開発指数）                  （ジェンダー不平等指数）        （ジェンダー・ギャップ指数） 

１０位／１８７カ国        ２１位／１４８カ国           １０１位／１３５カ国 

２０１２年             ２０１２年               ２０１２年 

順位 国名 HDI値 

１ ノルウェー 0.955 

２ オーストラリア 0.938 

３ 米国 0.937 

４ オランダ 0.921 

５ ドイツ 0.920 

６ ニュージーランド 0.919 

７ アイルランド 0.916 

８ スウェーデン 0.916 

９ スイス 0.913 

１０ 日本 0.912 

 

 

順位 国名 GGI値

１ アイスランド 0.864

２ フィンランド 0.845

３ ノルウェー 0.840

４ スウェーデン 0.816

５ アイルランド 0.784

６ ニュージーランド 0.781

７ デンマーク 0.778

８ フィリピン 0.776

― ― ― 

１０１ 日本 0.653

順位 国名 GII値

１ オランダ 0.045

２ スウェーデン 0.055

３ スイス 0.057

３ デンマーク 0.057

５ ノルウェー 0.065

６ ドイツ 0.075

６ フィンランド 0.075

８ スロベニア 0.080

― ― ― 

２１ 日本 0.131

「長寿で健康な生活」、「知識」及び

「人間らしい生活水準」という人間

関発の３つの側面を測るもの。（平均

寿命、一人あたり GDP、就学率等） 

国家の人間開発の達成が男女の不

平等によってどの程度妨げられて

いるかを明らかにするもの。（妊産

婦死亡率、国会議員女性割合、中

等教育以上の教育を受けた人の割

合（男女別）等） 

経済、教育、保健、政治の各分野毎に各

使用データをウェイト付けして総合値

を算出。その分野毎総合値を単純平均し

てジェンダー・ギャップ指数を算出。０

が完全不平等、１が完全平等。 

（備考）国連開発計画（UNDP）「人間開発報告書」及び世界経済フォーラム 

「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書」より作成 
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